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はじめに 

宇宙状況把握（SSA：Space Situational Awareness）は、宇宙を利用する上での

基盤であり、宇宙環境を理解し、宇宙天気、小惑星、宇宙物体の衝突などの宇宙に

おけるイベントを予測するために利用されている。宇宙空間環境及び宇宙における

活動において、国家や政府、民間事業者及び運用者が意思決定を可能とする情報や

サービスの提供は、宇宙機の運用に係る幅広い目的に資する。 

 

当初、SSA は軍事目的のために開発されたが、今では正確かつ包括的な SSA デー

タにより、軍事、民間及び商業宇宙システムの運用における活動を正確に解釈し、

特徴を把握することが可能となっている。また、異常の検知又は物体の挙動等を認

識する能力を高めることにより、宇宙における航行安全を改善し、宇宙物体同士の

衝突リスクを低減することができる。その後、宇宙におけるアセットの保護、保険

金の請求、従来に比較してより安全な航行管理等軌道を周回する宇宙物体に対して

これまでに無い SSA の使用事例が見られている。 

経済的な観点では、軌道上で近接した位置にある宇宙機の活動を追跡すること

で、衛星運用者の安全航行の管理能力を支援し、衝突回避、軌道維持能力をも向上

させる。2000 年以来、軌道上の宇宙機の数が増え続けているため、混雑した宇宙環

境の正確な状況認識は、位置、航法及びタイミング（PNT：Position, Navigation, 

and Timing）システム、気象衛星、リモートセンシング、自国の検証技術手段

（NTM：National Technical Means of Verification）等世界経済に不可欠な宇宙ア

セットの保護に貢献している。 

運用の観点からは、正確で包括的な SSA データは、破砕、技術的な問題、衝突な

どの異常に関する科学的解明を可能にする。軍事、商業及び民生目的等あらゆる種

類の運用者が、その活動領域における予測可能で、正確かつリアルタイムな特性情

報を有することになれば、地球軌道上の安全性や持続可能性を損なうことなく、よ

り多くの活動に対応できる。  

 

経済産業省に提出されるこの報告書では、SSA システムの要素、主要な官民双方

の SSA プレーヤーの現在の能力、SSA 提供者のビジネスモデルと戦略を調査・説明

し、現代の SSA市場の特徴を明らかにする。次に、この報告書では、グローバルな

SSA システムにおける能力、研究、サービスのそれぞれについて現在どのようなギ

ャップが存在するのかについてその概要も示す。最後に、日本の SSA システム現状

と今後の想定、現状のシスセムにおいて向上の余地がある点を明らかにした上で、

将来的の国内 SSA プラットフォームの中長期的な在り方や形成のアプローチとし

て、４つの選択肢を検討していく。 
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調査方法  

文献調査  

本件報告書においては、優れた SSA インフラ及び官民双方の SSA システムという

場合に中核となる要素に沿って、関連文書の徹底的な文献調査を実施し、調査結果

はデータ及び SSA関連企業のプロファイルを提示した。世界の SSA に関する能力、

SSA のインフラ及びグローバルな規模で展開される SSA に関連する活動について

も、文献調査を行い、定量的及び定性的研究についての一般評価を実施。この対象

には、日本、米国、ヨーロッパ（特に英国、フランス、ドイツ、イタリア、スペイ

ン）、ロシア、中国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド及びインドに焦

点を当てた関連雑誌記事、書籍、ニュース記事、条約、SSA組織間の覚書、政府の

記録文書その他の電子上のソースを含む。 

 

関係者へのインタビュー 

次に、SSA システムの現況及び業界の現況並びに官民の技術的な能力の今後の開

発に関する質問を用意し、文献調査の結果判明した組織内の各主要 SSA 提供者（プ

ロバイダー）の代表者へインタビューを行なった。インタビューに際しては、イン

タビューのプラクティスや指針に基づいて、政府に関するもの、民間（商業主体）

に関するものそれぞれについて事前に共通の質問事項を作成した（インタビューリ

スト及び調査質問事項は、それぞれ別紙 5.1 及び 5.2 を参照）。インタビューは録

音され、インタビュー対象者の了承を得た上で記録を作成し、調査質問事項との関

連での結果を分析。必要に応じて、フォローアップの質問も行った。 

インタビューは、文献調査を補完し、調査結果について質的な確認を行い、正確

さや整合性を検証するためにも使用した。文献調査とインタビューの双方から得ら

れた情報から、SSA に関する世界の主要なプレーヤーを特定し、それぞれについて

分析をした。 

 

分析 

最初の 2つのセクションの調査に基づき、SSA市場の世界的な技術動向について

詳細な分析を行ない、SSA 業界の主要なプレーヤーについては、提供サービス、ビ

ジネスモデル、顧客、重点領域、プロダクト・サービス等の概要をまとめた。ま

た、SSA における日米間の協力や多国間での協力についても調査範囲としている。 

更に、日本の SSA システム現状と今後の想定、そして向上の余地がある点を明ら

かにした上で、将来的な国内 SSA プラットフォームの中長期的な在り方やどうプラ

ットフォームを形成するためのアプローチとして４つの選択肢を検討した。ここで

は、顧客ニーズ、民営化レベル、専門知識、透明性及び予算や政策上の優先事項な

どの戦略的変数（この報告書ではこれを「レバー」と呼んでいる。）並びに様々な

種類の主要なプレーヤーとの経済産業省の将来の関与のあり方についての提案を行

なっている他、将来更に実証が必要な事項についても記載した。これら調査の結果

は、経済産業省に対して、事実に基づいた報告書として提出される。また、この調
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査は、他国政府や民間の SSA関連企業の取組に関連して、経済産業省が実行可能か

つ実際的な結論を提示している。  
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1. SSA の基本事項とサービスの種類  

1.1  SSA が必要とされる理由 

• SSA は、主に宇宙環境を理解し、宇宙天気、小惑星、宇宙物体の衝突などの

宇宙におけるイベントを予測するために利用されている。 

• 宇宙空間内のデブリの数は、衝突イベントによって増加しつつある。 

• 1mm 程度の小さな物体でも、周回している相対速度が速いために、運用中の

衛星に損傷を与える可能性がある。 

• 宇宙で活動中の衛星数は増えており、宇宙空間は混雑化した環境となってい

る。 

 

宇宙状況把握（SSA;：Space Situational Awareness）は、宇宙を活用する上での

基盤である。1957 年 10月 4日に衛星スプートニクが打上げられる前でさえ、SSA は

無線伝送を研究している人々にとって興味の対象となっていた。通信に対する太陽

活動と地球の磁場の影響を把握するためには、上層大気を理解する必要があり、こ

れは電離層に対する宇宙天気の影響を測定する実験を意味していた1。 

 

また、宇宙時代の黎明期では SSA（当時は space surveillance（宇宙監視）と呼ば

れていた）は、太陽系の形成における小さな残りの粒子である微小流星とミサイル

攻撃という 2 つの脅威にも焦点を当てていた。今日、SSA は人間の多くの活動に関

わる形で進化してきた。最も一般的な SSA の民生及び商業利用には以下のようなも

のがある。 

 

1.1.1 衝突回避と宇宙航行の安全性 

現状 

民生及び民間（商業）事業者から成る宇宙コミュニティにおいては、SSA は運用

中及び運用終了又は操作不能な宇宙物体との衝突を回

避するために必要なマヌーバを計画するためのツール

と見なされている。60 年にわたる人類の宇宙活動の結

果、5,500回の打上げで 9,000個もの通信、リモートセ

ンシング、科学又は有人宇宙飛行といったミッショ

ン・ペイロードが最適な軌道に投入されてきた。現

在、そのうち約 2,200個が運用中の衛星であり、3,000

個以上が機能しない状態で軌道上に存在しており、そ

れ以外の物体は軌道低下して地球の大気圏に突入して

燃え尽きている。現在 SSA システムによって追跡可能

な 10cm 以上の 34,000個の物体の内訳は、使用済みの

上段ロケット本体、ミッション中に放出されたデブリ及び破砕デブリである。ま

た、致命的だが追跡不可能（LNT：lethal but non-trackable）な 1〜10 cmの物体

が 90万個以上あり、1cm未満の破片に至っては 1億 3000万個存在する2 。 

宇宙空間の物体数 

> 10 cm ：34,000個  

> 1cm ：900,000個 

> 1mm ：130,000,000個 
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図表 1-1：NASA Orbital Debris Report, 2019 年 5 月 

The growing population of objects in space（宇宙における物体数の増加） 

 

2007 年と 2009年に起きた 2回の壊滅的な衝突は、デブリの飛躍的な増加をもた

らした。1つ目は、2007 年に中国が高度 865kmにある自国の気象衛星に対して衛星

破壊実験を行い、結果として約 3,300個の追跡可能なサイズのデブリが発生したも

のである。この結果生じたデブリのうち 100 年以内に自然に消滅するのはわずか

20％と推定されている3。2つ目は、2009年に高度約 800kmで Iridium-33 と Cosmos-

2251 という 2 つの大型衛星が偶発的に衝突したものである4。Iridiumと Cosmos の

衝突は、発生確率は低いものの、影響が大きいイベントであった。2つの物体は

100,000 分の 3の確率で衝突するとされていたが、その衝突の同じ週には同等レベ

ルの確率で発生する接近予測が 37つも出ていた5。結果的には、マヌーバするか否

かの運用上の判断を下すためには、衝突予測の精度と予見可能性は不十分だったと

いうことになる。Iridiumと Cosmos の衝突によって約 2,000個の追跡可能なサイズ

のデブリが生じ、そのデブリは自然に落下するまでに数十年から数世紀を要する。 

 

デブリが運用中の衛星に非常に有害である理由は、軌道上での速度で衝突したと

きに生成されるエネルギーにある。低軌道の物体は秒速約 7〜8kmで移動している。

その速度や相対速度によって更に速い速度で衝突すると、塗料の薄片の大きさの粒

子でさえ宇宙機に損傷を与える可能性がある。実際、このサイズの物体はスペース

シャトルや国際宇宙ステーションのキューポラ（観測用モジュール）の窓、そして

重要な地球監視衛星であるセンチネル-1A に亀裂を生じさせた6。 
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図表 1-2：デブリのサイズに関連して放出される等価エネルギー（出典：The Aerospace 

Corporation7） 

 

 
図表 1-3：1mm を超える全てのデブリの欧州宇宙機関 ESA（European Space Agency）による描写

（縮尺通りではない）8  

 

2,000個近くある使用済みのロケット上段もデブリとして懸念されている。これ

らの物体からなるいくつかの群の 1つは高度 850kmの位置に存在しており、2つの

ロケット上段が約 5kmの範囲で毎日接近している。これらの物体のうちの 2つが衝

突すると、追跡可能なカタログが一瞬にして倍増し、200,000個もの LNTなデブリ

が生成される9。その結果として生じた破片は低軌道で運用中の衛星と有人宇宙飛行

に脅威をもたらし続けることとなる。 
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図表 1-4 ： 遺棄された大規模なロケット上段からなる群10 

 

静止軌道（GEO：Geosynchronous Orbit）は、カバレッジによる便益と衛星自体の

価値から考えて、最も重要な軌道だと考えられている。この軌道は政府と民間企業

の両方で使用されてきた歴史があり、現在は 562個の衛星が運用されている11。特に

通信業界は、静止軌道帯に数十億ドルの投資を行なっている。もしこの軌道にデブ

リが生じた場合、それらのデブリは数千年の間軌道上に残り、重力井戸をゆっくり

と前後に通過していく。静止軌道で生成されたデブリは、低軌道周回衛星ほど高速

な相対運動はしないが、損傷を引き起こすような速度で静止軌道帯を横断する軌道

がある。また、小さな物体は、太陽光を反射する大きな物体よりもはるかにわずか

にしか見えず、追跡される可能性が低くなる。したがって、静止軌道とその周辺

は、限られた天然資源と見なされており、衛星の運用期間の末期には衛星軌道を

GEOから約 300km上にある「墓場軌道」と呼ばれる軌道に上げるために特別な注意

が払われている12。 

 

この軌道において衛星の異常や破砕を把握することは難しい。過去 3年間で、い

くつかの GEO衛星が壊滅的な障害に直面し、多くのデブリが発生している13。 

例えば 2017 年には AMC-9と Telkom-1 でデブリが発生した14。ExoAnalytic社のビ

デオは、Telkom-1 が分裂したように見える瞬間を捉えている15。2019年には、

Intelsat 29e が推進システムの損傷に遭遇し、静止軌道帯に沿って漂流しており、

その結果いくつかのデブリが報告されている16。Intelsat社は、ハーネスの問題

と、微小流星塵又は低電圧イベントのいずれかが組み合わさって、この事故が引き

起こされたとコメントしている17。また、2005年に打上げられた Spaceway-1 では、

2019年 12月に異常が発生し、次の使用時に搭載バッテリーが爆発する可能性が生

じた18。このため、静止軌道帯の 300km上にある「ジャンクヤード」と呼ばれる廃棄

軌道への緊急軌道変更を計画している。 
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図表 1-5：ExoAnalyticによる AMC-9分裂画像19 

 

将来の展望 

宇宙はこれまで以上にアクセスしやすくなっている。打上げの選択肢の増加、衛

星コンポーネントの低コスト化、大規模な投資により、活気に満ちたグローバルな

宇宙エコシステムが実現している。大学のキューブサット・プログラムは世界中で

拡大しており、キューブサットの打上げは定期的に行われ、若い学生が宇宙コミュ

ニティで将来のキャリアに備えるのに役立っている。また、主にリモートセンシン

グ、インターネット接続、ナローバンドの IoT 通信に重点を置く新しい衛星運用者

は、数千の衛星を宇宙に打ち上げる初期的な段階にある。例えば、最近世界最大の

コンステレーション衛星運用者となった SpaceX 社は、低軌道（LEO：Low-Earth 

Orbit ）に 42,000個以上の衛星を打ち上げる計画をしている。2020 年の終わりま

でには、SpaceXと OneWeb だけで、合計 1,916個の低軌道衛星を打上げ、運用中の

衛星が実質的に 2倍に増えると予想されている。 

 

 
図表 1-6：今後 15 年間の LEO 衛星数の予測 
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図表 1-7：AGIが描写した計画中のコンステレーション20 

 

大規模コンステレーション、別名「メガコンステレーション」 
低遅延通信を解決するため、これら企業はインターネットトラフィック

を配信するために低軌道に焦点を合わせ始めた。地球から GEOへの信号は

約 600ミリ秒かかるが、1,000km に到達するだけなら信号は約 30～50ミ
リ秒で済む。SpaceX社の約 300km の超低軌道（VLEO：Very Low-Earth 
Orbit）コンステレーションでは、遅延（レイテンシ）は 15～20ミリ秒の範

囲となる。これは、高性能で高帯域幅の衛星を使用した、よりスムーズな

インターネット体験を意味している。世界中の大規模な人口にサービスを

提供するために必要となるカバレッジを実現するには、多数の衛星が必要

となる。OneWeb社、SpaceX社及び Telesat社は軌道上に 1 つ以上の衛星

を持っており、Amazon社もコンステレーション衛星を打ち上げる予定で

ある。 
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図表 1-8：計画中又は既存のコンステレーション21  

 

軌道上の衛星数の増加は、商業打上げ産業によって支えられている。これは、安

全性の観点から軌道上と打上げ活動の両方において、SSA がこれまで以上に重要に

なることを意味している。 

 

 
図表 1-9： 軌道への打上げの増加22  

 

将来の軌道上での活動には、軌道上でのサービスや月面ミッションのような新し

い宇宙活動も含まれる。従来の SSA は、環境抵抗モデルと安定した軌道パラメータ

ーに依存しているため、一定の又は頻繁なマヌーバを行っているオペレーションを

追跡及び予測することは困難である。ランデブー及び近接オペレーションは GEO及

び LEOの両方の領域で行われており、電気イオン推進システムはゆっくりとした軌

道上昇のための選択肢となりつつある。この種の活動は、現在の SSA 能力に負荷を

掛け続けることになる。 

 

長期的な活動のように見えるかもしれないが、複数の民間による月面ミッション

が計画、資金提供されており、2019年には最初の試みが行われている（イスラエル
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の Beresheet）。月軌道での接近は、軌道特性が異なるため、地球軌道とは異なる

方法で処理する必要があり、2021年までに、月軌道か月表面へのアクセスをする複

数の民間宇宙機が投入される可能性がある。 

 

1.1.2 宇宙天気の影響の予測 

宇宙天気とは、「宇宙搭載及び地上ベースのシステム並びにサービスの機能及び

信頼性に影響を与えたり、財産や人間の健康を危険にさらしたりする、地球の磁気

圏、電離圏、太陽及び太陽風による熱圏の環境条件 」を指す23。宇宙機に特有の影

響としては、電子機器の損傷、無線周波数干渉、及び低軌道での大気抵抗の増加が

上げられる。宇宙天気を測定、特性評価、予測することによって、宇宙機運用者に

警告を提供し、宇宙機運用者は宇宙機を宇宙天気による影響への備えるようにする

ことができる。 

宇宙天気は、地球上のインフラ、宇宙での人間の健康、太陽活動により放射線が

強められた地域を飛行する航空機の健康にも影響を及ぼす可能性がある。送電線、

パイプラインや鉄道は、地磁気嵐の際に電流が流れ、その結果電源がダウンするこ

とがありえ、経済とセキュリティに影響する重要なインフラの損傷が起きうる。地

磁気活動の増加時には、磁気異常の上や北極上空を飛行する航空機に、無線通信の

停止又は電子機器の損傷が生じる可能性もある。 

 

 
図表 1-10：宇宙天気（出典：米国海洋大気庁24） 

 

宇宙天気予報は、電離層のモデリング、抗力係数の生成、長距離通信の吸収予

測、磁気摂動の理解などに使用されてる。米国海洋大気庁（NOAA：National 

Oceanic and Atmospheric Administration ）は、日々の太陽活動をより公衆に分か

りやすくするために、地磁気活動（Kp インデックス）、太陽束レベル及び太陽の X

線ピーク輝度を変換して、地磁気インデックス（G1-5）、太陽放射指数（ S1-5）及

びラジオ放送停止インデックス（R1-5）といった指標を開発した25。 

 

1.1.3 惑星保護 

デブリは宇宙機の運用にとって差し迫った関心事であるが、地球上の生命の安全

のための小惑星の検出も同様に重要である。40億年の歴史の中で、地球は大小両方

の小惑星と衝突してきたが、今後さらに多くの小惑星に襲われると見られている。
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このような低確率だが発生した際に影響の大きいイベントに対処するためには、地

球に脅威を与える太陽系の物体の軌道を検出、追跡、予測する SSA が必要となる。

2019年には、「2019OK」と呼ばれる 100mサイズの小惑星が、地球から月までの距

離の 5分の 1にまで接近した。この際には、望遠鏡を使用して軌道を評価し、200

年後の次の接近を予測した。 

 

図表 1-11：2019OK ESA26 

 

 
図表 1-12：ESA 惑星防衛27 

  



 

18 

 

1.2 宇宙状況把握と宇宙交通管理の定義 

• 広く採用された宇宙状況把握（SSA：Space Situational Awareness）の定義

は存在しない。 

• 宇宙交通管理（STM：Space Traffic Management）は SSA と密接に関連してい

るが、その解釈には違いがある。 

• 宇宙環境管理（STM：Space Environment Management）と STMによって、宇宙

運用保証（SOA：Space Operations Assurance）がされる。そして、これらは

全てタイムリーで正確な SSA データに基づいている。 

 

広く採用されているような SSA の定義は存在し

ないが、Secure World Foundation（SWF）による

「宇宙状況把握とは、宇宙環境と宇宙での活動に

ついて、正確に特徴を把握する能力である」との

説明は、SSA のコンセプトの核心を捉えている28。

これには、宇宙において発生する自然現象（宇宙

天気、微小流星塵の衝突又は地球近傍の小惑星な

ど）と、宇宙環境の影響を受け、またその環境内

で運用される人工物の位置や挙動が含まれる29。 

国際宇宙航行アカデミー（IAA：International 

Academy of Astronautics）も同様に、SSA を「デ

ブリやアクティブな衛星又は機能していない衛星などの宇宙物体の検出、追跡、識

別及びカタログ化を行う技術的能力並びに宇宙天気を観測してマヌーバやその他の

イベントのために宇宙機とペイロードをモニターする技術的能力」と定義している
30。また、米国の宇宙政策大統領令第３号（SPD-3：Space Policy Directive 3）で

は SSA を「 安全で、安定的、持続可能な宇宙活動をサポートするための宇宙物体と

その運用環境のナレッジと特性把握 」と定義している31。 

安全で、安定し、持続可能な宇宙活動を支援することは、積極的かつ成功した宇

宙環境を達成するための鍵となる32。SSA を使用することで、軌道、活動や宇宙環境

の物体に対する影響を理解し予測することができる。また、STM も議論に含めるこ

とがますます重要になってきている。宇宙活動に関する「管理（Management）」

は、航空路交通管制の国内管理が確立されている航空交通管理とは、必ずしも同じ

意味を持たない。宇宙で安全に運用するための必要なルール、調整及びそのための

ツールが STMである。 2018年の IAA Space 

Traffic Management の研究では、STMを「宇宙空

間への安全なアクセス、宇宙空間での運用、物理

的又は無線周波数の干渉のない宇宙から地球への

帰還、を促進するための一連の技術的及び規制上

の規定」と説明している33。 

米国政府は SPD-3 において 、STMを「宇宙環

境での運用の安全性、安定性、及び持続可能性を

高めるための活動の計画、調整、軌道上における

同期的行動」のツールとして定義している34。 

   

宇宙交通管理とは、 

宇宙内で安全に運用するた

めに必要なルール、調整、及

びそのためのツールである 

“Space Situational 

Awareness is the ability to 

accurately characterize the 

space environment and 

activities in space.” 

--Secure World Foundation 
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さらに、Maclayと McKnight は 2019年の IACの論文における最近のコンセプトに

おいて、SSA を STMと宇宙環境管理（SEM）の両方の基礎要素として扱っている35。 

STMは（協調活動を通じてか、規制によって義務付けられているかに関わらず）宇

宙で安全に活動を行う方法を含んでいる。それに対して、SEMは宇宙環境に適応す

る方法又は宇宙環境を変更したり管理したりする方法を示しており、軌道上のデブ

リの軽減と改善も含まれている。SEMには軌道デブリの軽減と改善が含まれる。 

 

 
図表 1-13：Maclay及び McKnight の 2019 年 IAC 発表論文から作成36 

 

宇宙物体の位置情報や、宇宙環境がそれらの物体に与える影響を単に知るだけで

は十分ではない。宇宙環境の中で安全に運用するための意思決定をサポートし、将

来の可能性のある危険を低減し、又は改善するために、宇宙での活動と物体の特性

を明らかにすることが益々重要になってきている。この全体的なアプローチは、

McKnight が SOA と呼んでいるものであり、全ての民間又は政府の運用者に適応する

ことができる37。 
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1.3 SSA プロセス 

• SSA のプロセスは、インプット、キュレーション、分析、プロダクト、サー

ビス、データ管理及びプロセスの管理に分かれている。 

• インプット：主に光学望遠鏡とレーダーシステムで構成されている。しかし、

この他にも、効果的な SSA システムに貢献するような観測的、環境的又は非

観測的な性質を持つインプットが多く存在している。 

• キュレーション：キュレーションには、分析するための観測データの準備が

含まれる。センサーデータの妥当性確認、フォーマット及びキャリブレーシ

ョンも全てキュレーションに含まれる。 

• 分析：分析ではいくつかのタスクが実行される。第一に、観測値を既知物体

と一致させ、軌道を決定し、物体の将来の位置を予測するために使用される

ELSETs 又は状態ベクトルを作成する。分析プロセスは、2 つの物体が接近す

るか否かについてとその確率を割り出す。分析は、挙動を判断し、回転運動、

マヌーバ実行、破裂、物体が大気中に再突入する時期/場所などといった物

体の特性を把握する。 

• プロダクト：共有可能なアイテムで構成される。観測のセット、ELSETs、状

態ベクトル、分析に使用するカタログ、接近データメッセージ、分析を含む

レポートなどがプロダクトに当たる。 

• サービス：顧客の意思決定プロセスをサポートする活動である。顧客の衛星

についての接近解析サービスを提供することにより、顧客は意思決定を支援

する情報を入手できるようになる。SSA サービスの種類としては、情報、シ

ステムとデータ、ソフトウェア及び人材がある。 

• データ管理：ストレージ、保護や許可のためのプロトコル及び SSA の各プロ

セスにおいて外部のステークホルダーと接続するためのインターフェースで

構成されている。SSA プロセスは、中央管理型、分散型、非中央管理型のい

ずれかの性質を持ち、各枠組みには長所と短所がある。プロセス管理は、

SSA ミッションを達成するために必要な全ての SSA プロセスをどのように計

画、運用し、人的又は機械的なリソースがどの程度必要とされるかを管理す

るものである。 

 

セクション 1.1 で述べたように、SSA は宇宙環境と宇宙での活動を正確に把握す

る能力である。このプロセスには、宇宙における物体の挙動の定量化、予測及び評

価が必要になる38。ここで、6つのプロセスからなる典型的な SSA プロセスを説明す

る。セクション 4では、効果的な SSA システム（セクション 4.3）、SSA データのニ

ーズ（セクション 4.4）、現在の SSA プロセス毎のギャップ（セクション 4.5）及び

将来の SSAへの国際的なベストプラクティスの影響（セクション 4.1）について説

明する。 

 

最も単純な形式の典型的な SSA システムは、インプット、キュレーション、分

析、プロダクト、サービス及びデータ管理とプロセスの管理から構成されている。 
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図表 1-14：SSA システムの要素 

 

1.3.1 インプット 

インプットは、SSA プロセスをサポート

するための有用なデータであり、それら

は、位置的、非位置的（すなわち特性評

価）又は環境的な性質を持ったデータであ

る。位置及び環境情報は、軌道決定及び衛

星カタログの作成のサポートとなる。一

方、非位置情報は、状態、挙動又は宇宙物

体への外部から影響を明らかにするのに役立つ。 

位置情報には、センサーシステムによる定量的な観測値又は軌道暦による所有者/

操作者（O/O：Owner/Operator）からのデータが含まれる39。最も一般的なインプッ

トとしては、光学観測により方位角（アジマス）、仰角（エレベーション）及び明

るさ、レーダー観測によるレンジ、レンジレート、レーダー断面積がある。このセ

クションでは、これらを収集するシステムについて説明する。外部の ELSETs と状態

ベクトル（他の SSA システムから）もインプットと見なされる。 

環境情報は、SSA プロセスに不可欠なインプットである。宇宙天気の現象を理解

することで、SSA データの処理におけるモデルとアルゴリズムをサポートすること

ができ、サービスのための外部のデータポイントに異常検知などのサービスを提供

できる。摂動モデルは、重力場密度、大気密度、放射圧などの軌道決定のプロセス

で使用される40。 

宇宙空間にある物体の情報も、非位置的なインプット又は環境的なインプットと

なる。これには、ライトカーブ、無線周波数干渉（RFI）データなどが含まれる。こ

の増幅情報は、位置の更新に取り入れるのではなく、宇宙物体の挙動の特性を把握

するのによく使用される。追加のインプットの例としては、軌道変更の計画、軌道

上の物体数、宇宙機の技術マニュアルだけでなく、火の玉が空を横切るといったオ

ープンソースのソーシャルメディアアカウントからの情報等広範囲に及ぶ。 

 



 

22 

 

 
図表 1-15：オープンソースからのインプットの例： Iridium 衛星のフレア（Secure World 

Foundation）41 

 

 
図表 1-16：方位角（アジマス）、https://en.wikipedia.org/wiki/Azimuth 

 

位置的情報 環境的情報 非位置的情報 

測距情報 重力モデル 宇宙物体の健全性とテ

レメトリー 

O/O軌道暦 大気密度モデル マヌーバ計画 

要素セット（ELSET） 熱密度モデル 測光 

状態ベクトル 地磁気条件 物体の形状/デザイン 

無線周波数（RF：Radio 

Frequency）の位置確認 

弾道係数 破砕モデル 

GPS 測定   

図表 1-17：SSA システムへの位置、環境、及び非位置的なインプット情報例 
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1.3.1.1 光学的な観測 

地上ベース（地上設置型） 

地上の光学望遠鏡は、安価な CCD望遠鏡を使用する宇宙愛好家から、米国宇宙監

視ネットワーク（SSN：Space Surveillance Network）及びその他の国で使用される

最も洗練された光学機器まで、SSA で運用される最も一般的なセンサーである。こ

れらのセンサーは通常、レーダーシステムと比較してコストが低い。安価な 40cm光

学望遠鏡では、特定の静止弧内のほとんどの物体を検出及び追跡することはできる

が、画像から物体を識別したり特性情報まで得たりはできない。このようなセンサ

ーの費用は約 40,000 米ドルである42。ほとんどの光学望遠鏡には昼間には観測出来

ないという制約があるが、赤外線センサーを採用して昼間にも光学画像を撮像でき

るセンサーもある43。光学センサーのもう 1 つの制約は、雲を通して物体を追跡でき

ないため、天候の影響を受けることである44。 

 

光学センサーが撮像した宇宙空間を移動する物体は、暗い宇宙空間の中に「筋」

の画像として浮かび上がる。これらの「筋」をへらすことによって、特定の時間の

物体の方位角（アジマス）、仰角（エレベーション）及び明るさ把握することがで

きる。このようにして光学センサーは多くの場合、物体のサイズではなく、明るさ

を検出している。また、物体までの距離や高度を特定することはできない。非常に

優れた光学センサーであれば、宇宙物体特性把握（SOC：Space Object 

Characterization）、つまり物体の特性又は挙動（形状、回転など）を把握するこ

とができる。SOCの例として、2019年 4月の Intelsat Epic 29の異常発生の

ExoAnalytics ビデオがある（図表 1-19）。 
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図表 1-18：オーストラリアの観測所で観測された探査機 ExoMars とそこから投棄された燃料タン

ク45 

 

図表 1-19：2019 年 4 月に観測された Intelsat 29e の異常46 

 

宇宙ベース（宇宙設置型） 

政府の宇宙ベースの SSA は米国全体に存在している。政府が保有する宇宙ベース

の SSA には、米国の宇宙ベースの監視衛星（SBSS：Space-based surveillance 

satellite）47、Geosynchronous SSA Program（GSSAP）48並びにカナダの Sapphire

衛星及び NEOSSat衛星（セクション 2.4.2 を参照）がある。一方で、商業的な宇宙

ベースの SSAへの関心も高まってきている。宇宙ベースの SSA には、地上ベースの

SSA と比較していくつかの利点がある。（太陽と地球に近い角度を除いて）雲や日

光の影響を受けない。大気の収差がなければ必要な処理が少なくて済み、暗い物体

でもより簡単に検出することができる。明らかに不利な点は、特に専用の SSA衛星

コンステレーションを展開する場合のコストである。また、観測される物体は、日

蝕状態ではなく太陽に照らされている必要がある。 

 

専用の宇宙設置型センサーに代わるものとして、ホステッド・ペイロードや、ス

タートラッカーによる偶発的な SSA データの収集がある。偶発的に得られるデータ

は、専用のセンサーで得られるものほど正確でも機能的でもないことが多い。物体

の観測結果を保持しているスタートラッカーを搭載した衛星は多数あるが、それら

のデータは破棄されているのが現状である。大きな衛星のホステッドセンサー・ペ

イロードは、特に GEO地域においてコストを削減し、宇宙ベースの SSA 能力を開発

するための選択肢になる。 
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図表 1-20：NEOSSat 衛星（カナダの宇宙設置型センサー）による人工衛星の近接画像49 

1.3.1.2 レーダーによる観測 

地上ベースのレーダーからは、レンジ、レンジレート、アジマス角、速度、断面

積の情報（見かけのサイズ）のデータを得ることができる。データの取得は天候や

日光に左右されることはない。主に LEOの物体の検出と追跡に使用されるが、シス

テムのパワーレベルによっては MEO（MEO：Medium Earth Orbit）及び GEOの観測に

焦点を合わせることもできる。これらのシステムは、取得とメンテナンスの両面に

おいて、光学センサーよりも高価で複雑になる傾向がある。このような技術はミサ

イル発射の検知にも使用されるため、米国とロシアのミサイル警戒システムが SSA

センサーを兼ねている理由となっている。フェーズドアレイ・レーダーシステム

は、電子的に操作をし、空を広範囲にわたってカバーすることができ、上空を通過

すると多くの物体を同時に追跡することができる。他のレーダーシステムは機械的

に操作され、カバレッジエリアが小さくなる。 

 

 

「狭帯域及び広帯域レーダ：ナローバンドレーダーシグネチャは、衛星のレ

ーダー断面積（RCS：Radar Cross-Section）履歴又は距離時間強度（RTI：

Range-Time-Intensity）履歴のいずれかで構成される。単純な衛星の狭帯域シ

グネチャは、既知の RCS散乱式を使用して分析され、サイズと形状が決定され

る。より複雑な衛星の狭帯域の反射は、既知の衛星のシグネチャのデータベー

スと自動的に比較されて、適切に分類される。広帯域レーダーの反射は、レン

ジドップラー画像で構成される。衛星が質量中心の動きが分かっている場合

は、レンジドップラー画像を適切にスケーリングすることによって、衛星の正

確な形状とサイズの推定値を取得することができる。広帯域画像を使用するこ

とにより、アナリストはペイロードとロケット本体を明確に区別できる。」  

Narrowband and Wideband Radar Signatures in Support of the Space 

Catalog Dr.Craig V. Solodyna and Mr. Gerald P. Banner, MIT Lincoln 

Laboratory50 
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図表 1-21：独フラウンホーファー研究機構が捉えた中国の天空 1号の再突入の広帯域レーダー画像50 

1.3.1.3 レーザー測距 

レーザー測距は、元々はセンサーのキャリブレーションに使用されていたが、今

では有益な SSA センサーとなってきている。レーザー測距によって、全ての軌道の

物体について非常に正確な速度と距離を把握することができる。また、感度が高

く、多くの場合数ミリメートルまで、非常に低い軌道の場合 1cm未満のサイズの物

体を検出することができる。そのため、小さなデブリの検出と追跡のため、レーザ

ー測距は、特にレーザーのネットワークが選択肢として浮上してきている。このよ

うなシステムのパフォーマンスは、物体の軌道パラメーター、複数のレーザーの分

布や気象条件に依存する51。十分な出力があれば、地上ベースのレーザーによって小

さなデブリの軌道を変えることもできるため、将来的には衝突回避の潜在的な選択

肢ともなりうる。52 

 

レーザー画像検出と測距（LIDAR） 

LIDAR（Laser Imaging, Detection and Ranging）はレーダーに似ており、物体の

方位角と仰角を算出するが、光学波長を使用する点が異なっている。これらのセン

サーは、使用される波長のためにレーダーシステムのように雲を通して見ることは

できず、SSA においては宇宙空間での使用が最も適している。この技術はレーダー

ほど成熟しておらず、宇宙ベースの SSA システム用としては開発途上のものである
53、54。 
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図表 1-22：オーストラリアの衛星レーザー測距施設 EOS Mount Stromio55 

1.3.1.4 無線周波数センサー 

無線周波数（radio frequency sensor：RF）センサーは、無線周波数を発して、

宇宙空間で活動している衛星の位置の特定、追跡や特性評価をすることができる。

また、無線周波数干渉（RF 干渉：Radio Frequency Interference）源の位置特定や

異常なマヌーバの検出にも役立つ。このようなシステムの有効性は、物体の追跡

量、つまり継続的な監視ができているかどうかに依存する。24時間 365日、常時完

全な静止軌道の RFデータを収集できるため、従来のセンサーによる検出や特性評価

を凌ぐ独自の洞察を提供する。衛星の性能をサポートし、RFシグネチャから検出で

きる脆弱性を特定し、RF 干渉を軽減するための民間システムが登場している56。 

 

 

図表 1-23：Kratos が提供する RF による SSA サービス57 

1.3.1.5 衛星所有者/運用者のデータ 

衛星所有者/運用者（Owner/Operator：O/O）のデータは、衛星の計画された将来

の位置、GPS 又はその他の手段から収集された位置データへの洞察を提供するもの

であり、SSA プロセスにおいて非常に重要なものである。これは、衛星の位置のよ

り正確な情報であり、SSA システムに取り込み可能な軌道暦（ephemeris）によって

表現される。  
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1.3.2 キュレーション 

キュレーションとは、データの整

理、記述、クリーニング、エンハン

ス、保存の方法など、データを「ケ

ア」するプロセスである58。SSA データ

の場合、生の観測結果を、有効性を確

認済の観測結果と呼ばれる軌道決定の

ための基礎的なプロダクトに変換するための準備を指す。この報告書で使用してい

るキュレーションとデータ管理という用語は混同されやすい。この報告書において

は、データ管理は外部の利害関係者とのインターフェースを表すものとして用い、

SSA システム全体でプロトコルを共有するのに対し、キュレーションは入ってくる

生の観測結果として用いている。 

まず、センサーは、形状、アルベド及びその他の属性が既知となっている軌道上

の較正用の基準物体（キャリブレーション物体）等の基準に対して、較正（キャリ

ブレーション）を行う。既知のデータやシステムのバイアスは、削減又は排除する

必要がある。光学画像の場合、画像から星のデータや背景ノイズが除去され、光学

センサーから発せられる明確に分解された画像が提供される。 

 

 
図表 1-24：Lincoln Calibration Sphereは、今日でもレーダーセンサーのキャリブレーションに

使用されている。直径 1.12m で、1965 年に打上げられた（Gunter の宇宙ページ： https : 

//space.skyrocket.de/doc_sdat/lcs-1.htm ） 

 

データの有効性確認は、生の観測結果を評価する SSA プロセスの重要なステップ

である。観測結果には、センサーを基準とした特定の時点での物体の位置が含まれ

ており、既知となっているセンサーの位置を踏まえて、地球中心の座標に変換され

る59。観測結果の出所が有効であること又はデータが転送中に破損していないことを

確認する必要もある。 

最後に、より豊富なデータセットと精度の高いデータセットを作成するために、

SSA の様々な情報を融合することが一般的になりつつある。たとえば、光学データ

とレーダーデータを組み合わせることで、距離とサイズを決定するのみならず、回
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転率など、物体の更なる特性を明らかにすることができる。さらに、外部の非位置

的情報を活用することにより、物体の挙動の背景となる理由や理論的根拠がより明

確になる場合もある。このように、データ融合はキュレーションプロセスの要素の

一つとなっている。 

 

 
図表 1-25：様々なタイプのインプットの組み合わせにより、SSA の理解が深まる。レーダーと光学

データの組み合わせによる描写 AGIによる画像60 

 

1.3.3 分析 

分析は SSA における中心的な機能である。分析

のためには、キュレートされた SSA データを処理

して、情報を明らかにする必要がある。そのた

め、分析結果はこのプロセスで適用されるバイア

スに大きく依存する。宇宙活動に利用するため

に、追加的に必要となる分析の例としては以下の

ようなものがある。 

 

観測の関連付け 

適切なキュレーションの後、既存の物体カタログに対して現在の物体に観測を関

連付ける必要がある。また、新規又は未知の物体が検出された場合、未知物体

（uncorrelated track：UCT）として処理、保存される。 

 

軌道決定とカタログ作成 

物体の軌道を決定することは、SSA プロセスの基本的なステップである。軌道を

決定することにより、物体の将来の位置を予測することができる。新たな観測結果

から軌道を算出するのに十分な情報が得られている場合、初期軌道決定（IOD：

Initial Orbit Determination）がなされる。一般的に軌道は、米国国防総省の 2行

軌道要素セット（TLE：Two-line element）61で表現されるケプラー要素と状態量ベ

クトルの 2つによって表現される。状態ベクトルは、x、y、zの直交座標系で表さ

れ、各座標に速度が含まれる。ほとんどの状態ベクトルは、参照システムとして地

球中心慣性座標系（ECI：Earth Centered Inertial）を使用している。状態ベクト
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ルには、TLEにはない貴重な（不確実性の指標である）共分散情報が含まれている

点が重要である。カタログは、ELSETs 又は状態ベクトルのセットで構成される。 

 
図表 1-26：TLEと状態ベクトルの比較 

 特徴 

TLE • TLEは、 space-track.orgを通じて米軍から配布されて

おり、 celestrak.orgなどにも再配布されている最も一

般的な形式である。 

• TLEには不確実性についての情報は含まれない 

• 軌道計算用アルゴリズムとして、SGP4 を使用する。これ

は最新の天体力学ソフトウェアほど正確ではないが、計

算時間は高速である 

状態ベクトル • 位置、速度及びその情報の不確実性が提供される 

• TLEよりも多くの演算能力を必要とする 

• ISO 規格のメッセージ形式は、全て状態ベクトルに基づ

いており、米軍以外では共通言語となっている 

 

 

 
図表 1-27：Example of TLE (G-Portal 地球観測衛星データ提供システム) 62 

 

打上げ検出と追跡 

打上げの検出は、独立（外部ソースのみから）及び共同（打上げ運用者が知らさ

れる情報から）の 2つの方法で行われる。独立した打上げ検出の場合、宇宙ベース

の赤外線システムと地上レーダーが、このアクティビティに必要なセンサーにな

る。独立した打上げ検出はミサイル発射検出に関連付けられているため、商業的活

動ではない。 
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共同した打上げ検出と追跡には、打上げ機からのテレメトリや打上げの詳細の公

開など、打上げ運用者からのデータの取り込みが含まれる。また、低帯域幅テレメ

トリーによるリアルタイムな追跡を可能にするロケットに設置された ADS-B

（Automatic Dependent Surveillance-Broadcast）のようなセンサーデータの有効

性についても議論されている63。これら打上げによるデータを使用すると、地上の

SSA センサーを使ってロケットの追跡が出来る64。このプロセスでは、ロケットの燃

焼速度が一定であるため、発射と初期軌道の弧に沿った持続的な追跡が必要にな

る。 

 

管理と同定 

似たようなサイズの物体が大量に宇宙空間に配置される中、同じ形状と機能の物

体をユニークなマーカー無しで、物体の打上げから再突入までを同定し、管理し続

けることは、科学というよりも芸術とでも言うべき難しいタスクである。物体を継

続的に観測し続けるには、センサーの地理的なカバー範囲が単純に不十分な場合も

ある。打上げ事業者からの打上げ前の情報や、衛星運用者からの予定軌道、打上げ

物体のサイズやその他の特性情報を入手することにより、各物体を特定するための

プロセスを支援することができる。このプロセスは完了するまでに数日又は数週間

かかる場合がある。 

 

接近評価と打上げ前スクリーニング 

各 ELSETs 又は状態ベクトルを数日先まで伝播して、他の軌道に対しての評価を行

い、2つの物体が進行方向と放射状の「進入禁止領域内」で一定の距離内で交差す

るかどうかを判断する。2つの物体が接近すると予測される、つまり同じ「立入禁

止区域」を占有する場合、これは接近と見なされる。状態ベクトルの不確実性を示

す指標である共分散などの追加情報は、2つの物体が特定の時間に特定の区域内に

ある確率を明らかにするのに役立つ。接近データメッセージ（CDM）は標準的なメッ

セージであり、接近評価分析を通じて配布される。それらは、2つの物体間の最接

近時（TCA：Time of Closest Approach）の状態推定値と共分散、相対衝突情報及び

軌道決定情報で構成されている65。 
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図表 1-28：Hejduk/Johnsonによる衝突確率評価（Pc：Probability of Collision）の不確実性の

イメージ。NASA 201666 

 

打上げ前のスクリーニングにおける分析は、接近評価と似ている。予測された投

入軌道について、打上げ後 24〜48 時間の間で、より大きな軌道物体に対してスクリ

ーニングを行い、接近が発生するかどうかを判断する。接近が予測された場合は、

別の打上げウィンドウが設定される。ロケットの軌道、パフォーマンス及びペイロ

ード分離の不確実性を踏まえると、デブリのような小さな物体に対しては効果的で

はない。 

 

マヌーバ評価  

新しい観測結果を既存の軌道と比較して分析することにより、物体がマヌーバさ

れたかどうかを示すことができる。この情報を手がかりとして、他のリソースを用

いて追跡したり、マヌーバの意図を評価することができる。ただし、この分析は、

使用されているモデル、軌道決定又はセンサー自体のエラーのために識別が難しい

ことに注意する必要がある。ここでのタスクは、それが真に物体のマヌーバによる

ものかどうか、それとも ELSETs が不正確であり更新が必要なのかどうかを理解する

ことである。GEOでは、観測は近接して位置する 2つの物体間で逆にタグ付けを行

ってしまった結果なこともありうる。 

 

衝突確率の解析 

衝突確率（Probability of collision：Pc）は、物体が他の物体と衝突するリス

クのレベルを評価するための指標である。この分析には、関係する 2つの物体の位

置、共分散及び外接球半径の推定値が必要になる67。Pc は、差し迫った接近に対し

てマヌーバが必要かどうかを評価するためによく使用されており、接近データメッ

セージ（CDM）を使って計算される。 
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破砕の評価 

物体の予想位置と観測値を比較することにより、物体がその予測飛行経路から外

れており、同様の軌道上に他の新しい未知の物体（UCT）があることが明らかになる

場合がある。測光や電波信号の証拠などの関連情報も踏まえて、物体の破砕があっ

たかどうかが明らかになる。 

 

可視性と食 

可視性解析は、地球の影に入り太陽によって照らされなくなった場合に、物体の

軌道に基づいてシンプルに計算される。このタイプの分析は SSA においては、光学

センサによる追跡に依存する物体の追跡可能性を判別するために行われる。 

 

過去履歴の分析 

観測結果、ELSETs やカタログの過去の履歴を分析することによって、長期にわた

るトレンドを確認して公表したり、モデルやレギュレーションを更新したり、コン

プライアンスを評価したりすることができる。未知の物体又は既知の物体と関連付

けがされていない物体の場合、過去履歴の記録は物体の出所を特定、同定し、所有

者を判別するのに役立つ。 

 

ライトカーブ分析 

軌道上の物体の明るさの推移を分析することにより、いくつかの情報を収集する

ことができる。明るさの変動から、物体の安定性、回転率及び面積質量比、見かけ

のサイズ、また場合によっては材料の組成などのその他の関連情報を特定すること

ができる。 

 

再突入分析 

地球の大気圏に再突入する物体の、正確な再突入位置と時間を予測することは、

初期軌道が円軌道である場合には容易ではない。楕円軌道の場合、再突入は近地点

で発生するため、再突入の予測は比較的容易である。いずれの場合も、地球に対し

ての飛行方向に誤差と不確実性が生じる。解析ツールによって、摂動モデルを使用

して、大気圏内への突入の時間と場所を特定できる。 

 

無線周波数（RF）評価 

RF評価には、放射検出、ペイロード性能及び干渉の位置が含まれる。RFデータ

は、マヌーバの検知と評価にも役立つ。 
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End-of-life評価 

ミッション終了時の廃棄に関するライセンス要件を遵守するために、軌道離脱ま

での時間、ミッション後廃棄の信頼性や衛星の健全性の分析を行う。 

 

ランデブー及び近接オペレーション（ RPO： Rendez-vous and proximity 

operations）の特定 

典型的な SSA分析は、軌道上の 2つの物体の距離を離す目的で行われる。ただ

し、ランデブー・近接オペレーション（RPO）のミッションでは、ドッキングや調査

といった目的のために、2つの物体を意図的に接近させる必要がある。2つの物体が

1キロメートル以内に接近すると、ほとんどの地上設置型センサーはそれらを区別

できないため、2つの物体を管理と追跡し続けることが SSA の重要な課題とある。  

 

1.3.4 プロダクト   

SSA プロダクトは、ハードウェア、ソ

フトウェア又は情報であり、共有したり

購入したり、インプットと分析のプロセ

スへフィードバックしたりできるもので

ある。観測とエフェメリスから始まる

SSA ネットワークから生成される、いく

つかの重要な情報プロダクトがある。ELSETs は、TLEと状態ベクトルのいずれの形

式であっても、共分散と合わせて提供される。カタログ全体もプロダクトと見なす

ことができる。接近データメッセージ（CDM）などのいくつかの標準的なデータメッ

セージは、外れ距離、衝突の可能性、最接近時及び最接近時の相対位置と速度に関

する情報を提供している68。物体の特性、イベントの傾向、無線周波数干渉などに関

するレポートは、顧客向けにカスタマイズしたりパッケージ化することができる。 

ソフトウェアプロダクトは、SSA の販売市場における重要な要素である。ソフト

ウェアとモデリングは社内で開発できるものの、分析は多くの場合、AGI 社の STK69

や a.i Solution’s Freeflyer70などの民間ソフトウェアを使用して行われる。 

最後に、ハードウェアはプロダクトとして見落とされるべきではない。センサー

及び部品のサプライヤーは、SSA 情報収集のために必要となる様々な技術を提供し

ている。以下に、プロダクトを種類別に示した。 
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1.3.5 サービス  

サービスは「有形商品を生産しない役に立

つ役務」と定義することができる71。SSA に関

してサービスを定義する場合、宇宙機運用者

のコミュニティにとって価値があると考えら

れるいくつかの形態がある。 

 

SSA 情報サービス 

民間事業者には、ビジネスをサポートし、ライセンス要件の遵守を支援する SSA

サービスが必要となる。例えば、衝突の警告、マヌーバ計画、RF 干渉の回避、衛星

のパフォーマンスと状態の把握が含まれる。SSA サービスは、民間事業者が直面す

るリスクの軽減に役立つ。ここで言うリスクは、宇宙機のライフサイクルによって

異なる。SSA データの政府ユーザーは、全てのリスクと活動を理解し、宇宙環境を

より良く理解するために科学と研究を実施するという、民間事業者と比べてより広

範なミッションを持っている。 

SSA 情報サービスには以下のようなものが含まれる。 

• 運用コンセプトの開発（コンステレーション計画など） 

• 打上げ前スクリーニング  

• カタログのメンテナンスと観測結果の処理  

• 接近評価と警告  

• 衝突リスク管理と回避計画立案 

• 無線周波数干渉の解決 

• ランデブー・近接オペレーションの計画と検証 

• 関心の高いイベント（HIE：High Interest Event）の通知：破砕、マヌーバ、

打上げ、他の運用者による影響 

• 重要なイベントの支援：打上げと早期軌道、マヌーバ、運用終了及びミッシ

ョン終了 

• 特性評価：サイズ、質量、状態、性能、能力 

• SSA 情報の視覚化 

• 再突入予測 

• 過去履歴データのアーカイブと傾向把握 

• カスタマイズされた SSA プロダクトの開発 

 

SSA システムとデータサービス 

SSA システムとデータの管理とアクセスを、サービスとして提供することができ

る。これには、システムの自動化の確立や、システムとデータを管理するための人

的資源の活用が含まれる。 

SSA システムとデータサービスには次のものが含まれる。 

● システムの統合とシステム間のインターフェースの作成 

● センサーのタスク処理とオペレーション 
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● データ保存：データの保存場所、保存及びネットワークの方法 

● SSA システムの管理とシミュレーション：SSA プロセスの繋がり全体の管理 

● アクセス制御：機密データ又は機密データを保護する許可プロトコルの作成 

 

SSAソフトウェアサービス 

SSA プロセスには複数のソフトウェア開発ニーズがある。社内でアルゴリズムを

開発するよりもサービスが好まれる場合がある。 

SSAソフトウェアサービスには次のものが含まれる。 

• アルゴリズム開発 

• プロダクト開発 

• モデリングとシミュレーション 

• API又はユーザーインターフェースの開発 

 

SSA専門家によるサービス 

天体力学の専門家は世界中で数が限られているため、SSA サービス（SSA as a 

service）における専門知識・技能について考慮しておく必要がある。外部の SSA専

門家を活用することは、組織内の専門知識の増強やトレーニングとなる。 

SSA専門家によるサービスには次のものが含まれる。 

• 軌道上安全性分析の専用サポート 

• 宇宙力学の研究 

• コンサルティング  

 

1.3.6 データ及びプロセス管理 

一般的な SSA システムの最後の 1つのプ

ロセスであるデータ及びプロセスの管理

は、センサーシステム、データ、アルゴリ

ズム、プロセス、アウトプットを全て一貫

した一つのシステムとして統合することで

あり、プロセス全体を通して行われる。こ

れは簡単な作業ではなく、アクセス及びデ

ータ保護のプロトコル、外部の利害関係者とのインターフェース、データ保存など

が含まれる。 

 

ネットワーク・アーキテクチャーの役割：中央管理型、分散型、非中央管理型 

現在、SSA データは世界中の多くの利害関係者によって収集、保存、処理されて

いる。このデータの集合体としての利益を最大化するためには、適切なアーキテク

チャーの設計がますます重要になってくる。中央管理（central repository）型

は、情報の交換（例えば US Space Commandで使用されるものなど）及び物体の単一

カタログの設計を簡素化することができる。一部の利害関係者はこの中央管理型ア
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ーキテクチャーを好むが、データ、プロセス及び最終的には意思決定権限の自律性

を放棄したくない利害関係者もいる。 

分散型アーキテクチャーは、各利害関係者のデータとプロセスを制御しながら、

共通の枠組み（欧州宇宙監視・追跡（EUSST：European Space Surveillance and 

Tracking）等）を共有できる他のネットワーク・アーキテクチャーが検討されつつ

ある。これは、SSA の運用の処理時間がかかり費用もかさむ方法となる可能性があ

り、利害関係者間の高度な交渉が必要となる。 

3番目の SSA アーキテクチャーの選択肢は非中央管理型である。データをブロッ

クチェーン技術で保存することによって、データの自律性と信頼性が達成される72。

このようなアーキテクチャーは、現時点ではまだ実行されている訳ではなく、まだ

コンセプトの段階にある。 

 

 
図表 1-29：SSA アーキテクチャーに適用される共有モデル（MITRE）73 ： 

 

クラウドコンピューティングの役割  

クラウド・コンピューティングは、SSA において強力な役割を果たすことができ

る。SSA がデータリポジトリといった一元化の方向に移行するに従い、クラウド上

でデータ、プロセス又はその両方をホストすることが有益になる場合がある。つま

り、地球観測などのデータが重く、量の多い市場に合わせて、分散データストレー

ジとコンピューティング処理能力を活用している。 

 

データ保護と許可の役割 

宇宙飛行の安全性に使用される SSA データの性質と、データが破損又は使用でき

なくなった場合の結果を考えると、SSA システムはデータ保護とセキュリティを考

慮して設計する必要がある。更に、専有データ又は機密データを収集する場合は、

アクセスのための明確な許可を与え、保護する必要がある。これは、そのようなデ

ータを使用する SSA プロセスを信頼するための基本的な要素である。 
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2. 主要なプレーヤー 

宇宙状況把握（SSA：Space Situational Awareness）は、宇宙機を運用する国々

にとって、幅広い目的を提供する。当初、SSA は軍事目的のために開発されたが、

今では正確かつ包括的な SSA データにより、軍事用、民間用及び商業用の宇宙シス

テムの運用における活動を正確に解釈し、特徴を把握することが可能となってい

る。また、異常の検知又は物体の挙動等を認識する能力を高めることにより、宇宙

における航行安全を改善し、宇宙物体同士の衝突リスクを低減することができる。

その後、宇宙におけるアセットの保護、保険金の請求、従来に比較してより安全な

航行管理等軌道を周回する宇宙物体に対してこれまでに無い SSA の使用事例が見ら

れている。 

経済的な観点では、軌道上で近接した位置にある宇宙機の活動を追跡すること

で、衛星運用者の安全航行の管理能力を支援し、衝突回避、軌道維持能力をも向上

させる。2000 年以来、軌道上の宇宙機の数が増え続けているため、混雑した宇宙環

境の正確な状況認識は、位置、航法及びタイミング（PNT：Position, Navigation, 

and Timing）システム、気象衛星、リモートセンシング、自国の検証技術手段

（NTM：National Technical Means of Verification）等世界経済に不可欠な宇宙ア

セットの保護に貢献している。 

運用の観点からは、正確で包括的な SSA データは、破砕、技術的な問題、衝突な

どの異常に関する科学的解明を可能にする。軍事、商業及び民生目的等あらゆる種

類の事業者が、その活動領域における予測可能で、正確かつリアルタイムな特性情

報を有することになれば、地球軌道上の安全性や持続可能性を損なうことなく、よ

り多くの活動に対応できる。  
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2.1 日本の SSA 能力 

2.1.1 概要 

日本の政府機関としては、JAXA が SSA 能力を持っており、また防衛省も 2022年

度以降に SSA 能力獲得を目指して人員及び運用システムやデータ収集手段を含めた

SSA システムの構築を進めている。しかし、現状民間事業者が利用可能な SSA プロ

ダクトやサービスは、JAXA が保有する能力のうち一部のみに留まる。 

日本国内の SSA 能力を持つ民間事業者としては、JAXA による SSA を支える事業者

が挙げられる。具体的には、JAXA の軌道決定システムを担当する富士通株式会社

（富士通）、JAXA 保有のスペースガードセンターの運用を請け負う一般財団法人日

本宇宙フォーラム（日本宇宙フォーラム）と、その下請けである特定非営利活動法

人日本スペースガード協会（日本スペースガード協会）である。また、日本電気株

式会社（NEC）は SSA の試験的な運用、IHIもデブリ観測設備を保有している。 

 

2.1.2 日本の SSA に関する宇宙政策 

宇宙基本計画は、「宇宙基本法（平成 20 年法律第 43号）第 24条に基づいて、我

が国の宇宙開発利用に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策定され

るものであり、我が国の宇宙開発利用の最も基礎となる計画として位置づけられ

る」文書である。2016年の改訂版が 2020 年 2月時点で最新のものとなるが、この

中で宇宙空間の安定的利用の確保、宇宙協力を通じた日米同盟等の強化の観点か

ら、具体的な取り組みとして SSA が上げられている。 

宇宙基本計画工程表は、宇宙基本計画を踏まえて政策項目ごとの取り組み計画や

その進捗を示した文書であり、2015年 1月の初版策定以降、毎年度改訂されてい

る。SSA は初版から項目として挙げられており、「我が国の宇宙状況把握（SSA）体

制の確立と能力の向上を図るとともに、米国との連携強化の在り方について協議を

進め、宇宙空間安定的利用の確保及び日米同盟の強化に寄与する」ことを成果目標

としている。2019年 12月の改訂版には、2020 年度以降の取り組みとして、防衛省

による各種取り組み内容のほか、SSA多国間机上演習への参加、SSA プラットフォー

ム形成に向けたフィージビリティ・スタディなどが上げられている。 



 

45 

 

 

 

図表 2-1：宇宙基本計画工程表（令和元年度改訂）における SSA の項目 

出典：「宇宙基本計画工程表（令和元年度改訂）」宇宙開発戦略本部決定、令和元年 12 月 13日 
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2.1.3 JAXA の能力 

JAXA による SSA は、JAXA の運用する衛星の衝突回避マヌーバの意思決定を目的と

したものである。JAXA の運用する衛星のうちマヌーバ能力を持つ衛星について、

CSpOCから CDMを受け取り、スペースガードセンターからの観測結果や CSpOCの公

開データ等を踏まえて衝突確率の評価を行い、衝突回避マヌーバの実施要否を判断

している。現状民間事業者が利用可能な SSA プロダクトやサービスは、JAXA が保有

する能力のうち一部のみに留まる。 

 

図表 2-2：JAXA の現在の SSA活動概要 

出典：第 2回スペースデブリに関する関係府省等タスクフォース（2019 年 5 月 31 日）の JAXA発表

資料、https://www8.cao.go.jp/space/taskforce/debris/dai2/siryou3-1.pdf、最終アクセス日

2020 年 2 月 23日 
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2.1.3.1. インプット/キュレーション 

上齋原スペースガードセンター 

上齋原スペースガードセンター（KSGC：Kamisaibara Space Guard Center）は、

岡山県鏡野町上齋原に設置されている JAXA所有のレーダー観測設備である。高度

650kmにおいて 10cm級の物体を観測する能力を持ち、同時に最大 30個観測できる

新規レーダーを 2021年度に整備予定である。観測対象は LEOである。 

観測計画は JAXA筑波宇宙センターの解析システムから出されており、無人運用で

観測が行われる。 

 

 
図表 2-3：JAXA の SSA システムの主要諸元 

出典：JAXA パンフレット「宇宙状況認識（SSA）システム」

http://www.jaxa.jp/projects/pr/brochure/pdf/05/engineering06.pdf, 最終アクセス日 2020 年 2

月 22日 

美星スペースガードセンター 

美星スペースガードセンター（BSGC：Bisei Space Guard Center）は、岡山県井

原市に設置されている JAXA所有の光学観測設備である。1m望遠鏡と 50cm望遠鏡を

有し、それぞれの検出限界等級は約 18等級と約 16.5 等級である。観測対象は主に

GEOである。1m望遠鏡は、老朽化に対応して 2020 年度中に主鏡交換、駆動系更新等

が行われる予定である。 

KSGCと同様に観測計画は JAXA筑波宇宙センターの解析システムから出されてい

る。運用は、JAXA から委託を受けた日本宇宙フォーラムが行っている。 

 

衛星の位置情報 

一般的に、運用中の各衛星のオペレーターは、衛星から送られてくるデータ（テ

レメトリーデータ）から衛星の位置情報を把握することができる。この位置情報
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は、地上から当該物体を観測して得られる情報よりも精度が高い。JAXA衛星が CDM

を受け取った場合の接近解析においても、テレメトリーデータから得られる位置情

報を活用している。 

また、JAXA は、JAXA が運用するマヌーバ能力を持つ衛星が軌道を変更（軌道遷

移）する場合には事前に新しい位置情報を軌道暦として CSpOCに提供している。そ

れによって CSpOCから受け取る CDMの精度を上げることができる。 

 

2.1.3.2 データ管理/キュレーション及び分析 

インプットとして得られた情報は、JAXA筑波宇宙センター内の追跡ネットワーク

技術センターが持つデータ解析システムで処理、分析されてる。管理対象物体は最

大 10万個である。観測優先度を上げる条件、下げる条件等のルールを事前に決める

ことにより、観測計画立案の自動処理化を進めている。 

 

2.1.3.3 プロダクト/サービス 

JAXA では外部向けに SSA製品やサービスの提供は行っていない。ここでは、JAXA

内での利用のためのプロダクト及びサービスについて記述する。 

JAXA では、CSpOCが Space-Track.org等を通して公表しているカタログに、KSGC

や BSGCからの観測結果、各衛星の位置情報等を加えたカタログを保有している。こ

れを内部向けの SSA プロダクトと捉えることができる。 

JAXA では、JAXA の全衛星について、CSpOCから CDMを受け取っている。そして、

CDMを受け取った衛星及び接近可能性のある物体について、実機の質量等の正確な

数値を用いて衝突確率の評価を行い、衝突回避マヌーバの実施要否を判断してい

る。これは内部向けの SSA サービスと考えることができる。JAXA では、衝突回避マ

ヌーバ後の軌道が、他のスペースデブリと接近しないかどうかの評価については、

Classifiedな物体の軌道情報も含めたカタログを保有している CSpOCに対し、再度

軌道情報を提示して実施してもらっている。 

 

2.1.4 防衛省の能力 

防衛省による SSA は、スペースデブリ等から我が国にとって重要な人工衛星を守

ることを目的としており、レーダーと運用システムからなる SSA のシステムを構築

中である。2019年 12月改訂の宇宙基本計画工程表によると、2020 年度に宇宙領域

専門部隊を新編する予定である。「Xバンド防衛通信衛星等の周辺を飛しょうする

デブリや不明物体の特性を把握するための」宇宙設置型光学望遠鏡は 2026年度頃の

打上げを目標としており、他にも SSA レーザー測距装置の保有も検討している。

JAXA 及び米国と情報共有も行う予定である。 
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図表 2-4：防衛省 SSA 体制構築に向けた取組 

出典：第 2回スペースデブリに関する関係府省等タスクフォース（2019 年 5 月 31 日）の JAXA発

表資料、https://www8.cao.go.jp/space/taskforce/debris/dai2/siryou3-1.pdf、最終アクセス日

2020 年 2 月 23日 

 

2.1.4.1 インプット/キュレーション 

ディープスペースレーダー 

ディープスペースレーダー（DS レーダー）は、山口県山陽小野田市に防衛省が設

置予定のレーダー観測設備である。複数目標を同時追尾でき、探知距離は約

40,000kmと GEOの観測が可能な能力を持ち、「複数のアンテナを用いて、高精度・

遠距離探知を実現」する。 

防衛省は「防衛省の任務遂行重要用な衛星（Xバンド通信衛星、気象衛星等）」

と「上記以外の我が国の民生用衛星」を防護対象としており、民間事業者の衛星も

含まれうる。DS レーダーの観測対象は、防護対象及び防護対象に影響を与えうる宇

宙物体が観測対象となる。 

DS レーダーの観測結果は、防衛省内で利用する他に、CSpOCにも提供される予定

である。 

 



 

50 

 

その他 

平成 31年度から平成 35年度までを対象とする中期防衛力整備計画において、

「宇宙設置型光学望遠鏡及び SSA レーザー測距装置を新たに導入する」とされてい

る。宇宙設置型光学望遠鏡については「2026年頃の打上げを⽬標に、2020 年度から

整備を開始」する。 

 

2.1.4.2 データ管理/キュレーション及び分析 

インプットとして得られた情報は、東京都府中市の航空自衛隊府中基地に整備す

る運用システムに集約し、処理、共有を行う。運用システムが持つ機能の例は以下

の通りである。 

 

図表 2-5：防衛省 SSA 運用システムの機能の一例 

出典：防衛省のＳＳＡに係る取組について」、第 2回宇宙安全保障部会（2018 年 5 月 14日）の防

衛省説明資料、https://www8.cao.go.jp/space/comittee/27-anpo/anpo-dai27/siryou2-2.pdf、最終

アクセス日 2020 年 2 月 18日 

 

2.1.4.3 プロダクト/サービス 

防衛省では接近警告等を除いた外部向けの SSA プロダクトやサービスの提供は現

状では想定していない。ここでは、防衛省内での利用のためのプロダクト及びサー

ビスについて記述する。 
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防衛省では、CSpOCとの情報共有により、各種インプットからの情報を加えたカ

タログを保有する。これを内部向けの SSA プロダクトと捉えることができる。そし

て、接近解析、再突入分析等の結果は、防衛省内だけではなく衛星運用者に対して

も公表されることから、官民全般を対象とした SSA サービスと考えることができ

る。 

 

2.1.5 民間企業の能力 

2.1.5.1 富士通 

富士通は、JAXA のデブリ観測に関わるデータ処理と軌道解析において、長年シス

テム開発と運用を行ってきた。具体的には、スペースデブリ観測のための観測計画

立案、デブリの軌道決定、衛星へのデブリの接近予測解析、デブリの再突入予測解

析等を行うシステムの開発や、このシステムを運用する人材を保有している。つま

り、SSA のサービスのうち、SSAソフトウェアサービスや SSA専門家によるサービス

を提供していると言える。これらの SSA 能力の民間事業者への提供は現状では行っ

ていない。 

 

2.1.5.2 日本宇宙フォーラム、日本スペースガード協会 

日本宇宙フォーラムは、JAXA の保有する美星スペースガードセンターの運用を受

託している。また、内閣府宇宙開発戦略推進事務局が 2016年 3月以降毎年年度末に

東京で開催している宇宙空間の安定的利用の確保に関する国際シンポジウムの事務

局を努めている。SSA サービスのうち、SSA専門家によるサービスを提供していると

考えられるが、民間事業者への SSA 能力の提供は現状では行っていない。 

日本スペースガード協会は、日本宇宙フォーラムから委託を受けて美星スペース

ガードセンターの運用を行っている。日本宇宙フォーラム同様、SSA サービスのう

ち SSA専門家によるサービスを提供していると考えることができるが、民間事業者

への SSA 能力の提供は現状では行っていない。 

 

2.1.5.3 NEC 

従来 NECは衛星の開発・製造までを手掛けていたが、近年業務範囲を衛星運用に

も広げている。2018年 4月に東京に NEC衛星オペレーションセンターを新設してお

り、この中で NEC ComSpOCと呼ぶ SSA システムのプロトタイプを開発している。イ

ンプットとしては AGI 社の商用プロダクトを活用している。分析としては、軌道決

定や故障解析、CDMの発出や衝突回避制御のための評価支援を、自社保有の衛星に

ついて行っている。社内向けの SSA サービスの提供と捉えることもできるが、民間

事業者への SSA 能力の提供は現状では行っていない。 
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図表 2-6：NEC ComSpOCのプロトタイプシステムのシステム構成 

出典：Daiki Mori, Masatoshi Ebara, Takahiro Okada, Hideki Kimura、"Commercial SSA 

capability in Japan"、Advanced Maui Optical and Space Surveillance Technologies Conference 

(AMOS) 2019 

 

 

  



 

53 

 

2.2 米国の SSA 能力 

• 米国政府は現在、最大の全国センサーネットワークである SSN を運用してい

る。このネットワークは、カタログ内の全ての物体の運用者に衝突警告を提

供するために第 18宇宙管制飛行隊（18SPCS：18th Space Control Squadron）

によって利用されている。 

• 商業 SSA サービスの米国の提供者のいくつかは、グローバル SSA 市場で台頭

してきており、多くがグローバル SSA データ共有コンソーシアムに貢献又は

管理している。 

 

2.2.1 米国宇宙政策  

2010 年の米国の国家宇宙政策には、SSA 能力への継続的な投資を優先する 2つの

声明が含まれている。第 1 に、米国は、商業、民生及び国家安全保障といった様々

なソースからの SSA 情報を開発し、保守し、及び使用を約束し、「宇宙環境の長期

的な持続可能性と責任ある使用に合致しないような宇宙空間における行動を検知

し、特定し、及び属性付け（アトリビューションを行う）」1ため、 更なる SSA 能

力の精度と適時性の向上を「国家安全保障、民生宇宙機関及び商業及び外国宇宙事

業の支援」の国家的優先事項として設定し、米国が SSA サービスのグローバルリー

ダーとして果たす役割を強調している。  

2018年 6月、SPD-32は、米国の国家 STM計画を設けた。この大統領令には、米国

航空宇宙局（NASA：National Aeronautics and Space Administration）が米国を更

新するための指示など、SSA に関連するいくつかの重要な要素と宇宙領域の管理と

管理の強化に向けたステップが含まれていた。軌道デブリ軽減標準プラクティスを

実施し、デブリの作成を回避するために、衛星の設計と運用の両方について新しい

ガイドラインを確立した。また、SPD-3 は、連邦通信委員会（FCC：Federal 

Communications Commission）が新しい（ODMSP：Orbital Debris Mitigation 

Standard Practices）を商業ライセンスのプロセスに組み込むように指示し、米国

企業が衛星を宇宙に打上げるための要件を引き上げることになる。 

これらのイニシアチブを通じて、SPD-3 は、商業活動の成長領域としての宇宙の

米国の考え方を更に強調した。この見通しに基づけば、この大統領令の最大の特徴

は、米国の公的 SSA 能力に対する権限と責任を米国国防総省から米国商務省の宇宙

商務局に移行することを開始することにあった3。 

米国家安全保障宇宙戦略（NSSS：National Security Space Strategy）は、宇宙

態勢見直し（Space Posture Review）後 10 年ごとに作成される米国の宇宙政策文書

であり、現在及び将来の戦略的宇宙環境について宇宙及び安全保障政策の優先順位

を評価している。NSSS は、米国大統領の国家安全保障及び国家宇宙政策並びに米国

国防総省の 4年ごとの国防計画見直し（QDR:Quadrennial Defense Review）及びの

インテリジェンス・コミュニティの国家情報会議（NIC: National Intelligence 

Council）と協議して形成される4。2018年に、NSSS の改訂版が公表され、2011年バ

ージョンが更新された。これらの政策においては、SSA に関連する次の戦略目標が

強調された。 

• 米国は、抗たん性、防衛及び損害を受けた能力を再構成する能力を強

化するために、宇宙のアーキテクチャーの変革を加速する。 
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• 米国は、基本的な宇宙能力を改善し、状況認識、インテリジェンス、

取得プロセスの改善を通じて効果的な宇宙運用を確保する。 

• 米国は、規制の枠組み、政策及びプロセスを合理化して、米国の民間

企業を一層活用し、またサポートする。有人探査を可能にし、負担分

担を促進し、脅威に共同して対応することを促進するために、二国間

及び多国間での関与を追求する。 

 

もう一つの定期的に更新される有名な宇宙政策文書は、宇宙作戦に関する共同刊

行物 3-14（JP 3-14：Joint Publication 3-14 on Space Operations）であり、米

軍の参謀本部長の指揮の下に作成された報告書である。JP 3-14 は、戦闘教義を定

め、共同軍事作戦の活動と実績を管理し、政府及び非政府機関、多国籍軍及び他の

組織間のパートナーとの軍事的相互作用及び協力を考慮している。2018年の JP 3-

145では、SSA を「宇宙での運用が依存している、宇宙物体と運用環境における必須

の基礎的、最新及び予測的な情報と特性評価情報」と定義している。 更に、宇宙監

視と環境監視、米国の状況、 

協力的な衛星システム、米国及び多国籍宇宙の準備状況の理解並びに宇宙領域の

全体的な分析も含む。2018年の JP 3-14 では、理想的には、将来の SSA アーキテク

チャーには、宇宙における能力及び米国に潜在的な脅威をもたらすような意図の双

方の理解が組み込まれることにも注目している。 

 

2.2.2 米国政府の能力  

2.2.2.1 インプット 

米国は、SSA の世界で最も強固なインフラの拠点である。多くの国と同様に、米

国は初期のミサイル警戒システムに由来する軍事的な能力として SSA センサーのネ

ットワークを構築してきた。今日、SSNを構成するセンサーは、米国国防総省（米

国 DoD：Department of Defense）の宇宙統合軍（USSPACECOM）の管理下にある。今

般新規に創設された米国宇宙軍（USSF：U.S. Space Force）は、かつての空軍宇宙

軍団（AFSPC：Air Force Space Command)がその前身に当たるが、DoDの SSA 能力の

運用に関与する主要な司令部である。コロラド州のピーターソン空軍基地に本部を

置き、宇宙領域においても米国及び同盟国の利益を保護するため、統合部隊に対し

て宇宙能力を付与すべく、宇宙軍を「編成、訓練、装備」することをそのミッショ

ンとする。この広範な権限の範囲内で、USSFは、軍事、民生及び商業の宇宙領域認

識（space domain awareness。注：SSA についての国防総省の軍事用語）、宇宙軍

や衛星運用の指揮統制、核兵器の指揮・統制・通信（３C)、核爆発の検知、ミサイ

ル防衛を宇宙からサポートするためのミサイル警戒システム等いくつかのミッショ

ンごとの軍隊を編成し、訓練し及び装備するための特定の責任を負っている6。USSF

は、シュリーバー、バックリー、パトリック、ロサンゼルス及びヴァンデンバーグ

等の空軍基地等も管理している。また、ノースダコタ、アラスカ、ハワイ、海外の

小規模な施設やユニットも管理している。特に重要なのは、旧第 14 空軍が USSFの

宇宙作戦司令部（SPOC：Space Operations Command）に改名されたヴァンデンバー

グ空軍基地である。 
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SSNは、３つのセンサー（専門センサー、付随センサー及び貢献センサー）から

構成され、「凝視する」フェーズド・アレイ・レーダーから、空の特定の部分、特

に分解、再突入又は特定の宇宙機等を監視可能な光学望遠鏡にまで至る。SSNに統

合されるデーターに貢献するセンサーとしては、他国が所有又は運用するデータ

や、例えばマサチューセッツ工科大学（MIT）リンカーンスペース監視複合施設に設

置されている学術機関が保有するデータがある。複合施設の 3つのレーダー

（Millstone Hill Radar、Haystack Ultra-wide Band Satellite Imaging Radar、

Haystack Auxiliary Radar）からのデータは、データ管理とセンサー改善のための

次世代研究の開発において MIT 研究者を支援している。 

SSNにデータを供給する多くの追跡望遠鏡は宇宙ベースである。米国 SSNにデー

タを供給する追跡望遠鏡は宇宙空間に配備されるものが多く、米国の宇宙設置型宇

宙監視（SBSS：Space-Based Space Surveillance）衛星、静止空間状況認識プログ

ラム（GSSAP：Geosynchronous Space Situational Awareness Program）衛星、先端

技術リスク低減（ATRR：Advanced Technology Risk Reduction）衛星及びカナダの

Sapphire衛星がセンサーとして貢献している。これらの宇宙ベースの衛星は、地上

ベースの望遠鏡を使用して GEOの物体を詳細にイメージングすることが難しいた

め、主に組み込まれている7。宇宙ベースの場合、時刻と天気がセンサーがいつ観測

できるかに影響する制限とならないことであり、利用可能性に一貫性があること

が、地上ベースの電気光学望遠鏡に対する利点である8。 

現在、SSN 向けに 2つの主要なセンサーシステムが開発中である。1つ目は、「ス

ペースフェンス（Space Fence）」と呼ばれる米国所有の次世代 Sバンドレーダー

（2〜4GHz）であり、マーシャル諸島のクェゼリン環礁で建設中。スペースフェンス

は、2019年の一連のテストの後に運用開始が近づいており、2013年に廃止された従

来の空軍宇宙監視システム（AFSSS：Air Force Space Surveillance System）を置

き換える。スペースフェンスは、2019年の一連のテストの後に運用開始が近づいて

おり、2013年に廃止された従来の空軍宇宙監視システム（AFSSS：Air Force Space 

Surveillance System）を置き換える。米国国防総省現在追跡できる LEOにおける

10cmを超える物体数は 16,000個であるが、スペースフェンスは、主に LEOにおい

て合計 200,000個を超える物体の検出及び追跡する能力が期待されている。このキ

ャパシティには、直径約 2 センチメートルまでの物体が含まれ、現在の SSNの直径

約 10センチメートルレベルに比べて感度が大幅に向上することが期待されている。 

開発中のもう一つのシステムは宇宙監視望遠鏡（SST：Space Surveillance 

Telescope）である。これは、ニューメキシコ州のホワイトサンズに配置された電気

光学望遠鏡で、西オーストラリアの海軍通信局ハロルド E.ホルトに移転されている
9。もともと米国国防高等研究計画局（DARPA：Defense Advanced Research Project 

Agency）の支援を受けて開発された SSTは、11.5 フィートの開口部を備えた 3つの

反射鏡の光学設計を備えている。湾曲した光学焦点面を備えたミラー設計により、

この望遠鏡は従来の望遠鏡よりもはるかに広い視野（FOV：field of view）を操作

可能であり、深宇宙でのかすかな物体を検出できるほど高感度でありながら、高速
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かつ広範囲の検索を実行できる10。

 
図表 2-7：米国 US SSN 

緑のハイライト= SSA の専用サポート 

赤いハイライト= SSA の付随的サポート 

黄色のハイライト= SSA の貢献的サポート 

（SSTは 2021年まで SSN へデータを供給する予定） 
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図表 2-8：米国 US SSN センサー（出典：米国政府説明責任局11） 

US SSNセンサー 場所 センサーの種類 能力 その他の属性 

マウイ  ハワイ州マウ

イ 

電気光学望遠鏡、地上ベ

ースの電気光学深宇宙シ

ステム（GEODSS：

Ground- based Electro- 

Optical Deep Space 

System）12の一部 

深宇宙メトリック追跡用

のプライマリセンサー。

光学空間物体識別（SOI）

データも提供 

 

ソコロ ニューメキシ

コ州ソコロ 

電気光学望遠鏡、地上ベ

ースの電気光学深宇宙シ

ステム（GEODSS）の一部 

深宇宙メトリック追跡用

のプライマリセンサー。

光学空間物体識別（SOI）

データも提供 

 

ディエゴ・ガルシ

ア 

英国領インド

洋地域 

電気光学望遠鏡、地上ベ

ースの電気光学深宇宙シ

ステム（GEODSS）の一部 

深宇宙メトリック追跡用

のプライマリセンサー。

光学空間物体識別（SOI）

データも提供 

 

グローブス II ヴァルド、ノ

ルウェー 

機械レーダー 近地球メトリック追跡と

深宇宙の広帯域画像を提

供 

 

エグリン エグリン空軍

基地、フロリ

ダ州 

フェーズドアレイレーダ

ー 

近距離メトリック追跡用

のプライマリセンサー。

また、レーダー断面積

（RCS）測定及び制限され

た深宇宙メトリック追跡

を提供 

 

アセンション アセンション

島、南大西洋  

機械式レーダー 地球に近いメトリック追

跡と RCS 測定を提供 

 

宇宙ベースの監視

衛星（SBSS） 

宇宙 光センシング衛星 メトリック観察とフォト

メトリックの SOIデータ

の両方を提供 

 

静止同期 SSA プロ

グラム（GSSAP：

Geosynchronous 

SSA Program） 

宇宙 機密 プログラムの正確な仕様

と詳細は機密13 

 

スペースフェンス

（新） 

マーシャル諸

島、クェゼリ

ン環礁 

機械式レーダー（S-バン

ド） 

軌道上にある物体の手が

かりのない検出、追跡、

正確な測定を実行するよ

うに設計された地上レー

ダー 

未稼働 2020 年に

稼働状態になる

と予想されてい

る  

宇宙監視望遠鏡

（SST：Space 

Surveillance 

Telescope）14 

西オーストラ

リア州ノース

ウェストケー

プの海軍通信

電気光学望遠鏡 深宇宙メトリック追跡用

のプライマリセンサー。

光学空間物体識別（SOI）

データも提供 

未稼働ニューメ

キシコからの移

転、2021年に運

用される予定 
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US SSNセンサー 場所 センサーの種類 能力 その他の属性 

局ハロルド・

E・ホルト 

クリア クリア・アラ

スカ州空軍基

地 

アレイレーダー、弾道ミ

サイル早期警戒システム

（BMEWS）の一部 

主にミサイル警告用。地

球に近いメトリック追跡

と RCS 測定を提供 

 

チューレ グリーンラン

ド チューレ

空軍基地 

アレイレーダー、弾道ミ

サイル早期警戒システム

（BMEWS）の一部 

主にミサイル警告用。地

球に近いメトリック追跡

と RCS 測定を提供 

 

王室空軍基地（フ

ィリングデール

ズ） 

フライングデ

ールズ、英国 

アレイレーダー、弾道ミ

サイル早期警戒システム

（BMEWS）の一部 

主にミサイル警告用。地

球に近いメトリック追跡

と RCS 測定を提供 

 

キャバリア ノースダコタ

州キャバリア

空軍基地  

フェーズドアレイレーダ

ー 

主に、海上発射型及び大

陸間弾道ミサイルの戦術

的観点からの警告及び攻

撃のための評価用。地球

に近いメトリック追跡と

RCS 測定を提供 

 

コブラデーン15 アラスカ空軍

基地  

フェーズドアレイレーダ

ー  

主にミサイル防衛用。地

球に近いメトリックトラ

ッキングと RCS 測定を提

供 

 

ケープコッド マサチューセ

ッツ州ケープ

コッド空軍基

地 

フェーズドアレイレーダ

ー、PAVEフェーズドア

レイ警告システム（PAVE 

PAWS）の一部 

ミサイル警戒及び宇宙監

視データを提供。近地球

メトリック追跡と RCS 測

定を提供 

 

ビール カリフォルニ

ア州ビール空

軍基地  

フェーズドアレイレーダ

ー、PAVEフェーズドア

レイ警告システム（PAVE 

PAWS）の一部 

ミサイル警戒及び宇宙監

視データを提供。近地球

メトリック追跡と RCS 測

定を提供 

 

ヘイスタック補助

レーダー 

 マサチュー

セッツ州ウェ

ストフォード 

リンカーン宇宙監視シス

テム（LSSC：Lincoln 

Space Surveillance 

System）の一部である機

械レーダー（Kuバン

ド） 

近地球及び深宇宙の広帯

域画像と RCS 測定を生成  

 

ミルストーンヒル

天文台 

 マサチュー

セッツ州ウェ

ストフォード 

操縦可能な UHFアンテナ

と操縦可能な Lバンドア

ンテナ 

近地球及び深宇宙の広帯

域画像と RCS 測定を生成  

 

マウイ宇宙監視シ

ステム（MSSS：

Maui Space 

Surveillance 

ハワイ州マウ

イ 

電気光学望遠鏡（5） 深宇宙のメトリックトラ

ッキングとフォトメトリ

ック SOI、及び近地球光学

画像を生成 
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US SSNセンサー 場所 センサーの種類 能力 その他の属性 

System）;高度な電

気光学システム

（AEOS：Advanced 

Electro Optical 

System）;光学スー

パーコンピューテ

ィングサイト

（AMOS：Optical 

Supercomputing 

Site）;RAVEN 

ARPA リンカーン C

バンド観測可能レ

ーダー（ALCOR） 

マーシャル諸

島、クェゼリ

ン環礁 

機械式レーダー;ロナル

ドレーガン弾道ミサイル

防衛テストサイト

（RTS）の一部 

近地球広帯域画像と RCS

測定を生成 

 

ARPA 長期追跡及び

計装レーダー

（ALTAIR） 

マーシャル諸

島、クェゼリ

ン環礁 

機械式レーダー;ロナル

ドレーガン弾道ミサイル

防衛テストサイト

（RTS）の一部 

地球及び深宇宙のメトリ

ック追跡と RCS 測定を生

成 

 

ミリ波（MMW） マーシャル諸

島、クェゼリ

ン環礁 

機械式レーダー、ロナル

ドレーガン弾道ミサイル

防衛テストサイト

（RTS）の一部 

近地球広帯域画像と RCS

測定を生成 

 

ターゲット解像度

及び識別実験

（TRADEX） 

マーシャル諸

島、クェゼリ

ン環礁 

機械式レーダー、ロナル

ドレーガン弾道ミサイル

防衛テストサイト

（RTS）の一部 

近地球及び深宇宙のメト

リック追跡と RCS 測定を

生成 

 

Sapphire（カナ

ダ） 

宇宙 宇宙ベースの光学望遠鏡 6,000〜40,000kmの軌道を

監視 

 

 

2.2.2.2 データ管理/キュレーション及び分析16 

 SSNセンサーからのデータは、ヴァンデンベルク空軍基地に

ある 18SPCS の連合宇宙運用センター（CSpOC：Combined Space 

Operations Center）に送られる。18SPCS の全体的なミッション

は、「宇宙での行動のグローバルな自由を確保するための基本

的な宇宙状況認識を提供すること」である17。18SPCS は、現在

米国空軍ライフサイクル管理センターと Raytheon社によって近

代化が進められているレガシーの宇宙防衛作戦センター

（SPADOC：Space Defense Operations Center）も運営してい

る。最も重い計算を実行する Astrodynamic Support 

Workstation（ASW）と組み合わせて、SPADOCは SSNセンサーから直接観測データを

受信している。米国国防総省、米国関係省庁間、民間衛星運用者及び外国政府から

CSpOC Logo 
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共有されているデータプロダクトに加えて、SSN 専用、付随、及び貢献的センサー

からのデータを SPADOCに取り込むことで、18SPCS は物体の包括的な SpaceTrack公

開カタログを構築し、継続的に維持している。SPADOCシステムは、CSPOCミッショ

ンに不可欠な一般的な空間追跡機能を提供するが、計画された耐用年数の終わりに

達し、その技術は古くなっている。進行中の改善の中には、コンピューター・ハー

ドウェアの改善と、SPADOC Emulation Analysis Risk Reduction（SPEARR）と呼ば

れる新しいエミュレートされたデータ環境の開発があり、Raytheon社のプレスリリ

ース18によれば、消費電力を削減し、メンテナンスの必要性が少なくなる。 

CAVEnet（Command, Analysis, and Verification of Ephemerides Network）のコ

マンド、分析及び検証は、ASWソフトウェアを実行するための低コストで商業的に

開発されたワークステーションで構成されるミッション・サポート・システムであ

る19。1990 年代初頭、SPADOCはますます時代遅れになり、その設計は新しいモデル

を組み込めるほど柔軟ではなかったため、Silicon Graphics Incorporatedがワー

クステーションとサーバーを開発するために選択され、要素セットの履歴と観察の

詳細な分析のための分析ツールのスイートを提供した20。 

現在、CAVEnet の ASWソフトウェアスイートは、SP状態ベクトルと共分散情報の

みに基づいて個別のカタログを保持し、既存の SPADOC機能を強化する詳細な分析に

利用されるオフラインシステムとして機能している 21。 

 

2.2.2.3 プロダクトとサービス  

現在公開されているカタログのデータ・リポジトリからの中核となるサービス

は、接近データメッセージ（CDM：Conjunction Data Messages）の発出である。CDM

は、衛星と他の物体とが注意を要するほど接近している場合に電子メールを介して

衛星運用者に通信される警告メッセージであり、通常、1万分の 1の確率内に収ま

る。CDMは、3日前から 6日前までに関係者に無料で発行されるが、運営者が衝突を

回避するためのアクションにおける推奨事項は含まれていない。 

 
図表 2-9：CDMの例 https://swfound.org/media/206180/bw_us_perspectives_ssa.pdf 

 

また、18SPCS は、 センサー最適化分析、有人宇宙飛行支援、再突入及び破裂評価、ス

テーションキーピング、打ち上げ分析など、米国及び関連宇宙システムの保護に役

立つ他の SSA プロダクトを生成するために内部分析を実施する22。 
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SpaceTrackカタログは、引き続き宇宙物体の最も包括的な公開カタログである

が、一部の商業 SSA 提供者は、より信頼性の高いデータを備えたカタログを保守

し、顧客に提供している。2018年、米国は、米国宇宙司令部の構造の中で、オース

トラリア、カナダ、ドイツ、フランス、ニュージーランド、英国等の米国の同盟国

をより恒久的で深いレベルに組み込み、脅威と知識の共有を強化した。この決定に

より、米国宇宙軍の連合軍宇宙部隊司令部の宇宙軍の指揮統制機能が「統合」から

「連合」宇宙運用センターに移行した。米国との二国間 SSA データ共有協定を締結

している他のいくつかの同盟国は、バンデンバーグの合同宇宙部隊司令部（JFSCC：

Joint Force Space Component Command）（現在の USSF）の機密 SSA データとリエ

ゾン・オフィサーについて、二国間の協定の対象としている。 

2.2.2.4 統合データ・ライブラリー（Unified Data Library） 

2018年、USSFは、ソフトウェア開発者である空軍宇宙ミサイルシステムセンター

（SMC：Space and Missile Systems Center）、空軍研究所、データプログラム管理

オフィス、産業界と連携して構築されたデータ・リポジトリである、クラウドベー

スのプロトタイプとなる統合データライブラリ（UDL：Unified Data Library）の設

計と実施を委託した。SSA データは「ストアフロント」ユーザーインターフェース

（UI）でフォーマットされており、UDLのエンドユーザーはデータの提供者によっ

てタグ付けされた SSA データを検索し、アクセスできるようになる。アクセスの範

囲は、オープンソースから極秘事項等の範囲で設定され、エンドユーザーごとに設

計されたセキュリティレベル以下のデータにアクセスできる。UDLは、米国の商業

団体が利用できる。UDLは、米国の商業団体、米国政府、承認された他国政府が利

用できる23。 

 
図表 2-10: UDL ストアフロント（YouTube 経由）24 

 

これまでのところ、UDLに対しては、同盟国による限定的なアクセスと貢献があ

り、政府機関ではないユーザーアクティビティの大部分は民間衛星運用者と商業

SSA プレーヤーに広がっている。 

「ハイブリッドデータ・ストア」として、エンドユーザーはデータにアクセス

し、民間提供者からカスタマイズされたデータを購入し、衛星運用者の場合は、独

自の軌道暦を UDLに提供できる。現在、UDLは多様な提供者からのデータを多様な
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形式で受け入れることができる。CSpOCから提供されるデータは、民間 SSA サービ

ス提供者によってダウンロードされ、独自のモデルとデータと融合したり、民間企

業の UDLプロファイルに再度アップロードすることが可能であるが、民間企業は政

府が提供するデータセット自体を直接編集することはできない。ベータ版では、UDL

は、SPD-3 に従って、米国商務省がオープン・アーキテクチャー・データリポジト

リ（OADR：Open- Architecture Data Repository）の開発で最終的に契約する可能

性のあるモデルの実験のためのプロトタイプシステムとして機能している。 

 

2.2.2.5 SSA データマーケットプレイス 

2019年 8 月、民間ソフトウェア及びテクノロジー企業である Bluestaq社は、

AFWERXの支援の下で SSA データマーケットプレイスを構築するために、SMC：Space 

and Missile Systems Center の特別プログラム総局から中小企業技術革新研究プロ

グラム（SBIR：Small Business Innovation Research）Phase IIを獲得した。

AFWERXとは、空軍のプログラム開発における空軍のイノベーション文化の育成を目

的に、Techstars と呼ばれる米国のシード資金アクセラレータ企業と提携した空軍

内のプログラムをいう25。データマーケットプレイスは、DoDの顧客が SSA プロダク

ト及びサービスのデータ要件を提出できるストアフロント（店先）であり、商業

SSA企業はそのサービスをリアルタイムに提供するため入札が可能。データマーケ

ットプレイスは、UDLプログラムほど直接的な共同作業ではなく、代わりに SSA デ

ータプロダクトの誘致と取得を「合理化」する意図で委託されている。SSA データ

マーケットプレイスは、DoDの迅速な取得ツールとして、利用可能な商業 SSA プロ

ダクトフォーマットを標準化し、供給と種類を増やし、データ提供者を顧客に直接

マッチングさせるのに有用26。 

 

2.2.2.6 NSDC  

以前は、統合・機関間・連合宇宙作戦センター（JISPOC：Joint Interagency 

Combined Space Operations Center）として知られていた国家宇宙防衛センター

（NSDC：National Space Defense Center）には、戦略司令部、宇宙軍、国家司令

局、及びインテリジェンス・コミュニティによる取り組みを統合する機関間ミッシ

ョンがある。NSDCは、米国の宇宙システムの防衛に関連する脅威の検出、警告、特

性評価、属性データの提供を主管している。NSDCチームは、2018年初頭から 24時

間 365日稼働しており、インテリジェンス・コミュニティからの警告と指示を軍事

的な宇宙アセット・データと組み合わせて、宇宙領域に関する最新のコンテキスト

化された情報を国家司令局に対して提供する27。 

 

2.2.2.7 米国商務省 OADR（オープン・アーキテクチャー・データリポジトリ） 

現在、米国商務省宇宙商業局は米国海洋大気協会（NOAA：National Oceanic and 

Atmospheric Association）の米国環境衛星データ情報局（NESDIS：National 

Environmental Satellite, Data, and Information Service）に設置されている。
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2018年 6月、SPD-3 は、国防総省から商務省が民生及び商業 SSA サービスに対する

責任を負うように業務の移管開始を指示した。責任の最終的な移管のための最初の

ステップの一環として、宇宙商業局は、クラウドベースの Open-Architecture Data 

Repository（OADR）のプロトタイプの研究、設計、開発を担当した。この OADR内で

は、政府のデータ、商業的に提供されるデータ及び十分に確認された他のソースか

らの SSA プロダクトにアクセスして、顧客が調査及び購入ができる。OADRは開発中

であるも、その開発者は軍宇宙司令部（現在は米国宇宙軍と呼ばれる）によって委

託された UDLデータリポジトリイニシアチブの設計から得られた教訓と成功を取り

入れることが可能となっており、これは、既に業界で試行されている。OADRプロト

タイプの初期運用機能（IOC：Initial Operating Capability）は、2024年までに

SSA市場への展開することが義務付けられているが、宇宙商業局はできるだけ早く

公開実証実験を実施するため、IOCのベータ版を期限の 1年前に公表する予定であ

る旨表明している。 

宇宙商業局は、米国 DoDの保有するカタログ、同盟国からのデータ及び商業的な

データを融合し、SPD-3 によって義務付けられた CDMを提供することが OADRの主た

る機能であると認識している一方で、有望な SSA 提供者（特に新規又はギャップを

埋めるようなサービスを貢献するプロバイダー）が政府の CDMサービスの標準を超

える価値を提供する能力を示せるマーケットプレイスとしても OADRが機能する旨公

の場で述べている28。更に、OADRの重要な側面は、最終的に米国と同盟国との間で

のデータ共有及び情報交換を行うのに十分な柔軟性を確保することである。ここに

は、欧州連合宇宙監視・追跡（EU SST：European Union Space Surveillance & 

Tracking）の組織など、既存の地域コンソーシアムとのデータ共有が含まれる。 

OADRモデルが直面する主な課題は、特に新しい形式であったり、特定のプロダク

ト又はサービス用にカスタマイズされている場合になるが、リポジトリに送られる

データの品質を包括的に検査し、及び検証する手段である。オープンソース・モデ

ルは急速に進化する検査方法に大きく依存しているため、宇宙商業局は、民間組織

間の関係を強化した上で、データを共有し、データ処理及び管理方法についても協

力していると強調している。宇宙商業局は、業界と協力して、打ち上げ前のリスク

評価と軌道上での衝突リスク評価の双方の規範とベストプラクティスを開発してい

く。 
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図表 2-11：STMロードマップ 

 

2.2.2.8 NASA 

NASA は、デブリと SSA を扱う 2 つの主要なオフィスである、ゴダード宇宙飛行セ

ンターの接近評価リスク分析（CARA：Conjunction Assessment Risk Analysis）セ

ンター及びヒューストンの軌道上デブリプログラムオフィス（ODPO：Orbital 

Debris Program Office）がある。 

CARA は、NASA の無人ミッション（合計約 70個の衛星）に対して運用中の物体と

デブリ物体をスクリーニングする29。また、NOAA、アメリカ地質調査所（USGS：

United States Geological Survey）及びいくつかの国際的に連携しているミッショ

ンに対してもこのサービスを実施している。CARAチームは CSpOCに組み込まれてお

り、SSNセンサーネットワークと O/Oデータが使用可能な場合はそれを使用する。

CARA プロセスのワークフローは、LEOで 1日に 2回、HEO/GEOで 1日に 1回、定期

的なスクリーニングから始まる。潜在的な接近から 7〜10 日（LEOの場合は 7 日、

HEO/GEOの場合は 10 日）、CARAチームは接近評価分析と回避リスク評価を実施す

る。O/Oは衝突回避マヌーバの実行に責任を負い、CARA はマヌーバ接近スクリーニ

ングのサポートを継続する。このプロセスには、手動と自動の両方の要素がある。

CARA は、宇宙の混雑化とマヌーバの検出という今日の課題をサポートするために、

このプロセスのためにより良いアルゴリズムの開発を続けている30。 
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現在、CARA のサポートには次のものが含まれる（ただし、これらに限定されな

い）。 

● カスタマイズされたミッションに固有な運用コンセプトの開発 

● CspOCとの単一インターフェース 

● 軌道上安全性分析の専用サポート 

● イベントのトレンド分析と状況認識のためのミッションへの自動レポート 

● 高関心イベント通知 

● PC 計算 

● PC感度分析 

● 接近幾何学解析 

● 共分散及び軌道決定ソリューションの評価 

● 衝突回避マヌーバの計画と評価 

● コロケーション/繰返し幾何学戦略支援 

● 重要なイベントのサポート：打上げと早期軌道、マヌーバ、運用終了及びミ

ッション終了 

● 履歴データの活用と統計分析 

 

ジョンソン宇宙センターの宇宙材料研究・探査科学部門の軌道デブリ・プログラ

ム・オフィス（ODPO：Orbital Debris Program Office）は、軌道環境の測定、デブ

リの影響の研究を行い、NASA 及び商業宇宙コミュニティで使用されるソフトウェア

のモデリングを担当し、軌道デブリに関するレポートを発出し、宇宙機運用者を保

護するための対策を採用するための技術的なコンセンサスを開発している31。ODPO

は、直径 10cmから 3mmまでの微小デブリも追跡している。NASA は、マサチューセ

ッツ州のヘイスタック超広帯域衛星画像レーダー（HUSIR：Haystack Ultra-

wideband Satellite Imaging Radar）とカリフォルニア州の Goldstone Solar 

System Radar を使用して、この研究を進めています32。結果は、距離、距離率、

SNR、偏光情報を考慮したデブリを検出できる。 

 

2.2.3 非政府主体の保有する能力  

2.2.3.1 研究機関  

いくつかの連邦予算による連邦研究開発センター（FFRDC：Federally Funded 

Research and Development Centers）は、SSA の研究に焦点を当てている。 これら

の 1つに科学技術政策研究所（STPI：Science and Technology Policy Institute、

非営利の防衛分析研究所によって運営）がある。STPIは、SSA を含む重要性が過小

評価されている様々な研究分野の分析を提供している33。Aerospace Corporation は

FFRDCを運営するもう 1 つの非営利企業であり、米国政府機関に宇宙領域全体の SSA

データプロダクト、分析及びサービスを提供している。Aerospace Corporation

は、米国を含む米国 DoDの SSA関連プログラムオフィスの多くの役職をサポートし、

配置している。宇宙部隊、連合部隊の宇宙部隊コマンド、合同タスクフォース宇宙防衛及

び宇宙安全保障防衛プログラム（SSDP）。 

Aerospace Corporation は、SSAコミュニティの多くの著名な専門家の拠点であ

る。Aerospace の航空宇宙再突入デブリ研究センター（CORDS：Center for Orbital 
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and Reentry Debris Studies）は、1990 年代後半のスペースデブリ、再突入及び衝

突回避解析に関する研究開発の成果から生まれた34。全体的に、異常な宇宙イベント

を監視、検出、表示し、及び自動レポートを提供する。CORDS が実施するプロダク

ト及びサービスには、打上げ中及び軌道上で発生する可能性のある衝突予測、宇宙

での衝突の後の宇宙機への危険予測、再突入する際のデブリのシミュレーション、

大気圏へ再突入する衛星コンポーネントの残存推定並びに生命と財産に対するリス

クの決定が含まれる。Aerospace Corporation は、再突入後も残存したマテリアル

について情報収集及び分析を行う。    

 

2.2.3.2. 学術機関/ 非政府組織の能力  

レーダーや望遠鏡を含む学術機関の保有する SSA センサーは、米国に所在する大

学の多くに設置されているが、SSA システムの学術研究とイノベーションにおいて

強力なリーダーシップを発揮している機関はわずかである。フロリダのエンブリー

リドル航空大学（Embry Riddle Aeronautical University）は、宇宙飛行プログラ

ムを通じ SSA 及び宇宙交通管理の研究の最前線に立っている。前述のように、マサ

チューセッツ工科大学（MIT）はリンカーン研究所を有し、リンカーン研究所はリン

カーン宇宙監視複合施設を運営している。 

空軍はコロラドスプリングスの SSA研究センターを有し、米国の軍事的能力がア

クセス可能。アリゾナ大学の月惑星研究所は、イメージング、特性評価、センサー

タスク及びサイバー・インフラに重点を置いている。米国における、SSA研究の主

要機関の 1つがテキサス大学オースティン校（UT Austin）である。同校の教授と学

生は、物体の検出、追跡、識別、特性評価（DTIC：Identification, and 

Characterization）、物体カタログの予測とメンテナンス、効率的なセンサータス

クの方法、分割イベントの追跡及び初期軌道決定等いくつかのニッチな SSA分野の

研究を行っている。 

同校には、SSA データ・リポジトリ、融合及び統合のための枠組みを実験してい

る SSA研究者もいる。そのようなプロジェクトの一つの「Astriagraph」という名称

のプロジェクトは、「オープンで、透明で、クラウドソースの宇宙交通及び環境の

監視・把握システム」構築のための取組を目指している35。 

Astriagraphに取り組んでいる研究者は、データを取り込むプロセスにおいて SSA

データ提供者がベースとしている視点や想定を強調し、その結果、（それぞれの提

供者によって提供されるデータの）現象学と形式の差異を並べて表示することがで

きる。Astriagraphのプラットフォームは現在開発段階にあるものの、複数の SSA

データソースの堅牢な中間「レイヤー」があり、その上にアプリケーションのため

の実験的なアーキテクチャーの適用及び実証実験が可能となっている。2019年の時

点で、このプラットフォームへのアクセスは、テキサス大学オースティン校の研究

者から承認された者のみに限られているものの、研究チームは SSA データプロダク

トと主要な SSA プレーヤーのプロセスの透明性の向上を強く主張している。 

学術機関を超えて、多くの非政府組織とシンクタンクも、SSA の技術、データ融

合及び政策を取り巻く世界的な理解に貢献している。Secure World Foundation な

どの非営利組織や、戦略国際問題研究センター（CSIS：Center for Strategic and 

International Studies）の航空宇宙セキュリティ・プロジェクト等のシンクタンク
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は、環境の現状、軌道の理解の向上、長期的な持続可能性のための実用的なアイデ

アに関する商業主体及び政府関係者向けのフォーラムの開催等を行っている。  

 

2.2.3.3 米国主要な民間企業36  

主に過去 20 年の間、米国の商業的な SSA企業は、独自のセンサーネットワーク、

データリポジトリ、分析、プロダクト範囲及びデータ処理機能を急速に開発してき

た。現在、このような商業 SSA 業界の一部のメンバーの能力は、コンピューティング

能力、 並びに意思決定ソフトウェア及びアルゴリズムの更新の容易さにおいて、す

でに米国政府の能力を上回っている。また、多くのプレーヤーが、今後 3〜5年以内

に宇宙物体のカタログを定期的に更新及び保守するという点でも、政府をしのぐ態

勢にある。 

商業的な SSA サービスとして、政府が提供する既存のカタログというベースライン

に対して大きな価値を追加するようなニッチなプロダクト及び実際にそれを利用する

例が既に存在している。例えば、CSPoCなどの現在の政府のプログラムでは、異常

解決情報、連続して推進する電気推進系のような物体に関する詳細な追跡情報、又

は転送軌道にある物体に関する情報はサービスとして提供されてはいない。商業

SSA データ提供者は、衛星運用者に対して、政府が提供するサービスとのギャップ

を埋めるような安全飛行のためのサービスを提供することに重点を置いている。以

下は、いくつかの民間事業者の能力について説明しているが、完全なリストではな

い。会社の詳細な説明はセクション 3で詳述している。 

 

Analytical Graphics Inc. 

Analytical Graphics Inc. （AGI 社）は、デスクトップ、ウェブクライアント及

びサーバーベースの開発キットを開発したソフトウェア会社である。AGI 社が提供

するこれら一式のサービスは、陸、海、空及び宇宙の複雑な環境をモデリングし、

及びシミュレートし、並びにリアルタイム又はシミュレートされた時間での活動分

析及び評価を行う37。この意味で、AGI 社は多くの商業 SSA サービス提供者よりも幅

広い範囲をカバーしている。例えば、無人航空機（UAV：Unmanned Aerial 

Vehicle）の交通管理のためのリファレンス（参照する情報）・アーキテクチャーの

開発に携わっている。SSA システムの場合、AGI 社のシステム・ツールキット

（STK：Systems Tool Kit）は、独自の天体力学計算に基づいて、基本的なモデリン

グ環境について、大量の分析及びデータを処理が可能な環境にまでスケールアップ

している。AGI 社は、2014年に商業宇宙オペレーションセンター（COMSpOC：

Commercial Space Operations Center）を設立した。これは、世界有数の商業 SSA

コンソーシアムの 1つに発展している。AGI 社の COMSpOCは、民間による観測と相

互運用可能な顧客データを独自の SSAソフトウェアに組み込み、シミュレーショ

ン、モデリング、分析を行う。LEOベースの衛星とデブリに焦点を合わせた 2つの

レーダーからの観測と、主に GEOの物体に焦点を合わせた世界中に 70程度の望遠鏡

からの観測を集めている。AGI 社が COMSpOCデータにアクセスする SSA の顧客に提

供するプロダクトには、宇宙飛行の安全性と正確な衝突回避、軌道の正確な位置特

定のための高解像度軌道暦、デブリモデリング及びマヌーバ検出がある。 
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Exoanalytic Solutions, Inc. 

Exoanalytic Solutions, Inc.（Exoanalytic社）は、現在、最大の商業センサー

ネットワークの 1つである ExoAnalytic Global Telescope Network（EGTN）を運用

している。ExoAnalytic社は、GEOで 10センチメートルを超える全ての物体を追跡

することが出来、宇宙における活動の非常に高い割合の拡散測定値を形成するため

（つまり、空間物体のポピュレーションレベルの特性評価）、特定のイベント、エ

リア又は物体に関する要求された情報についてデータリポジトリを「クエリ」する

段階の前に、可能な限り大量の生観測データを収集する戦略を取っている。

ExoAnalytic社は、未加工の観測データの販売から軌道、接近警告、アラートなど

のより複雑なプロダクトに至るまで、主要な軌道上のイベントに直面している衛星

運用者のアクションの意思決定支援等のための幅広いプロダクトを顧客に提供して

いる。 

 

L3Harris Technologies, Inc.  

L3Harris Technologies, Inc.（L3Harris社）は、世界の 7つのサイトにまたが

る固定スターリングセンサー及びタスク処理が可能なトラッキングセンサーとの組

み合わせで構成されるグローバル・オプティカル・ネットワーク（GON：Global 

Optical Network）を所有している。L3Harris社は、米国政府の SSA センサー及び

処理システムの主要な契約業者だが、他の民間企業や学界とのデータ共有やコラボ

レーションも行っている。また、L3Harris社は、スピンオフ企業である Peraton社

を介して、米国 DoD及びインテリジェンス・コミュニティの関係者に接近評価、衝

突回避分析、分析及び警告を含む SSA サービスを提供している。2019年 7月、

Peraton社は、SSA のソフトウェア開発及びシステム統合並びに衛星地上システムと

運用を提供するテクノロジー企業である Solers社（Solers, Inc）を買収した38。 

商業的には、L3Harris社は GONから Space Sentryの処理及び配布システムにデ

ータを送っている。衛星通信に提供するプロダクトには、ライトカーブ（対象の光

度変化ベースの宇宙物体の不安定性警告、マヌーバ検出及び特性評価、初期軌道決

定、接近評価並びに衝突回避サポートがある。 

 

LeoLabs Inc. 

LeoLabs Inc.（LeoLabs社）は、ベンチャーキャピタルから支援を受けた SSA の

新興企業であり、低軌道の物体の高解像度データを捉えるように設計された、低コ

ストの地上ベースのフェーズド・アレイレーダーのグローバルネットワークを開発

する。 2019年末の時点で、計画された 6つのレーダーネットワークのうち 3 つが

建設された。最初の 2つは UHFレーダーで、2つ目は Sバンドレーダーである。

LeoLab 社は、LEO環境の標準インターフェイス及び「地図」として機能するクラウ

ドベースの APIを構築する目的で設立された。これは、他のユーザーが、データの

分析用のサービス及びアプリケーションの構築のために利用できる。LeoLabs社

は、レーダーネットワークが、通常は測定できない LEO内の 250,000個の物体を測
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定し、及び追跡し、LEO内の既知物体の約 95%と推定される範囲をカバーできること

を期待している。  

 

Bluestaq, LLC 

Bluestaq, LLC（Bluestaq社）は、米国 DoD及びインテリジェンス・コミュニテ

ィの顧客向けに複数の SSA データリポジトリとマーケットプレイス・プロトタイプ

を開発したソフトウェア会社である。他の商業 SSA プレーヤーとは異なり、宇宙領

域のみに焦点を当てているのではなく、多くの部門の軍事プロジェクト及びシステ

ムにまたがるソフトウェアプロダクトとその構築を提供している。特に SSAミッシ

ョンでは、Bluestaqは米国政府との間に契約を締結している。特に SSAミッション

においては、Bluestaq社は SSA ベンダー、プロダクト、サービスとのインターフェ

ースをとるために、SSA データ提供者、学術界、民間企業、衛星運用者、DoD顧客向

けの初期の UDL及び SSA データマーケットプレイスシステムを開発する契約を締結

している。 

 

SpaceNav 

SpaceNav社は、2009年に Iridium-Cosmos衛星の衝突後に設立された企業。「デ

ータに依存しない」収集アプローチを取り、運用上の衝突リスク管理システムの構

築、展開及び人員訓練に SSA データ・プロダクトに集中している。同社の統合的な

アプローチは、米国の商業ビジネス、民生部門、インテリジェンス、軍・政府のユ

ーザーを含むあらゆる種類の衛星通信運用者及びグローバル運用者を対象にしてい

るが、事業の大部分は民生機関に大きく依存している。SpaceNav社は無数のソース

からのデータの融合と統合を専門としており、主にメトリック及び光学観測並びに

多数の政府及び民間企業からの到着時差（TDOA：Time Difference of Arrival）デ

ータを収集している。軌道決定プロダクト、適合後の残差、統合された衝突警告リ

スク及びその他の予測情報を取得するために、顧客がログオン可能なウェブベース

のプラットフォームを運用している。 

 

Kratos Defence and Security Solutions, Inc. 

Kratos Defense＆Security Solutions社（Kratos Defense＆Security Solutions, 

Inc.）は、無人システム、衛星通信、ミサイル防衛等軍事分野と安全保障のための

アプリケーションを含む幅広いプロダクトラインを有する防衛分野における政府と

の契約企業。主に米国政府及びその同盟国政府との間に顧客契約を行っており、C

バンド及び Kuバンド並びに Xバンド及び Sバンドに 80の固定かつ操縦可能なセン

サーを備え、世界の２１の RF監視サイトから成るグローバルネットワークからデー

タを取り込んでいる。また、他の光学センサー、レーダーセンサー、地上センサ

ー、宇宙センサーからの RFデータを SSA プロダクト及びサービスのために処理する

マシーン・ラーニング及び分析ツールも備えている39。 
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米国 SSA共有データプラットフォームについて、下図にまとめた。 

 
図表 2-12：米国 SSA共有データプラットフォーム 

 SSN/SpaceTrack UDL Marketplace COMSpOC 

コミュニティ 

長所 所有者/運用者の

公開カタログへの

アクセスと CDMの

無償提供 

各 SSA データ提供

者の能力の範囲を

簡単に確認できる 

政府及び商業ソー

スからの層別デー

タ 

学術的視点と政府

組織以外の視点の

より大きな統合 

民間提供者は、最

低価格で最高の信

頼度の高い能力を

提供するために入

札できる。従来と

比較して取得タイ

ムラインを短縮 

商業サイドからの

インプットを増や

し、公式の米国政

府の能力、様々な

データ形式の融合

を強化できる。 

SpaceTrackカタ

ログよりも優れた

カバレッジ 

短所 詳細度の低さ、非

機密の政府データ

のみ  

新しい情報、「ビ

ッグデータ」問題

を公正かつ正確に

検査するという課

題（データ全体を

融合に手間/苦労

がかかる） 

民間提供者が協力

してデータをオー

プンに共有するの

を妨げる 

参加するための有

料メンバーシッ

プ、情報は非公開

で審査される 
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2.3 欧州の SSA 能力  

• 欧州における SSA の活動は、3 つのレベルで実施されている。すなわち、国

別プログラム、欧州宇宙機関（ESA：European Space Agency） による SSA プ

ログラム及び EU SSTサポートフレームワークの３つのレベル。 

• 商業的には、Elecnor Deimos社と GMV社は地域の著名な商業 SSA プレーヤー

であり、それぞれデータ処理と管理に特化している。 

 

2.3.1 概要  

一般に、欧州での宇宙活動は、国家によるプログラム、ESA 及び欧州連合（EU：

European Union）の 3つのレベルで行われている。 

 

 
図表 2-13：欧州の SSA の枠組み 

 

これは宇宙監視・把握（SSA）にも該当する。ESA において、SSA は宇宙安全プロ

グラムの中に位置付けられ、2019年 11月の最新の ESA閣僚会議で合計 432百万ユ

ーロの予算が付与されている。欧州の SSA は、主に初期段階の研究とプロセス開発

に焦点を当てている。ESA は、EU加盟国及び一部の非 EU加盟欧州諸国（ノルウェー

等）並びにカナダ等その他非欧州諸国で構成されている。EUには、EU 独自の宇宙監

視・追跡（SST：Space Surveillance and Tracking）プログラムである EUSSTサポ

ートフレームワークも有している。このフレームワークには、EU加盟国８か国（ド

イツ、フランス、スペイン、イタリア、英国、ルーマニア、ポルトガル及びポーラ

ンド）が含まれるが、EUSSTにおける英国の将来の役割は不確実になっている。

EUSSTサポートフレームワークには、センサーネットワーク、データ処理機能及び

サービスの提供が含まれる。2015-2020 年には、様々な EU助成金を通じて合計

167.5百万ユーロ、サービスの提供と調整に最大 70.5百万ユーロ、センサーのアッ

プグレードに最大 97百万ユーロが割り当てられた40。 
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ESA と EUが主導するこれらの SSA プログラムは、欧州における包括的な枠組みを

提供するが、それぞれの国レベルでの実施は国毎に異なり、それぞれの国の SSA イ

ニシアチブに組み込まれている。政府が主導する一方、ドイツの SSA の取り組みは

主に制度研究に焦点を当てているが、スペインは国内のより確立された商業サービ

ス/提供者を活用している。SSA で最も有名な 2つの民間企業は、どちらもスペイン

に本社を置いている。Elecnor Deimos 及び GMV.これらの企業は、商業 SSA サービス

及びその基礎となるソフトウェアを提供し、ESA の SSA 及び SSTプログラムに積極

的に参加している。 

 

2.3.2 ESA  

ESA には、欧州の様々な場所に拠点を置く 9つのセンターがあり、それぞれが異

なるエリアに焦点を当てている。 

 
図表 2-14：ESA拠点場所 

 

ドイツのダルムシュタットにある欧州宇宙運用センター（ESOC： European Space 

Operations Centre） は、欧州の宇宙機を追跡し、及び制御し、地上システムを開

発並びに管理している41。ESOCは、スペースデブリの研究とサービス、地上システ

ムエンジニアリング、追跡ステーションの設計及び開発並びに衛星航法の「欧州セ

ンターオブエクセレンス」として機能しており、ESA の SSA プログラムの拠点にな

っている。ESA の宇宙状況認識（SSA）プログラムの拠点である42。SSA プログラムの

目的は「宇宙環境、特に軌道上及び地上のインフラストラクチャーに対する危険に

関するタイムリーで正確な情報、データ、サービスの提供を通じて、欧州の独立し

た利用と宇宙へのアクセスをサポートすること 」となっている43。 

 

Space Situational Awareness（SSA）プログラムは、2009年に開始され、多数の

加盟国が拠出する任意の ESA プログラムである。この ESA プログラムは主に 3つの

分野に焦点を当てている。 
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1. 宇宙天気 （SWE：Space Weather）： 衛星搭載型及び地上ベースのインフラ

ストラクチャーに影響を与える可能性のある太陽、惑星（地球を含む）環境

の監視と予測 

2. 近地球物体 （NEO：Near-Earth Objects）：地球に影響を与える可能性があ

る小惑星等の自然の物体の検出 

3. 宇宙監視及び追跡 （SST：Space Surveillance and Tracking）：運用中及び

運用終了後の衛星、廃棄された打上げロケット、及び地球を周回する断片化

残骸の監視 

 

ESA は、国家 SSTイニシアチブと緊密に協力して、自律的な欧州の SST能力に必

要な研究と技術開発を提供することを目指している44。SSA は任意のプログラムであ

り、以下の ESA加盟国が現在の期間である 2017-2020 年に SSA に参加している。オ

ーストリア、フランス、スウェーデン、ポルトガル、ベルギー、ドイツ、オラン

ダ、ルーマニア、チェコ共和国、ギリシャ、ノルウェー、英国、デンマーク、イタ

リア、ポーランド、スイス、フィンランド、ルクセンブルク及びスペイン。ESA

は、SST活動を通じて、SSTをサポートするハードウェア、ソフトウェア及びネット

ワークに関連する技術の研究と開発を行っており、特に技術標準化に重点を置いて

いる。ESA の SST チームは、SST ソフトウェアの統合とテストに重点を置いている。

このコアとなるソフトウェアには、バックエンド処理とフロントエンドサービスの

両方が含まれている。ESAコアソフトウェアは、カタログの上で、次の 2つの段階

で機能する。 

• カタログの保守 ：観測計画、データ処理、カタログ更新 

• サービスレイヤー ：カタログを照会して、接近予測や再突入予測などのフ

ロントエンドサービスを実行するサービス 

ESA には、130 以上の衛星で使用されているものを含め、最大 110 ものコア SSAソ

フトウェアのユーザーがいる。スペインの会社である Deimos社は現在、SSTのサー

ビスを計画及び処理するコアソフトウェアライブラリの開発をリードしている。 

 

ESA SSA プログラムは現在、宇宙安全プログラムの対象となっている。2019年

ESA の閣僚理事会「Space19 +」は、ESA加盟国を束ね、ESA の今後数年間の作業の

ための新しい提案と資金を決定した。 宇宙安全プログラムは、以下の主要な資金提

供者を計画している。 

• 宇宙及び地上ベースのセンサーの技術開発。宇宙交通管理の技術的側面に対応 

• SSTコアソフトウェアに対するコミュニティアプローチ 

– 開発とメンテナンスの共同作業 

– 複数の欧州システム間の相互運用性の確保 

• リスクモデルとコンセプト開発 

 

ESA閣僚会議で、宇宙安全プログラムには、将来においても拠出が確約された資

金として 432百万ユーロを受け取った45。これには、2023年までの自動衝突回避と

2019年の機械学習コンペティションを実証するために 2百万ユーロからなる予算を

確保した衝突リスク推定・自動緩和（CREAM：Collision Risk Estimation and 

Automated Mitigation）プログラムが含まれる。 
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図表 2-15：2019 ESA閣僚予算配分 

 

2.3.3 EUSST  

EUSSTサポートフレームワークは、2014年に設立された EU加盟国のコンソーシア

ムであり、欧州・国内の宇宙インフラ及び施設並びにサービスについて欧州の経

済、社会、市民の安全とセキュリティのために不可欠な長期的な可用性を確保する
46。EUSSTの目的は、宇宙物体の監視と調査から成るサービスのセットアップと運用

をサポートするために、SSA サポートフレームワークを確立することである。EUSST

プロジェクトは欧州委員会によって承認され、各加盟国が様々な側面で貢献してい

る。歴史的にそれぞれの加盟国の運用センターは、データの取得からサービスの分

析及び導出までの完全なプロセスチェーンを提供していたが、現在では、コンソー

シアム内の各運用センターがそれぞれ特定の構成要素を担当するようになった。

EUSSTサポートフレームワークには以下の内容が含まれる。 

• センサーネットワーク：宇宙物体を調査及び追跡するための、加盟国の地上及

び／又は宇宙ベースのセンサーを含むセンサーネットワーク  

• データ処理：国家レベルで SSTデータを処理し、及び分析し、EUSSTで共有でき

る SST情報及びサービスを生成するデータ処理 

• サービス提供 ：衝突回避、再突入、破裂を含む SSTサービスを提供する機能 

• SST 協力：CCO（フランス）、GSSAC（ドイツ）、ISOC（イタリア）、S3TOC（ス

ペイン）、UKSpOC（英国）などの国家 SSTサービスと SST間の協力 
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図表 2-16：EU SSTサービス提供47 

 

EUSSTプログラムには、元々5 つの EU加盟国が含まれていた（ドイツ、フラン

ス、スペイン、イタリア及び英国）。2018年にルーマニア、ポーランド、ポルトガ

ルの 3 EU加盟国が EUSSTに参加しました。オーストリアは、EUSST へのアクセスに

関してドイツとデータ共有協定を締結している。欧州連合からの英国の最近の離脱

を考えると、EUSSTにおける英国の将来の役割は不確実になっている。 

 

センサーネットワーク ： 

現在の 2019-2021年の期間では、EUSSTサポートフレームワークのセンサーネッ

トワークは、以下のような全ての軌道（LEO、MEO、HEO、及び GEO）のカバレッジを

提供している。 

• 5個の監視レーダー 

• 7個の追跡レーダー 

• 4個のレーザーステーション 

• 35個の光学望遠鏡 

センサー機能は、加盟国の権限の範囲に完全に留まることになっている。全リス

トは、以下の表に記載されている。 
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図表 2-17：EUSSTセンサー機能リスト48 

 
 

データ処理 ：  

EUSSTサービスは、主に CSPoCが提供する米国のデータと、EUの SSTコンソーシ

アム内で現在稼働している国の保有するセンサーに基づいている。オペレーション

センター（OC）には以下が含まれる。GSSAC（ドイツ）、ISOC（イタリア）、S3TOC

（スペイン）、COO（フランス）、及び UKSpOC（イギリス）。SSTサービス提供ポー

タルは、ユーザーがアクセスできる「フロントデスク」である。2001年に設立され

た EUの機関である欧州連合衛星センター （SATCEN：European Union Satellite 

Centre）が提供し、その役割は EUSSTプログラムを通じて SSTサービスを含むよう

に拡大された49。 

EUSSTセンサーネットワーク内のセンサーからのデータは、それぞれのオペレー

ションセンター（OC）によって共有される。EUSSTサポートフレームワークの一部

として専用の欧州データベースが開発されており、コンソーシアムのメンバー間で

データを共有するための共通プラットフォームとして機能している。 

サービス提供 ： 

EUSSTは、既存の機能に基づいた 3つの主要なサービスを提供している50。 

• 衝突回避（CA：Collision Avoidance ）サービス：宇宙機やスペースデブリ間の

衝突のリスクを評価して、衝突回避の警告を生成 

• 再突入解析（RE：Re-entry Analysis ）サービス：制御されていない物体やデブ

リが地球大気圏に再突入するリスクを評価する分析と情報 

• フラグメンテーション分析（FG：Fragmentation Analysis ）サービス：軌道上

での断片化、破砕又は衝突の検出、特性評価、アラート 

 

これらのサービスは、CSPoCが提供する米国のデータと、EUSSTコンソーシアム内

の運用中の全国センサーに基づいている。 これらの各サービスは、様々な運用セン

ターから欧州のユーザーに無料で提供されている。 
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図表 2-18 ：EUSSTサービス及び提供者 

サービス 提供者 

衝突回避 フランスとスペイン 

再突入分析 イタリア  

フラグメンテーション分

析 

イタリア  

 

2019年現在、EUSSTサービスは以下を含む合計 60の組織（18の EU加盟国、衛星

運用者、宇宙機関、産業、研究施設）で使用されている。各サービスのユーザーの

詳細を以下に要約する51。 

 
図表 2-19：EUSSTサービス使用の内訳  

サービス ユー

ザー 

ユーザーの

組織 

登録された宇宙機 

衝突回避 45 22 131（LEOで 41、MEOで 30、GEO

で 60）  

再突入分析 70 46 N/A 

フラグメンテーション

分析 

60 39 N/A 

 

欧州宇宙政策研究所 （ESPI：European Space Policy Institute）は、欧州の宇

宙活動に関連する中長的な問題において情報に基づいた見解を意思決定者に提供す

る独立したシンクタンクである52。ESPIは、SSA に関連する多くの出版物、特に

2008年の「Europe’s Way to Space Situational Awareness（宇宙状況把握への欧

州の道） 」、そして最近では 2020 年 1月に出版された「Towards a European 

Approach to Space Traffic Management（宇宙交通管理への欧州のアプローチに向

けて） 」を発行した。 

ESPIの 2008年の独立報告書である「Europe’s Way to Space Situational 

Awareness（宇宙状況把握への欧州の道） 」は、SSA のための欧州のシステムをセ

ットアップする場合の影響を評価した53。2008年のこのレポートの発行以来、EUSST

サポートフレームワークが確立された。ESPA はこのレポートで、欧州 SSA システム

を成功させるための実行、適切な機能及び効率的な運用に関連するいくつかの側面

を特定した。 

1. データポリシー ：誰がどのデータに、いつ、いかなる条件でアクセスするか。

このことにより、十分な情報の流れの必要性と、セキュリティとプライバシ

ーの必要性を尊重する必要性とのバランスを実現する。この報告は、地球観

測コミュニティを対象に、データ共有の様々なフレームワークを特定した。 

欧州では、各国が、データと資金の両面でシステムに貢献する必要がある。
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そのため、各国がデータを共有するためのインセンティブを確保するために、

さらに複雑なレイヤーがある。ESPI によって特定された潜在的な欧州 SSA シ

ステムデータフローを図表 2-20に示す。 

2. ビジネスモデル ：様々なシステムレベルの民間企業にとって魅力的な収益機

会を示し、商業的な利益と国家又は超国家的な管理とのバランスをとる上で、

民間又は官民との間のトレードオフを確立する。利益志向が望まれる場合、

商業利害関係者にとって十分なビジネス機会を確保する必要がある。 

3. オペレーション：欧州の SSA システムの構造的及び手続的な設定並びに制度

的フレームワーク。中央集権型アプローチ及び分散構成並びに軍事的要件の

ある民生利用とのバランスを取る。機能的な SSA システムの存在は、将来の

宇宙交通管理（STM）の前提条件になる。 

 
図表 2-20：欧州 SSA システムのデータフロー案 
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2.3.4 欧州のセンサー  

宇宙監視が可能な現在利用可能な欧州にあるセンサー設備のリストを下表にまと

めた。 

 
図表 2-21：欧州宇宙監視施設 

 センサー名 場所 運用者 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レー

ダー  

GRAVES54 ブロワ・ド・ペス

メスとレベスト・

デュ・ビオン、フ

ランス 

フランス国防省が所

有する ONERA 

自律型カタログを作成で

きるバイスタティック 

フィリング

デールズ55 

英国フィリングデ

ールズ空軍基地 

英国国防省（米国と

共に） 

SSN の一部、他の欧州諸国

とのデータ共有なし 

ビラレス56 イタリア サルデー

ニャ 

 EUSSTの一部  

グローブス

II57 

ノルウェー バルド

ー 

ノルウェーのインテ

リジェンス（米国と

共に） 

SSN の一部、他の欧州諸国

とのデータ共有なし 

TIRA58 Wachtberg, 

Germany59 

FGAN 電波望遠鏡 Effelsbergで

タンデムモードが可能 

Armor フランス（ホーム

ポート） ブレスト 

フランス国防省

（DGA/DCE） 

「Monge」追跡船に搭載 

EISCAT スカンジナビアの

様々な場所 

多国間の科学的なネ

ットワーク 

範囲及びドップラーデー

タのみを提供 

Monostatic 

Test 

Radar60 

スペイン マドリー

ド Santorcaz 

Naval Radio 

Station 

宇宙監視・追跡シス

テム（SSTS：Space 

Surveillance and 

Tracking System） 

Indra がスペイン向けに建

設 

Northern 

Cross/ 

BIRALIS61 

イタリア ボローニ

ャ Medicina Radio 

Observatory  

国立天体物理研究所

の電波天文学研究所 

（イタリア政府）  

イタリア サルデーニャ 

BIRALES 

EUSSTの一部  

GESTRA62 ドイツ DLR   

チルボルト

ン63 

英国 ハンプシャー  英国科学技術施設評

議会  

CAMRa 25メートルの操縦

可能なパラボラディッシ

ュ Sバンドレーダー 
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 センサー名 場所 運用者 備考 

 

 

 

 

 

 

 

光学 

SPOC64 フランス ツーロン

及びオデイロ 

フランス国防省  一部の物体に初期軌道を

提供 

ROSACE フランス オートプ

ロヴァンス 

CNES GEO付近の正確な軌道決定 

TAROT65 フランス、チリ カ

レン・パルトー  

CNES ロザスと共同使用 

PIMS 英国 ハーストモン

スー、キプロス ジ

ブラルタル 

英国国防省 IADCが使用 

ZIMLAT 

Telescope66 

ツィンマーヴァル

ト天文台 

ベルン大学天文学研

究所（AIUB） 

主に衛星レーザー測距に

使用 

望遠鏡は GEO リングの

100°のセクターをカバー

夜間観測の最大 40％は、

ESA望遠鏡によって発見さ

れた GEO物体の追跡に使

用 

ESA Flyeye 

Telescope 

イタリア シチリア  満天の NEO 用に設計 67 

OGS 

Telescope 

テイデ天文台   

Matera 

Laser 

Ranging 

Observatory 

イタリア    

Graz ラストビュール天

文台 

 衛星レーザー測距局グラ

ーツ 

Deimos Sky 

Survey 

スペイン  デイモススペース 35個の光学望遠鏡  
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2.3.5 欧州の注目すべき国 

2.3.5.1 英国 

英国は最初の人工衛星であるスプートニク-1 の追跡にジョドレル銀行の電波望遠

鏡が使用された 1957 年から、SSA 活動に長年に渡り積極的に参加している68。それ

以来、英国は国際（主に米国 SSN及び EUSSTサポートフレームワーク）SSA 活動を

支援し続けている。 

英国政府と産業界は、国家安全保障にとっての SSA の重要性をますます認識し始

めている。これは、宇宙がますます混雑し、競争が激しくなっているためである。

2015年の英国国防省（MOD）の戦略的防衛・セキュリティレビュー （SDSR：

Strategic Defence and Security Review）では、SSA が英国防衛科学技術研究所 

（DSTL：Defence Science and Technology Laboratory）の最優先事項であるとした
69。 

RAF High Wycombe に本拠を置く英国宇宙運用センター（SpOC：Space Operations 

Centre）は、「宇宙領域を理解し、及び活用し、英国の重要な宇宙能力へのアクセ

スを保護し、英国の利益を守るため、そして宇宙制御を英国の軍事作戦に統合する

ために、宇宙制御及び宇宙力強化サポート能力を最大化する」責任を有している70。

2018年 5月、RAFは、国防総省全体の宇宙関連のポストを増加させることに加え

（500人から今後数年間で 600人へ増員）、High Wycombe の SpOCの規模を 2倍（20

人から 40人に増員）することを表明した71。SpOCは、既存の米国防空作戦センター

と統合されて、英国空軍作戦センター（National Air & Space Operations 

Centre）を設立し、英国の機関、業界及び国際パートナーとのより深い協力を目指

している。英国は、英国宇宙機関（UKSA：UK Space Agency）によって EUSSTサポー

トフレームワークに参加している。UKSA SST チームは、EUSSTサポートフレームワ

ークへの英国の貢献に応えて近年成長したが、EUSSTにおける英国の将来の役割は

不確実である。英国の SSAエコシステム（RAFと MoD、英国の宇宙機関、DSTL、STFC

など）に多数の様々な機関と組織が関与していることを考えると、英国が直面する

課題の 1つは、これらのいずれが英国の SSA戦略を所有するかを特定することと、

包括的なプログラムをサポートするための監視と資金を提供することである。 

英国は、RAF Fylingdales のレーダーセンサー、Cilbolton Radar 及び Starbrook

広視野光学望遠鏡の 3つの SSA センサーを所有及び運用している72。 
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1. RAF Fylingdales のレーダーセンサーは、欧州で

最も強力な宇宙監視センサーである。主に米国を

支援するために、英国軍によって運営される宇宙

監視ネットワーク（SSN）、早期警戒及び宇宙監

視ミッション。これは、UHF 帯域で動作する高性

能 3 面フェーズドアレイレーダーで構成されてい

る。  
図表 2-22：Chilboltonレーダー73 

2. Chilbolton レーダーは英国のウィンチェスターにあり、科学技術施設評議会

（STFC：Science and Technologies Facilities Council）の一部である

Rutherford Appleton Laboratory（RAL）によって運用されている74。主に学

術研究に使用されるが、STFC Space Monitoring Facilityを通じて SSA にも

使用される75。現在計画中のアップグレードについては、新しいレーダーであ

る Chilbolton Advanced Satellite Tracking Rada（CASTR）の所有が含まれ

ている。現在、LEO で最大 1m のターゲットを検出できるが、計画されている

アップグレードにより感度が 100 倍に向上し、より小型な衛星やスペースデ

ブリを検出できるようになる。 

3. Starbrook 広視野望遠鏡は 2006 年から実験的な調査センサーとして運営され

ている76。キプロスにあり、1.5 mを超える GEOの物体を検出できる。 

 

Northern Space and Security （NORSS）社は、2018年に設立された英国ベース

のコンサルタント会社であり、宇宙運用コミュニティをサポートし、独自の運用能

力を開発している77。将来的には、NORSS社は商業、政府及び軍事目的のために宇宙

監視及び追跡サポートを提供することを目指している。NORS社のチームは、UKSA に

軌道解析サポートを提供している。また、同社は SpaceTrackからのデータを 2行軌

道要素セット（TLE）の形式で使用し、それを「NORSS-track」というシステムに転

送する。NORSS は通常、市販のソフトウェアを使用し、ニーズに合わせて調整され

る。NORSS が使用する主なソフトウェアは、AGI 社のシステムツールキット（STK：

System Toolkit）、CNES が実行する JAC及び CAESARシステム並びに ExoAnalytics

社のソフトウェアである。 

 

SDA 

Space Data Association（SDA）は、「制御された、信頼できる、効率的な宇宙環

境を確保するために取り組んでいる」グローバルな衛星運用者の協会である。 英国

のマン島に位置する SDA は、運用データの共有と業界全体でのベストプラクティス

の推進による飛行の安全性の向上を目的として 2009年に設立された。また、衝突警

告通知の精度と適時性を改善するとともに、全ての関連組織と提携して、次世代の

STMシステムと機能の定義を支援している。現在の SDAメンバーシップには、

Inmarsat、Intelsat、Eutelsat、SES 及びその他の主要な GEO衛星運用者等の衛星

通信会社が含まれる。最近では、Planet や Spire などの一部の LEO衛星運用者が



 

83 

 

SDA に参加して、コミュニティとデータを共有している。全メンバーリストは SDA

のウェブサイトで閲覧できる。  

SDA は、AGI 社が運営するプラットフォームである Space Data Center（SDC）を

サポートしている。これにより、メンバーは運用データを共有し、評価と警告サー

ビスを同時に提供できる。SDCは、メンバーが提供する軌道暦を利用し、統合され

たマヌーバ情報及び米国 SSNの公開カタログからの TLE及び SP（Special 

Perturbation：特殊摂動）データと融合する。宇宙監視ネットワークによって生成

された公開カタログ。 

英国の学術機関  

DSTLは、英国国防省の執行機関であり、防衛及び安全保障分野の科学技術に特化

している78。DSTLには、SSA研究（TRL 6 まで）の専門チームがあり、英国国防総省

の航空軍団をサポートしている。また、DSTLは、特に防衛アプリケーションに重点

を置いて SSA をサポートするために英国の研究に資金を提供している。防衛・セキ

ュリティアクセラレータ（DASA：Defence and Security Accelerator）の支援を受

けた DSTLの「革新する宇宙」コンペティションは 200万ポンド以上の価値があり、

英国の衛星の監視能力を高め、宇宙で敵対する可能性のあるアクターを特定するた

めに設計された技術に焦点を当てている。DSTLは、 Coalition Space Operations 

（CSpO）内の運用 SSA アーキテクチャーの開発をサポートするために SSA センサー

と処理機能の統合をテストし、ファイブアイズの国（英国、米国、カナダ、オース

トラリア及びニュージーランド）の代表者との研究を調整している79。 

更に DSTLは、防衛アプリケーションに特に焦点を当てて、SSA に貢献する可能性

のある学術研究と卓越したセンターを特定するために 2013年に設立された英国のイ

ニシアチブである天体力学のコミュニティ利益社会（ACI：Astrodynamics 

Community of Interest）をコーディネートしている80。ACIは共同研究プロジェク

トを促進し、SSA データのニーズと可能な研究貢献を特定するワークショップを開

催する。これらのワークショップは、学術界が運用要件をよりよく理解し、そのよ

うな運用コンテキストに研究を適用できるようにすると同時に、英国の研究評議会

によってサポートされるより野心的な SSA研究プログラムへの道を提供することに

おいて、双方にとって有益である。ACIは現在、商業衛星運用者や英国軍事運用者

を含む 30の英国組織を取り入れ拡大している。 

宇宙の持続可能性のためのグローバルネットワーク （GNOSIS：Global Network 

for Sustainability in Space）は、STFCが資金を提供するネットワークであり、

粒子、核及び天体物理学分野の研究者が他の研究評議会及び近接地球宇宙環境を研

究している業界の研究者と協力して近接した研究を行うことを目指している81。ネッ

トワークの目的は、より安全な環境を実現するために、デブリの数と宇宙交通管理

への影響を理解することである。GNOSIS は、ワークショップの実施、スコーピング

研究の実施及びプロジェクトと大学院生の資金提供による共同アイデアの開発をサ

ポートするために、4年間の資金提供を受けている。 

英国の多くの学術機関は、他の研究分野での専門知識を SSA に適用している。た

とえば、天空観測データ管理をリードするエジンバラ大学は、そのようなデータプ

ロセスを衛星の検出と特性評価に適用している。エジンバラの研究チームは、低軌

道の人工物体を追跡するために設計されたカメラを再利用するロッキードマーティ

ン用のプロトタイプ FireOpal 検出器を運用している。ウォーリック大学は太陽系外
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惑星の分野の研究者が SSA の研究を行うための能力を持っていることに気付き、大

規模な調査やそのデータ処理を行っている。彼らは、LEOでの光学デブリ追跡のた

めに、太陽系外惑星の研究のために伝統的に開発された地上ベースの望遠鏡の使用

を検討しています。ワーウィック太陽系外惑星研究グループは最近、DSTLからその

ような能力を開発するための資金を受けました82。そうは言っても、天文学から SSA

への移行はより困難であると示唆する人もいます。特定の SSA の知識が必要であ

り、望遠鏡とハードウェアをアップグレードして再利用する必要があります。 

 

2.3.5.2 フランス  

フランスにおける宇宙監視は国防がその責任を担っている。フランスにおける宇

宙監視は、司令部間陸軍司令部（CIE：Commandement Interarmées de l’Espace）、共

同宇宙司令部及び空軍といった国防組織がその責任を担っている83。運用レベルで

は、責任はフランス空軍とフランスの宇宙機関であるフランス国立宇宙研究センタ

ー（CNES：Centers d'ÉtudesSpatiales）の間で共有されている。空軍は、監視シス

テム（GRAVES）と追跡レーダーの全体的な調整と運用を担当している。CNES は、衝

突リスクの監視、再突入解析、空軍の飛行力学サポート及びフランス宇宙法の実施

を担当している84。 

SSA は、2019年フランス国防宇宙戦略の 3つの中核分野の 1つとして定められ、

SSA の能力を拡張して全ての軌道の活動を監視するよう求められた。それは以下の

ように報告されている。「この戦略における優先事項として、SSA は、脅威をより

適切に評価し、観測された活動の特徴を把握するために、宇宙だけでなく地上でも

強化する必要がある（宇宙関連のインテリジェンスに取り組む）。 」フランス空軍

の一部であるリヨンに本拠を置く軍事監視宇宙物体運用センター（COSMOS： Centre 

Opérationnel de Surveillance Militaire des Objets Spatiaux）は、防衛と国家

安全保障の文脈で SSA に対処する責任を持つ。さらに、フランスはドイツとの二国

間 SSA データ共有協定を締結している。この協定では未分類なものと分類されたも

のの両方の SSA データの交換について定められている。 

CNES はフランス政府の宇宙機関である。本拠地はパリにあり、フランス国防省の

監督下に置かれている。フランスは CNES によって EUSSTサポートフレームワークに

参加している。  

宇宙デブリは、CNES の最優先事項であり、協力、監視、技術及び緩和が含まれ

る。CNES は、ベストプラクティス、ガイドライン及び標準の確立を担当する国際的

な会合（ECSS、ISO、UN COPUOS、IADC等）を積極的にサポートしている。SSA の観

点から、CNES は GRAVES のデータを使用して、LEObの宇宙物体のカタログを保持し

ている。CNES は、この分野での数十年の経験に基づいて、接近分析において主導的

な役割を果たしている。これは、運用中のフランスの衛星である Cerise がスペース

デブリとの衝突によって損傷した 1996年の Cerise 事件によるものである。CNES

は、このイベントに続いて連動分析を確立し、EUSSTを介したこのようなサービス

の主要な貢献者となった。CNES の主要な衝突回避サービスは CAESAR（Conjunction 

Analysis and Evaluation Service:：接近解析とアラートと回避有無の推奨といっ

た評価サービス）と呼ばれている。アラートと推奨事項）。世界中の 106 の衛星が

EU-SSTサービスを通じて CAESARを使用している。CAESARは、フランス及び外国の
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宇宙物体の衛星再突入を追跡する。CAESARは米国から情報を取得しし、JSpOCはフ

ランスの SSA センサーからのデータで補足される。CAESARは、衛星の軌道内衝突リ

スクの管理を担当するチームのニーズに対応する基盤ソフトウェアである Java for 

Conjunctions（JAC）によってサポートされている。これは CNES によって配布され

るモジュラー・ソフトウェアであり、情報のみを提供する基本モジュールは無料で

利用できるが、年会費を支払うことで意思決定及びその検証をサポートするエキス

パートモジュールを利用できる。CNES には、これらのサービスをサポートする約 16

人の開発者からなるチームがあり、CNES 宇宙運用データ（SpOD：Space Operations 

Data）サーバーを通じて提供される。 

 

フランスのセンサー  

フランスの GRAVES レーダーシステム（GrandRéseauAdaptéàla Veille Spatiale）

は、フランス国防省が所有、フランス空軍が運営し、LEO（高度 400-1000km）の宇

宙物体の監視を提供する。GRAVES は 2005年に運用を開始し、サイズが 1mを超える

2000〜3000の宇宙物体を追跡及びカタログ化することができる。GRAVES のデータは

EUSSTサポートフレームワークで使用され、

CNES が提供する SSA サービスをサポートしてい

る。フランス国防省のシステム評価及び試験局

は、フランス全土で複数のレーダー及び光学セ

ンサーを運用している。これらの中で最も強力

な Armor は、追跡船のモンゲにある。CNES は、

主に天体物理学研究用に設計された TAROT望遠

鏡（TélescopeàAction Rapide pour les Objets 

Transitoires）の観測時間を使用して、GEO 帯

を調査している。2つ目としては、補完的な望

遠鏡 TAROT-S がチリに配備されている。 
図表 2-23：GRAVES レーダーシステム85 

 

 

2.3.5.3 ドイツ 

2010 年のドイツ連邦政府の宇宙戦略には、国家的 SSA 能力の開発を含む、宇宙シ

ステムの完全な機能・能力と宇宙の利用へのアクセスを確保するという目的が含ま

れている。これにより、最終的にはドイツ空軍と DLR宇宙局が運営する共同施設で

あるドイツ宇宙状況認識センター（GSSAC：German Space Situational Awareness 

Centre）が設立された。GSSACは、ドイツ連邦政府の宇宙状況認識のための主たる

コンタクト・ポイントとして機能し、宇宙物体のドイツのカタログを管理してい

る。GSSACのミッションは、国家政策の支援、宇宙インフラの保護及びドイツ軍の

支援のためのプロダクトを提供する際に、宇宙監視、偵察及び天気で構成されてい

る SSA を組み込むことである。 

ドイツ航空宇宙センター （DLR：Deutsches ZentrumfürLuft-und Raumfahrt eV）

は、航空宇宙、エネルギー、輸送の研究のためのドイツの国立センターである。DLR
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は、研究機関であることに加えて、ドイツの宇宙機関（DLR Space 

Administration）としても活動している。ドイツ連邦政府に代わってドイツの宇宙

プログラムを計画し、実施する責任を有する。DLRは、EUSSTサポートフレームワー

クでもドイツを代表して参加している。  

データは米国からドイツ宇宙作戦センター （GSOC：German Space Operation 

Center）に提供される。米国 CSPoCが、このデータを小口径ロボット望遠鏡ネット

ワーク（SMARTnet：Small Aperture Robotic Telescope Network）で補完する。

SMARTnet は、GSOCとベルン大学天文学研究所（AIUB）が共同で運営する世界規模の

専用光学望遠鏡ネットワークであり、関係する全てのパートナー間で収集された全

ての情報を自由に交換できる。結果の測定値は主にトラックレットであり、GSOCの

サーバーを利用し、SMARTnet を介して交換される。SMARTnet は主に、静止軌道での

GEO調査及びカタログ物体に使用される。このネットワークには、スイス、その他

の欧州のいずれかの場所、南アフリカの望遠鏡が含まれており、他にもオーストラ

リアと南アメリカに望遠鏡を配備する計画がある。さらに、ドイツはフランスとの

二国間 SSA データ共有契約を締結しており、これは秘匿性のない情報と機密な物の

双方の SSA データの交換を対象としている。 

フラウンホーファー高周波物理及びレーダー技術研究所 （FHR：Fraunhofer 

Institute for High Frequency Physics and Radar Techniques）は、様々な用途向

けのレーダー及び高周波技術を開発する実験的研究センターである。ドイツ実験宇

宙監視・追跡レーダー （GESTRA：German Experimental Space Surveillance and 

Tracking Radar）、 追跡・画像レーダー （TIRA：Tracking and Imaging Radar）

など、SSA に使用される多数のレーダーを設計した。     

 

GESTRA システムは、地球軌道上の物体を連続的に追跡する機能を備えた 256個の

位相制御アンテナを採用している。このレーダーは、DLR Space Administration に

代わって、フラウンホーファー高周波物理及び FHRによって開発及び構築された。

2019年 11月に最初のデータを受信した。GESTRA が取得した全てのデータは、GSSAC

によってカタログ化される。GESTRA は、LEOの物体のドイツの軌道データカタログ

を作成するために使用され、ドイツの研究機関が利用できるほか、EUSSTプロジェ

クトをサポートしている。 

TIRA は、FHRによって構築及び運用される 34mアンテ

ナを備えた追跡及び画像レーダーである。その目的は、

高精度の軌道決定と宇宙物体の詳細な分析である。TIRA

はフランスの Graves レーダーと連携して使用され、グ

レーブスによって識別された物体の詳細なフォローアッ

プを提供することがある。TIRA は様々な目的に使用さ

れるが、その高い機能（1000kmの高度でサイズが 2cm

までの物体を識別できる）により、SUS に使用され、デ

ータは EUSSTコンソーシアムと共有されている。 
図表 2-24：GESTRA システム86  
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2.3.5.4 スペイン 

スペイン宇宙監視・追跡 （S3T：Spanish Space Surveillance and Tracking）シ

ステムは、2つの主な目的を持つ宇宙監視・追跡（SST：Space Surveillance and 

Tracking）サービスを提供する。 

1. 不可欠な宇宙インフラの長期的な可用性の確保 

2. 政府及び民生サービスに対して、制御されていない大気圏再突入又はスペー

スデブリに関する出来る限りの情報の提供を提供している。 

S3Tシステムには、国立 SST オペレーションセンター （S3TOC：SST Operations 

Centre）と、光学望遠鏡とレーダーセンサーを含む地上センサー（S3TSN）で構成さ

れている。EUSSTサービス提供ポータルを介して、衝突警告、断片化の検出と特性

評価及び制御されていない大気圏再突入の監視といったサービスを提供している。 

S3TOCは、外部データソース（US CSpOCなど）で補完された S3Tセンサーネット

ワークからの観測に基づいて独自のカタログを保守し、EUSSTプログラムに貢献し

ている。JSpOC）及び EUSSTプログラムに貢献しています。S3TOCは、次の機能で構

成されている。 

• データ処理とカタログ化  

• サービス処理  

• センサーの観測計画とタスク処理  

• サービス提供  

 

S3TOCソフトウェアは、スペインの民間企業によって全て開発されている。2017

年現在、 S3Tセンサーネットワークには 5つの光学望遠鏡と 1つのレーダーセンサ

ーが含まれており、さらに 4つの望遠鏡、もう 1 つのレーダー、レーザー測距ステ

ーションが計画されている。これらには、研究機関及び商業運用者が所有し、及び

運営するセンサーが含まれる。 

スペインは、EUSSTサポートフレームワークで、スペイン政府・産業技術開発セ

ンター（CDTI：Centro para el DesarrolloTecnológicoIndustrial）を担ってい

る。ESA は、GMV社（S3TOCの開発を担当）、Indra社（宇宙監視及び追跡システム

用の監視レーダーデモンストレーターの構築）並びに Deimos社（望遠鏡とレーダー

センサー用のソフトウェアを提供）を含むスペインの産業界からのサポートと共

に、S3Tシステムの開発において CDTIをサポートしている。 

スペインには、欧州のユーザー・コミュニティに限定的な衝突回避及び再突入予

測サービスを提供しながら、将来のサービスのためのテストベッドを提供してい

る、欧州宇宙天文学センター（ESAC：European Space Astronomy Centre）にある

ESA 宇宙監視試験・検証センター （SSTC：Space Surveillance Test and 

validation Centre）の本拠地もある。 

 

スペインの民間企業 

Elecnor Deimos （Deimos）社は、2001年に設立された宇宙サービスに特化した

スペインの企業である。ポルトガル、スペイン、英国、ルーマニア、イタリアに複

数のオフィスを有し、20名から 400人の従業員を有する企業にまで成長した。

Deimos社は、ミッション分析、地上セグメントシステム、オンボードソフトウェア
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システム、運用ソフトウェア開発、システム統合、検証、展開、試運転と運用のサ

ポートなど、衛星システムのバリューチェーン全体に幅広いサービスを提供してい

る。特に SSA に対して、Deimos社は、地球に接近する宇宙物体の検出と追跡を目的

としたプロジェクトである Deimos Sky Survey（DeSS）を運営している。Deimos社

は、スペインのオフィスから遠隔操作される 3つの光学望遠鏡を所有しており、検

出、追跡、特性評価、識別、カタログ化、衝突リスク評価などの SSA サービスを提

供している。Deimos社はこれらのサービスを顧客に提供し、研究プロジェクトをサ

ポートし、EUSST へのスペインが貢献するためのデータを提供している。特に SSA

の目的で提供しているその他のプロダクトとしては、ライセンス SSAソフトウェ

ア、特注ソフトウェアの構築及びダイレクトサービスの提供が含まれている。たと

えば、Deimos社は ESA Space Debris Office 用のソフトウェアを開発し、英国宇宙

運用センター（UK SpOC：UK Space Operations Center）にライセンスを付与し、

Eutelsat に直接 SSA 衝突警告サービスを提供している。サービスを全面的に提供す

ることで、Deimos社は運用を通じて日常的にソフトウェアをテストでき、開発チー

ムに直接フィードバックすることが可能となっている。 

GMV社は、ミッションサポート、衛星ナビゲーション、地上セグメント、データ

処理を含む幅広い分野の宇宙市場の顧客にプロダクト、サービス、ソリューション

を提供する欧州の企業である。GMV社は、欧州宇宙機関の SSA 及び SSTプログラム

に積極的に参加している。 

欧州宇宙機関の SSA プログラムをサポートすることに加えて、GMV社は商業衛星

運用者に SSA サービスも提供している。GMV社の focusoc という商業衝突回避サー

ビスでは、CSpOC SP カタログに基づき、接近検出、衝突リスクの評価と回避及び

SSTデータ処理と軌道決定の機能を提供している。USSTRATCOMと GMV社間の SSA デ

ータ共有協定に基づいて、focusoc は接続評価（CA）及び衝突回避（COLA）サービ

スを提供している。 

Indra はスペインのコンサルティング、テクノロジー、イノベーション企業であ

り、多くの分野で活動している。宇宙セグメント事業は、EUSSTを通じて技術イン

フラストラクチャを提供するスペインをサポートしている。2010 年、Indra はマド

リッドのサントルカズ海軍無線局にある宇宙監視追跡システム（SSTS：Space 

Surveillance and Tracking System）の監視レーダーの検証・開発する契約を獲得

した。それは既に稼働しており、衛星と宇宙物体の最初の観測を成功裏に実行し

た。 

 

2.3.5.5 イタリア 

イタリアの国家 SST能力には、 イタリア国防省 、 イタリア空軍 （ItAF：

Italian Air Force）、イタリア宇宙機関（ASI：Angenzia Spaziale Italiana）及

びイタリア国立天体物理学研究所 （INAF：National Institute for 

Astrophysics）の間のコラボレーションが含まれ、EUSSTサポートフレームワーク

に直接貢献している。イタリアは、Agenzia Spaziale Italiana（ASI）が EUSSTサ

ポートフレームワークに参加している。 

地上のレーダーセンサー、光学望遠鏡、レーザー施設を含む多くの国家センサー

は、 イタリア宇宙監視・追跡運用センター （ISOC：Italian Space Surveillance 
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and Tracking Operational Center）にデータを提供している。ISOCは、国家 SSA

センサー、タスクセンサー、及びデータ処理の中心的なハブであり、EUSSTサポー

トフレームワークに供給するサービスを提供する責務を負っている。 

イタリアは主に、その学術的及び軍事的能力の使用に焦点を当てている。一例と

して、2015年、イタリアの会社 Finmeccanica/Selex ES は、イタリア空軍と共同

で、Selex ES がイタリア空軍向けに製造した RAT-31/DL FADR（Fixed Air Defence 
Radar：固定防空レーダー）レーダーシステムを使用してテストを実施した87。ドイ

ツ航空宇宙工学グループ （GIAS：German Aerospace Engineering Group）は、 

ItAFフライトテストウィング内で動作し、EUSSTプログラム内で ISOCとして機能す

る。 

GMSPAZIO 社は、ローマに拠点を置く欧州の中小企業であり、航空宇宙、防衛、セ

キュリティの分野で事業を展開している88。GMSPAZIO 社は、AGI 社などのような多く

のグローバルプロバイダーのシステムインテグレーター及びディストリビューター

であり、独自のサービスである GMSPAZIO Satellite Tracking Toolkit（GSTT）を

提供している。GSTT社は、AGI 社の STKを基盤として、複数のソースからのデータ

を統合及び処理することにより、LEO、MEO、及び GEO軌道の衛星運用者に SSA / 

SST機能を提供する89。 

 

2.3.5.6 ポーランド 

ポーランドは 2018年に EUSSTプログラムに参加し、2019年から 2021年の国家宇

宙プログラムの一環として、国家宇宙状況認識センター （SSAC-PL：Space 

Situational Awareness Centre）を設立した90。ポーランドは、ポーランド宇宙局の

EUSSTサポートフレームワークに参加している91。ポーランドの EUSSTプログラムへ

の貢献には、世界中のポーランド、アルゼンチン、オーストラリア、チリ、RSA、米

国にある 19の望遠鏡が含まれ、複数の研究機関と民間企業が所有し、SSA データの

処理と分析の専門知識を備えたプログラミングツールを備えている。 

ポーランドの SSAコミュニティの中核には、公的研究機関と民間企業が含まれ、

その多くは上記の望遠鏡を提供して EUSSTプログラムをサポートしている。これら

には、ポーランド科学アカデミーのニコラウスコペルニクス天文センター、ポズナ

ンのアダムミツキェヴィチ大学物理学部の天文台、グディニアのバルト工科大学及

び民間企業が含まれる。Sybilla Technologies 及び 6ROADS。 

 

2.3.5.7 ルーマニア 

 ルーマニアは 2018年に EUSSTサポートフレームワークに参加し、ルーマニア宇

宙機関（ROSA：Romanian Space Agency）が代表を務めている。 2019年 3月、ソリ

ンドゥカル・ルーマニア大使が欧州連合衛星センター（EU SATCEN：European Union 

Satellite Centre）のディレクターに選出されている92。 

ルーマニアは 2011年から欧州宇宙機関のメンバーであり、2014年からルーマニ

アの研究機関や企業が ESA SSA プログラムの設計に参加している。ルーマニアは、

レーダーシステムと光学望遠鏡ネットワークを含むセンサー機能の更新を検討して

いる。また、ケイア（Cheia）地上局では、ROSA は SSA 活動のために 32mアンテナ
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を再利用することを検討している。このアンテナの予備評価は、Telespazio と

Radiocomが共同所有しているルーマニアの商業会社 Rartel が主導している93。ルー

マニアでは、ROSA、宇宙科学研究所、ルーマニアアカデミー天文研究所との協力に

より、宇宙物体観測用の光学望遠鏡のネットワークも検討している。これらのセン

サーからのデータは、ROSA の Space Tracking Center で集中管理される。 

 

2.3.5.8 ルクセンブルク  

ESA SSA プログラムをサポートすることに加えて、ルクセンブルク政府は 2019年

にカナダの商業 SSA企業 NorthStar Earth＆Space（NorthStar社）との間で、クリ

ーンスペースセンターオブエクセレンス（Centre of Excellence for Clean 

Space）を設立するための同意書に署名94。同センターはルクセンブルクの

NorthStar社によって運営され、ルクセンブルクの宇宙コミュニティ全体でのコラ

ボレーションを促進しながら、STMと SSA 情報サービスを提供することを目指して

いる。 
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2.4 その他の国の能力 

2.4.1 ロシア 

• ロシアの SSA 能力は、現状では米国に次いで世界で 2 番目に大きい。ロシア軍

は、4 つの電気光学望遠鏡を含む重要な宇宙監視能力を備えており、新しい地上

ベースの宇宙監視システムを開発している。  

• 国際科学光学観測ネットワーク（ISON：International Scientific Optical 

Observation Network）は GEO でのデブリ検出に焦点を当てたものであり、ロシ

アが運用している。 

2.4.1.1 概要  

ロシアは、米国に次いで世界で 2番目に大きい強固な SSA センサーのネットワー

クを管理している。3つのバイスタティック・フェーズド・アレイレーダーと 1つ

の 4面フェーズドアレイレーダーを含むロシア領土内外にある地上 SSA レーダー及

び電気光学センサーのネットワーク。これは、モスクワを防御するため対弾道ミサ

イル（ABM）システムの一部でもあるロシア宇宙監視システム（RSSS：Russian 

Space Surveillance System）を運用している。米国と同様、RSSS はロシア防衛省

の下で行われるロシアの軍事作戦と、ロシア宇宙機関（Roscosmos）の民生オペレー

ションをサポートしている。ロシアには、外務省やロシア科学アカデミー（RAS：

Russian Academy of Sciences）など、ロシア連邦全体の科学研究機関のネットワー

クの一部である他の機関の専門知識も組み込まれている。これらの機関は、SSA関

連の宇宙政策、国際協力、データ共有の発展に貢献している。 

RSSS データは、米国の衛星カタログと同様の衛星カタログを作成及び維持するた

めに使用されるが、GEO 帯でのカバレッジは不完全である95。ロシアでは、国際科学

光学観測ネットワーク（ISON：International Scientific Optical observation 

Network）も運営している。これは主に GEO 帯でのデブリ検出に焦点を当てており、

RSSS とは別の機能である。ISONは、RAS 内のケルディシュ応用数学研究所（KIAM：

Keldysh Institute of Applied Mathematics）によって調整され、様々な国で約 90

の望遠鏡を持つ 38の施設で構成されている。 

ロシア軍は、タジキスタンにある 4つの光電子望遠鏡で構成される Okno-Mシステ

ムなど、重要な宇宙監視能力を備えている。2016年初頭、ロシアは、Roscosmos と

の契約下で連邦宇宙計画の下で開発された、地球近傍の宇宙における「危険な状

況」に対する自動警告システムを開設した。ロシアは、UNCOPUOS でシステムの概要

を提示し、地球近傍の宇宙を監視するための世界初の民間システムであると説明し

た。プレゼンテーションでは、システムの目標を「ロシアの宇宙機によって行われ

る宇宙運用の安全性を確保するスペースデブリに関する国際的な義務において、ユ

ーザーに地球近傍の危険な状況の警告を発出し、ロシア連邦のコンプライアンスを

確保するために行われた活動を支援する。」と説明した。 このシステムには、セン

サーデータの取り込み、処理、分析のための電気光学センサーとセンターが含まれ

ている。  

さらに、ロシア当局関係者は、全ての高度における継続的な監視を実行するため

の新しい地上ベースの宇宙監視システムの継続的な開発に言及している。このシス
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テムは、2017 年には約 15,000個の物体を特定したと伝えられており、システムの

構築は継続される予定である。 

 

2.4.1.2 ロシアの民間企業 

ロシアの 2つの最大の衛星通信運用者であるロシア衛星通信会社（Russian 

Satellite Communications Company）とガスプロム・スペースシステムズ（Gazprom 

Space Systems）は、軌道暦を世界の商業宇宙 SSAコンソーシアムと共有しているこ

とは公に知られていない。 

 

 

2.4.2 カナダ 

• カナダは、米国に貢献する 2 つのセンサーを管理及び運用している。SSN 及び

SSA データ共有の国際的な基準形成においても役割を果たしている。 

• 商業的に、カナダには NorthStar社があり、宇宙ベースのSSAコンステレーショ

ン機能を開発している。 

 

2.4.2.1 概要  

カナダの主要な能力であるカナダ宇宙監視システム（CSSS：Canadian Space 

Surveillance System）は、米国に直接供給されている96。CSSS は、Sapphire衛星、

宇宙ベース電気光学センサー及び Sapphire の観測処理と、Sapphire衛星及び米国

政府の CSpOC間のデータ共有インターフェイスとして機能する Sensor System 

Operations Center（SSOC）で構成される 2面 SSA アーキテクチャーである。サファ

イア衛星は、LEOの円形の太陽同期軌道で自律的な電気光学センサーを操作する。

高度 6,000〜40,000kmのオブジェクトをイメージングできます。カナダにおいて

は、Sapphire の地上局は、宇宙機を制御及び監視する宇宙機管制センター（SCC：

Spacecraft Control Center）と、 CSpOCへの送信のために SOCへ転送する前に

Sapphire のデータの送信、受信及び処理を行う衛星処理並びにスケジューリング施

設（SPSF：Satellite Processing and Scheduling Facility）で構成される。カナ

ダも同様に、LEOに拠点を置く NEOSSatマイクロサテライトを通じて、宇宙ベース

の SSA データを米国 SSNに提供している。 

カナダの SSA 能力のもう 1 つの主要なプレーヤーは、米国国防総省に属する

DARPA と同様に機能する研究機関であるカナダ国防研究開発局（DRDC：Defense 

Research and Development Canada）である。オタワに所在する DRDCは最近、SSA

（カナダでは宇宙監視、又は「SofS：Surveillance of Space」と呼ばれることもあ

る）の R＆Dツールとして機能する小型光学センサーを開発した。センサーは DRDC

オタワ宇宙監視観測所（SSO：DRDC Ottawa Space Surveillance Observatory）と呼

ばれている。このセンサーは、NEOSSat SofS 宇宙ベースのマイクロサテライトの操

作もサポートしている97。 

カナダは、Norstar Space Data として知られる NorthStar社の本拠地でもある。

NorstarSpace Data は、SSA 機能用に設計されたリモートセンシング及び光学センサ
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ー用の宇宙ベースのハイパースペクトル並びに赤外線（IR：infrared）コンステレ

ーションを開発している商業会社である。カナダ政府、ケベック州政府、

Telesystem Space（カナダの技術開発会社）の両方からの投資により、NorthStar

社は、宇宙に焦点を合わせたセンサーが完全に展開した時には 300,000個以上の低

軌道の物体を対象とし、世界の顧客へ軌道を追跡しサービス提供をしようとしてい

る98。 

 

2.4.3 中国 

• 中国はデータ共有活動に参加していないが、堅牢で、大部分が機密のSSAセンサ

ーネットワークを運用している。 

• 中国はまた、アジア太平洋宇宙協力機構（APSCO：Asia Pacific Space 

Cooperation Organization）を通じて、アジア太平洋地域での SSA データ共有の

確立に取り組んできた。 

 

2.4.3.1 能力及び宇宙政策 

中国は、対衛星（ASAT：Anti-Satellite）兵器システムの開発とその実験成功を

通じて、優れた SSA 能力の所有を実証しているが、中国の軍事 SSA 能力の多くの詳

細は公開されていない。中国科学アカデミー（CAS：Chinese Academy of 

Sciences）が運営するパープルマウンテン天文台（PMO：Purple Mountain 

Observatory、紫金山天文台）には、Ganyu、Honghe、Qingdai、Qinghai、Xuyi の 5

つの支所天文台にある望遠鏡がある。PMOは、中国からの打ち上げの分析など、い

くつかのユニークな SSA サービスをサポートすることを目的とした海洋ベースの船

を所有し、運用している。また、最近ではアルゼンチンのパタゴニア地域におい

て、平和目的の宇宙観測及び探査を目的とした地パラボラアンテナが設置された99。 

最近の開発状況としては、国家防衛科学技術産業局（SAST：Science, Technology 

and Industry for National Defense）及び CAS による 2015年の地球近傍物体

（NEO：Near-Earth Objects）とスペースデブリの両方を監視する政府運営センター

の設立がある。中国国営メディアによると、同センターは CSpOCと同様の監視ネッ

トワークを管理し、既存の中国の施設からの観測データと海外の監視データを取り

込み、独自の監視ネットワークを構築している100。公的には認めていないものの、

中国の SSA 活動の背後には国家安全保障と防衛の動機もあると見られている。  

2016年の中国政府の宇宙政策白書は、非宇宙物体を含む可能性が高い「スペース

デブリ・データベース」を強化する計画に言及した。この白書においては、データ

共有モデルと宇宙環境監視システムの改善も求められている。また、NEOを監視す

る施設に関する一連の研究を実施し、そのような物体を監視及びカタログ化する中

国の能力を高める計画を策定することも約束した。中国の宇宙物体のカタログはお

そらく国際社会に公開されていないが、ある研究では、中国は Tiangong-1 宇宙ステ

ーションの再突入についての非常に正確な予測を通じて、他の組織と比較して軌道

の伝播と追跡能力を実証したことを指摘している101。 

中国の宇宙ベースの SSA 能力に関する公開情報は限られているが、中国の衛星の

SJ-12、SJ-15、及び SJ-17 中によって行われるランデブー及び近接操作（RPO：
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Rendezvous and Proximity Operation）に基づく一部のアナリストによる推測で

は、その用途は宇宙ベースの SSA 及び検査である可能性がある102。 

 

2.4.3.2 パートナーシップと地域活動  

中国は、SSA を宇宙分野における戦略的な国際協力と中国のリーダーシップ促進

の分野と見なしている。アジア太平洋宇宙協力機構（APSCO：Asia Pacific Space 

Cooperation Organization）でのリーダーシップを通じて、SSA のデータと情報を

取り込むことで貢献している。APSCOは、宇宙活動における協力と負担分担のため

に、アジア太平洋諸国間で ESA のような連合を構築することを目標に制定された地

域団体である。中国は、APSCOのアジア太平洋地域地上ベース光学宇宙物体観測シ

ステム（APOSOS：Asia-Pacific Ground-based Optical Space Objects Observation 

System）ネットワークの開発をリードしている。2011年から、APOSOS は、APSCO 加

盟国間で既存の観測施設と新たに建設された観測施設を繋ぐこのネットワークの完

成に向けて徐々に推進している103。 

このネットワークの主な焦点は、衝突回避及び早期警告サービスのために、加盟

国が持つ LEOにおける物体に関するデータの拡大にある。2012年にタイ、インドネ

シア、イランで最初の試験フェーズが成功し、その後、これら 3つの望遠鏡が 2013

年に実装された。その後、2015年にはパキスタンとペルーにある 2つが続いた。

APSCOの公式文書において、APSCO 加盟国の宇宙機の 90％を含む 206個の物体が、

物体カタログにおいて追跡されたことを報告している。APSCOは、バングラデシ

ュ、モンゴル、トルコを含む他の各 APSCO 加盟国に最終的にセンサーを構築する目

標を公に表明している。 

 

 

2.4.4 オーストラリア 

• オーストラリアは、米軍の能力の強力なパートナーであり、SSN に情報を提供し、

国内の SSA 知識ベースに貢献するいくつかのセンサーをホストしている。 

• オーストラリアには、SSA を研究しているいくつかの定評のある学術研究機関が

あり、最近、民間 SSA 提供者が出現している。 

 

2.4.4.1 概要 

オーストラリアの地理的位置は、宇宙時代（Space Age）から宇宙通信の重要な役

割を果たしてきたが、最近になってようやく民生宇宙機関を立ち上げている。こう

いった状況ではあるが、オーストラリアは宇宙活動において SSA の専門知識と米国

との緊密な関係を長年培ってきており、独自目的の利用と、SSNに供給する地上及

び宇宙ベースの SSA センサーをいくつか運用している。たとえば、オーストラリア

空軍（RAAF：Royal Australian Air Force）の第 1 リモートセンシングユニット

（1RSU：No. 1 Remote Sensing Unit）は、1992年に最初に設立され、Jindalee の

高周波 Skywave Over-The-Horizon-Radar（OTHR）を運用している。また、オースト

ラリアは月間太陽観測所（LSO：Learmonth Solar Observatory）と呼ばれる、太陽
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活動を監視及び分析する宇宙気象望遠鏡を運用している。LSOは、気象局、防衛科

学技術グループ及び米国空軍が共同で運営している。 

また、1RSUは電気光学式宇宙監視望遠鏡（SST）と地上設置型光学望遠鏡及び C

バンド宇宙監視レーダーの 2つの米国所有の SSA システムを遠隔操作しており、観

測データを米国 SSNに供給している。SSTは、三面鏡の光学設計と湾曲した光学焦

点面により、従来の望遠鏡よりもはるかに大きな視野（FOV：Field of View）を動

作させながら、高速で広域の検索の性能を発揮し、SSNに重要なキャパシティを提

供している。 SSTは 2017 年に、米国ニューメキシコ州のホワイトサンズから、西

オーストラリア州エクスマスの海軍通信局ハロルド E.ホルトに移管を開始した。新

しいサイトでのシステムの完全実装には天候的な影響があったものの、今後稼働し

2021年までに米国 SSNにデータを送信する予定である。ハロルド E.ホルト海軍通信

局にある Cバンド宇宙監視レーダーシステムは、米国とオーストラリアの共同イニ

シアチブであり、米国 SSN へのデータ供給を開始した最初の南半球 LEOセンサーで

あった。米国宇宙軍は、レーダーの運用開始から 1年の間に、レーダーが 40,000を

超える宇宙物体追跡イベントを実施したと推定した104。 

 

図表 2-25：ハロルド E.ホルト海軍通信局にある Cバンド宇宙監視レーダーシステム米国空軍宇宙

局による画像提供105 

 

2.4.4.2 非政府組織 

オーストラリアには、宇宙環境研究センター（SERC：Space Environment 

Research Centre）もある。これは、政府機関、大学、オーストラリア、米国、及び

日本の宇宙産業の専門家のコラボレーションである106。SERCのメンバーには国立情

報通信技術研究所、ロッキードマーティン・スペースシステムズ社の先端技術セン

ター、EOS スペースシステム、王立メルボルン工科大学の宇宙研究センター、オー

ストラリア国立大学、オプタス衛星ネットワークなどがある。SERCは、宇宙デブリ

から生じる問題に対処するための国内の、国際的な、商業的な取り組みを融合させ

たいと考えている。彼らのウェブサイトでは「現在の独立した研究努力を統合し、
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国際研究協力のための透明なフレームワーク、最先端の宇宙研究プログラムとイン

フラストラクチャへのアクセス（中略）、研究プログラムの相乗効果を強化し、新

しい道を調査するための新しい資金（中略）研究の模範的な管理、一貫した焦点、

戦略的リーダーシップを提供する」との記載がある。 

 

2.4.4.3 オーストラリアの民間企業 

Electro Optic Systems社は、ソフトウェア、レーザー、エレクトロニクス、オ

プトロニクス、ジンバル、望遠鏡、ビームディレクターのコアテクノロジーに基づ

いた様々な電気光学アプリケーションのプロダクト範囲を提供するオーストラリア

の技術関連の上場企業である。ESA Space Systems は、SSA の事業部門として、ハー

ドウェア側に特化しており、物理センサーとシステムの設計、製造、配送及び運用

を提供している。そのシステムは、指向性エネルギービームを使用して宇宙物体を

調査し、そのシステムは物体追跡、特性評価、識別、通信、遠隔操縦、ミサイル防

衛などのサービスを実行できる。EOS Space Systems は、レーザー、望遠鏡、ビー

ムディレクターなどの SSA インフラストラクチャを、オーストラリア政府と世界中

の同盟国とパートナーに提供している。EOS Space Systems は、マウントストロム

ロ天文台でデブリ追跡ステーションを運用し、最近、ロッキードマーティンとオー

ストラリア国防総省の支援を受けて、リアマンスに新しい運用サイトを開設した。 

High Earth Orbit Robotics（HEO Robotics）は、シドニーに拠点を置く新興企業

であり、宇宙ベースの宇宙物体に接近、検査、10km 前後の距離から高解像度の画像

に捕捉できるナノ衛星の分散型「群れ」コンステレーションのアーキテクチャーを

開発している。HEO Robotics は、この高解像度の画像を利用して、衛星通信運用者

や保険会社が衛星の健全性を評価する方法や、軌道デブリの分布に関する研究に貢

献したいと考えている。また、HEO Robotics は、最終的な軌道上サービスと軌道上

での製造の経済的適応を可能にすると考え、検査画像を使用して衛星の寿命を最適

化するバリューチェーンを表明して、衛星の寿命を最適化しようとしている 107。 

 

2.4.4.4 学術機関 

カーティン大学の国際電波天文学研究センターは、直径 1.5kmを超える領域に分

散された 2048 個のダイポールアンテナで構成される電波天文学機器、マーチソンワ

イドフィールドアレイ（MWA：Murchison Widefield Array）を管理している。MWA

はパッシブ RF信号を受信することが最近実証されており、カーティン大学と

Defense Science and Technology Group の間でパッシブワイドエリア SSA センサー

として機能する可能性を判断するためのさらなる研究が行われている。現在、MWA

の主要な機能は、天体物理学と宇宙天気研究に向けられている107。 

王立メルボルン工科大学（RMIT：The Royal Melbourne Institute of 

Technology）の宇宙研究センターは、SERC協力グループのメンバーであり、天体力

学、GPS追跡、大気、宇宙天気、電離層の特性評価における SSA関連の研究を行っ

ている。特に、RMITは、宇宙物体の軌道決定アルゴリズムを改善するために SERC

内で活動してきた。別の大学であるオーストラリア国立大学（ANU：Australian 

National University）は、主にエンドユーザーのサービスとアプリケーションに関

する SSA の研究を行っており、SERCにも貢献している。 
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2.4.5 ニュージーランド 

• ニュージーランドは最近、民間の SSA企業の支援を受けて、SSA 能力に対する政

策と予算投資を増やした。  

• ニュージーランドは、宇宙システム、政策、及びプログラムの目標の構築に、

商業的な視点と能力を含めることを特に優先している。 

2.4.5.1 概要 

ニュージーランドは新興宇宙国であり、2016年に国の民生宇宙機関が設立されて

以来、様々な宇宙問題にまたがる新しい宇宙政策の取り組みを取り入れてきた。特

に、ニュージーランドのビジネス・イノベーション・雇用省（MBIE：Ministry of 

Business, Innovation, and Employment）は、宇宙規制の主要な政策機関として任

命されており、ニュージーランドと米国の間の技術保障措置協定である宇宙及び高

高度活動法案の他、UNCOPUOS の新加盟国として国連宇宙物体登録条約に署名し、批

准するという決定を発表している。 

MBIEは、他の宇宙プレーヤーとの協力関係を構築することを目的とした革新的な

パートナーシッププログラムも主導している。その地理的位置は、航空交通や船舶

からの干渉を比較的最小限に抑えながら、様々な軌道で SSA インフラとして理想的

な場所にある。2018年、MBIEは、宇宙関連の R＆Dプロジェクトで協力するため

に、SSA の民間企業である LeoLabs社と覚書（MOU）に署名した。2019年、そのパー

トナーシップの最初のプロダクトである、Kiwi Space Radar（KWS）と呼ばれる新し

い LeoLabs フェーズド・アレイ Sバンドレーダーが発表され、ニュージーランド宇

宙機関に SSA データが提供される。 

LeoLabs社は、ニュージーランド宇宙機関と提携して、同機関のための規制的か

つ持続可能なプラットフォームを設けた。このプラットフォームは、例えば政府が

付与したライセンスの遵守の確認等政策・規制策定のための分野の測定を行う。商

業的な新興企業が規制政策に直接影響を与えることは珍しいことだが、これは商業

活動を宇宙活動に取り入れることに対するニュージーランド政府の熱意を示してい

る。 

 

2.4.6 インド 

• インドは、SSA プログラム及びシステムへの投資を増やし、国際 STMの枠組みの

開発に貢献するとの意向を表明している。  

• インドの現在の SSA 能力は 、近年、 根本的な進歩を遂げている。 

 

インド政府は、科学プログラムや打ち上げ能力から、人間の宇宙飛行システムや

衛星破壊システムに至るまで、2010 年以降、宇宙システムへの投資を大幅に見直し

てきた。現在は、北米航空宇宙防衛司令部（NORAD：North American Aerospace 

Defense Command）の TLEに依存しており、COLA、SOPA（Space Object Proximity 

Analysis）、デブリ・モデリングなどの衛星システムで SSA分析を行っている。

2018年、インドの国家宇宙機関であるインド宇宙研究機関（ISRO：Indian Space 

Research Organisation）は、CNES との宇宙協力に関する共同ビジョンに署名し

た。ISROのセンサーネットワークには、マルチオブジェクト追跡レーダー（MOTR：
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Multi-Object Tracking Radar）、現在改装中の LEO内のオブジェクトを追跡するた

めの Lバンドフェーズドアレイレーダーが含まれている。MOTRは、800kmの範囲内

で 50cmまでの物体を追跡でき、それは Polar Satellite Launch Vehicle（PSLV）

の上段の追跡で実証されている。ISROは、近い将来、追加のレーダーと光学望遠鏡

への投資計画を公に発表した。これには、2021年にオンラインになると予想される

GEOの物体を観察するための電気光学システムが含まれる108。データ分析とプロダ

クトの観点から、ISROは打ち上げロケットの離陸許可のために衝突回避分析を行

い、国際機関間スペースデブリ調整委員会（IADC：Inter-Agency Space Debris 

Coordination Committee）の再突入予測キャンペーンに貢献している。また、イン

ドはスペインの SSTシステムに監視レーダーを構築し、2019年初頭に稼働し始め

た。2019年初頭に「宇宙状況認識のための国の能力の確立を通じて宇宙資産を保護

するためのイニシアチブをとる」ことを発表し、約 80名の人員を含む SSA の中核組

織の設立も含んでいる109。 
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3. 民間 SSA のビジネスモデル 

3.1 宇宙経済の価値  

• グローバルな宇宙産業の着実に増加している売上の予測値を評価することによ

り、SSA サービスがサポート技術及びサービスとしてもたらす潜在的な価値を理

解することができる。 

• 宇宙産業に直接携わる企業の価値を合計するだけでは、これらの宇宙システム

の価値の全体像を正確に把握できない。宇宙がもたらす経済価値は全体で数兆

米ドルの影響がある。 

• したがって、宇宙ベースのアセットを保護するSSAシステムは、衛星及び打上げ

ロケット産業だけでなく、社会全体に影響を与える波及効果があり、重要な経

済的機能を果たす。  

 

宇宙時代の到来から 60 年の間に、宇宙システムは成長し、世界経済に重要なサー

ビスを提供している。当初、宇宙産業は、打上げ機の政府請負業者と初期の衛星の

メーカーから構成されていたが、その目的は主に軍事的目的であった。その後、

1960 年代と及び 1970 年代になり、民間の支援を受けた通信衛星が軌道上の政府保

有の宇宙機に搭載され始め、商業的な宇宙セクターが徐々に形成され始めた。1980

年代半ばまでに、多くの政府が商業的な打上げ事業者のライセンス取得のためのガ

イドラインを策定し始め、宇宙経済は一層開かれたものとなった。今日、毎年何百

もの新しい衛星が打上げられ、世界中の市場の生産性と効率化の向上を促してい

る。 民間事業者が打ち上げる衛星の数は着実に増加しており、政府が打上げた衛星

の数をはるかに上回っている。 

 

政府は、依然として多くの宇宙ベースのサービス及び活動の中心的な顧客兼ユー

ザーであり、衛星アプリケーション市場に関する報告書が作成されることもあるも

のの、宇宙システムが現在の世界経済に及ぼす深刻な影響を正確に定量化すること

は依然として困難である。宇宙ベースのシステムからのデータとサービスは、国際

通信とインターネット、輸送・出荷、天気予報、災害対応、採掘、測量、環境モニ

タリング、精密農業、正確なマッピングと人口予測、電気通信、さらにはグローバ

ルな金融と銀行業、公益事業やその他の重要な経済インフラストラクチャと同様

に、宇宙システムのデータとプロダクトの使用は、場合によっては気付かないほど

現代社会と完全に統合されている 1。Space Foundation の報告によると、世界の宇

宙経済活動の価値は 2018年には 8％超増加し、約 4,150億米ドルに達した 2。 コン

サルティング会社の Bryce Space and Technology 社は、米国だけで、衛星システム

に依存している主要産業の総収入合計は、年間 5兆米ドルを超えるとしている 3。  
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3.1.1 GNSS 

宇宙ベースのデータが世界経済にどれだけ密接に統合されているかを示す良い例

は、全地球航法衛星システム（GNSS：Global Navigation Satellite Systems）から

のデータの使用である。米国が所有及び運用している最も成功した GNSSコンステレ

ーションは、全地球測位システム（GPS：Global Positioning System）と呼ばれ、

約 20,000kmの高度で中軌道にある衛星のコンステレーションである。他の GNSSコ

ンステレーションは、ロシアが運営する GLONASS、ヨーロッパが運営するガリレ

オ、中国が運営する北斗(BeiDou)、日本が運営する準天頂衛星システム（QZSS：

Quasi-Zenith Satellite System）等があり、地域及びグローバルにサービスを提供

している多くの人は GNSS データを通勤のナビゲーションなどの便利な日常アプリケ

ーションと関連付けることができる。しかし、GNSSコンステレーションが、正確な

位置、ナビゲーション及びタイミング信号を提供し、世界中のエンドユーザーの日

常生活に重要な影響を与えていることについては、ほとんどのエンドユーザーが知

ることはない。多くの宇宙システムと同様に、GPS はもともと軍事用に構築されて

おり、国家安全保障の目的のみに利用されていた。しかし、1980 年代に商業利用及

び民生利用についても可能となって以来、民間市場においても使用されるまでに利

用が拡大され、経済的に様々に応用するための広範なプロダクトとサービスの基盤

を形成している。米国国立標準技術研究所（NIST：National Institute of 

Standards and Technology）による RTIレポートは、1983年の商業化以来、調査対

象となる 10のセクターでの GPS データが経済全体に与える影響は、直接収益で 1.4

兆米ドルを超えていたと推定した 4。しかし、効率性、労働力の生産性、コストの回

避などの他のメリットは考慮されていない。 

 

3.1.2 リモートセンシング  

リモートセンシング産業は、宇宙アセットと宇宙関連のプロダクトによって可能

となったもう 1 つの大きな経済セクターである。リモートセンシングは、現場での

観測やセンシングとは対照的に、遠く離れた地球上の物体、場所又は現象に関する

情報を収集する。通常は衛星によって観測されるが、場合によっては、高度の気象

観測用気球又はドローンによっても観測される。特に地球観測（EO：Earth 

observation）リモートセンシング衛星は、光学及び赤外線（IR：infrared）エネル

ギー（太陽光の反射）といった宇宙由来の反射エネルギーを測定するために使用で

きる。リモートセンシング衛星は、高解像度で変化する地形を調査する合成開口レ

ーダー（SAR：Synthetic Aperture Radar）衛星、地球からの二酸化炭素、メタン、

その他の温室効果ガスの排出量を評価する分光衛星等その他の種類のデータも測定

できる。しかし、予期しなかったリモートセンシングの最大の利用例は、天気予報

と監視であり、世界経済と社会の生活の質に幅広い影響を有している。 

実際、宇宙システムから送信されるデータによって、グローバルな天気予報能力

に抜本的な変化が生じることが可能となった。準リアルタイム及びリアルタイムで

の宇宙データの登場で、天気予報モデル及びアルゴリズムの精度と適時性が体系的

に改善され、誤差が減少したことで、天気を予測することが可能な範囲が 1〜3日先

から 7〜10 日先までになった。EOデータにより、気象予報は都市や農業地域の正確

な降水量予報を行うことが可能となり、航空及び海上輸送の安全性を向上させた。

また、ハリケーン、モンスーン、場合によっては地震などの厳しい気象事象の発生
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についての測定誤差を減少させることで、自然災害に対するより正確な緊急事態対

応に係る決定を通知することが可能になった。こういったデータにより、災害の発

生におけるより早い段階での警告の発出が可能となり、災害前後の準備・対応が可

能になり、結果人命を救うことにつながる。 

リモートセンシング・システムは、変化する地球の気候を理解するためにも不可

欠である。このシステムは、海洋温度、海氷、森林破壊、野生生物の生息地に対す

る都市開発の影響等、より広範な環境に関する気象活動及びそのパターンを監視及

び追跡できる。EOデータの新興市場は精密農業と呼ばれている。これは、衛星デー

タを利用して、農家が土壌、肥料、散水及び植栽のスケジュール並びに輪作が全体

的な生産効率に与える影響について、農業及び農業業界にカスタマイズした洞察を

提供している 5。 

日々の再訪に向けた地球観測衛星コンステレーションの再訪率の向上によって、

宇宙から得られたデータをクラウド・コンピューティング、機械学習、人工知能へ

の適用の増加という別の現象を生じさせている。特に EOの場合、リモートセンシン

グ・システムから有意義で実用的な理解を収集するには、大量のデータを処理する

必要がある。Northern Sky Research（NSR）の 2019年の報告書によれば、EO業界

の新しいビジネスモデル（通常のサービスの年間・月間サブスクリプション等）に

より、EOデータの顧客市場が拡大していることがわかった。2018年、NSRは EO市

場が 2027 年までに 24億米ドルに達すると予測されている 6。 

 

3.1.3 電気通信及びインターネット  

宇宙システムによって可能となった世界経済の最大のセクター電気通信である。

1980 年代に商業通信衛星システムが開始されたことで、民間企業は世界中の情報を

迅速に転送し、放送できるようになり、電話、テレビ、衛星ラジオ及びインターネ

ットのビジネスモデルのパラダイムシフトを起こした。GNSS と同様に、電気通信業

界は、主に民生分野及び国家安全保障分野での通信機能について、長年にわたり政

府を主たる顧客として利益を得てきている。その需要は、娯楽市場と、サービスの

行き届いていない遠隔地での通信やインターネット接続などの特殊な市場のから商

業化されて以来急増した。衛星通信のバリューチェーンの一部は、非常に小さな口

径の端末（VSAT）業界にもある。これは、クレジットカードに係るトランザクショ

ンなどの狭帯域データや、モバイル海上通信や機内無線インターネットなどの一部

のニッチな伝送にも使用される 7。衛星産業協会の報告によると、地上機器とテレ

ビ、ラジオ、ブロードバンド及びモバイル通信の宇宙サービスを組み合わせた収益

は、2018年だけで約 2,500億米ドルに達した 8。モノのインターネット（IoT）バリ

ューチェーンなどの新しい機能の開発が進むにつれて、宇宙システムからのデータ

を使用してこれらの新しい機能を増殖させることも拡大しようとしている。 
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9 
図表 3-1：宇宙プログラム投資の影響 

 

2011年の宇宙経済に関する報告書「 The Space Economy at a Glance 2011」に

おける経済協力開発機構（OECD）の表は、宇宙システムが国際、国内、更には地域

的又はローカルな経済に影響を与えながらも、十分には議論されていない方法を記

載している。経済効果と言ってすぐに念頭に浮かぶものに留まらず、例えば、新し

い射場が地域経済の輸送セクターに与える影響として、宇宙プログラムと宇宙ベー

スのデータから生じる生産性の向上、コスト回避、加えて全く新しいビジネスやプ

ロダクト等の「永続的な」効果等が挙げられている。  

 

3.2 SSA 市場：価値と顧客  

人工衛星は、民生、インテリジェンス及び国家安全保障に関する政府のプログラ

ムにとって不可欠であり、民間衛星事業者が軌道上の宇宙システムの過半数のシェ

アを持つようになったのは、この 20 年のことになる。SSA は、ミサイル防衛及び警

戒体制にそのルーツがあることから、政府は現在でも SSA サービス及びデータの最

大の顧客となっている。同様に、政府は歴史的に SSA データと分析のプロバイダー

でもあり、民間 SSA 提供者は比較的新しい。より高度な空間的及び時間的機能に対

する世界的な需要が高まるにつれて、より多くの民間企業が SSA データの取得と分

析に焦点を当てたビジネスを追求し始めた。今後数十年、軌道上の商業用衛星の数

と使用が増加し、低軌道とその周辺の小型衛星の大規模かつ拡散したコンステレー

ション・アーキテクチャーへの人気の高まりに助けられるところもあって、民間

SSA 提供者は、ますます困難となっている仕事量や進化し続ける顧客市場に対応す

るために、その能力を成長させている。 
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商業、民生又は軍事目的の如何を問わず、宇宙システムの世界経済への投資と影

響は膨大であるが、軌道上の宇宙システムを監視及び保護するための SSA データ取

得と分析への投資は未だ少ない。ただし、近年、軌道上の衛星の数が劇的に増加し

たことを受け、政府は、この拡大されたミッションに対応するため、SSA インフ

ラ、データ管理、サービス及びプロダクトのサポートと維持を再評価し、増強して

いる。投資の増加分は、いくつかのセンサーの移動、運用と人員の給与、新しいセ

ンサーとデータ管理システムの開発、宇宙天気のプロダクトとサービスの強化、市

販の SSA データの購入、プロダクト、取得構造の開発及び既存のセンサーネットワ

ークのアップグレードなど、様々な分野にまたがっている。2018年の IDA レポート

では、ロシアや中国などの一部の国は国内の SSA 能力への投資を増やすことに戦略

的な関心を有しているが、SSA データを処理し、これらの国が自国のソフトウェア

を使用して SSA プロダクトを開発する能力については不明であり、米国ほど成熟し

ているとは考えられない旨述べられている 10。 

米国政府は現在、SSA のプロダクト、サービス、運用及びインフラに対する世界

的な支出をにおいて圧倒的な地位にある。2015会計年度から 2020会計年度までの

予測支出の詳細を示す GAOレポートでは、米国政府の SSA の中核的な予算（国防総

省（DoD)、NASA 及び海洋大気局（NOAA）による運用と開発の全体から計算したも

の）が年間平均約 10億米ドルであり、そのうち運営費及び人件費が毎年の中核予算

の約 63％を占めることが判明した。対照的に、欧州宇宙機関（ESA：European 

Space Agency）は、2009年度から 2020 年度の間に SSA プログラムに合計約 2億ユ

ーロを割り当てている 11。  

3.3 SSA システムのコスト 

米国やロシアなど、地理的に分散した大規模な SSA センサーネットワークを運用

している国では、通常、新しいセンサーとシステムの契約、構築、実証実験及び展

開が SSA 予算の大きな割合を占めている。ただし、SSA 予算の大部分は通常、人件

費と運用費から成る。国によっては、より大きなセンサーネットワークに接続する

単一又は少数のセンサーへの投資を選択する国もある。こうすることで、SSA プロ

グラムに関わる組織の人的な訓練と雇用について、さほど莫大な投資は必要ではな

くなる 12。 

GAOの報告書によると、米国の SSAへの投資は他国の群を抜いている。GAOの報告

書によると、米国宇宙軍（以前の空軍宇宙司令部）は、4つの新しい SSA センサー

及びシステムの開発、連合宇宙運用センター（CSPoC：Combined Space Operations 

Center）のミッション・システムの交換に対して、2015年から 2020 年度までの間

に合計約 18 億米ドルを投資している。米国空軍気象局は、2015年度から 2020 年度

にかけて、次世代のイオノゾンデと呼ばれる、宇宙天気分析のために電離層を構成

する粒子のデータを提供する地上レーダーのシリーズで構成された新しい SSA セン

サーに対して 2,200万米ドルを投資した。これに加えて、DARPA は、同じ期間

（2015年度から 2020 年度まで）に 99百万米ドル近くを投資した。この投資には、

宇宙監視望遠鏡、DARPA の極秘ミッションに固有な SSA プロジェクト及び DARPA に

特有なプログラムにわたるが、よりリアルタイムの SSA 及び意思決定ツールをサポ

ートする技術を研究している。 
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欧州では、2009年の SSA プログラムの設立以来、ESA の SSA センサーへの資金提

供は約 2億ユーロとなっているが、「完全に機能する欧州 SSA システムの実装に向

けた目標と進捗を達成する」ため、次の予算期間に「多数」の新規契約を予見する

ことが、ESA の Webサイトで述べられている 13。更に、EUの 2015年から 2020 年ま

での予算には、EUSSTプログラムと呼ばれる EUの SSA 能力について、センサー・ネ

ットワークのアップグレードに 97百万ユーロ、SSA サービスの提供及び調整に 70.5

百万ユーロ、5年間で合計 167.5百万ユーロが組み込まれた。 

 

SSAハードウェア  

SSA センサーを構築するためのコストは様々であり、必要なメンテナンスとアッ

プグレードは運用寿命全体にわたって異なる。地上の光学望遠鏡の場合、初期建設

費用だけでも、目的、精密さ及び全体的な能力に応じて、数万米ドルから数億米ド

ルの範囲になる。たとえば、2002年に DARPA から資金提供を受けた宇宙監視望遠鏡

（SST：Space Surveillance Telescope）は、2011年まで完成せず、現在もテスト

と評価が行われている。しかし、SSTは最先端の光学機器であり、これまでに世界

で最も先進的な広視野調査望遠鏡のように動作している 14。このような規模のプロ

ジェクトの場合と同様に、パフォーマンスの向上の大部分は、プログラムの複雑さ

コストの増加と結びついていた。2002年から 2011年（9年間）の SSTを生成するた

めの総費用は 150百万米ドルとなっている 15。堅牢性には欠ける光学インフラスト

ラクチャと比較すると、これは単一のセンサーに対して行うには大きな投資であ

る。SSTとは異なる性能を備えたものあるが、光学システムへの同等の投資とし

て、欧州天文台（ESO：European Southern Observatory）が約 6,400万米ドル

（2019年時点の価値に換算）で委託開発し、1999年から 2009年までの建設期間に

渡った天体用可視及び赤外線測量望遠鏡（VISTA：Visible and Infrared Survey 

Telescope for Astronomy）がある。 

全体として、レーダーSSA システムは設計がより複雑であり、開発に費用がかか

る。例えば、米国スペースフェンス・レーダーは、2019年に約 1,720百万米ドルの

予算が割り当てられ、14年間にわたって稼働する Sバンドのレーダーシステムであ

る。スペースフェンスは、2021年に運用開始予定であり、20万個近くの物体を追跡

し、1日当たり 150万件の観測を行う能力が期待されている。これは既存の SSNレ

ーダーによる現在の観測数の約 10倍に相当する。特定のレーダーへの軍の投資も

様々であることは注目に値する。これは、多くの政府保有のミサイル警戒システム

は、SSAミッションにも対応できるためである。 

LeoLabs社などの一部の商業的なプレーヤーは、レーダーネットワーク用に様々

なアーキテクチャーを選択している。つまり、スペースフェンスのように単一の大

容量レーダーに投資するのではなく、単一のソフトウェアにデータを統合する目的

で、地理的に分散された低コストで低感度の 6つのレーダーに投資している。これ

までに、LeoLabs社は 1,700万米ドルの投資を行なっている。LeoLabs社のアプロー

チは、従来のレーダーによるデータ取得とは異なるが、ベンチャーキャピタルから

支援を受けた企業のビジネスモデルに沿ったものであり、企業は投資家にリターン

を返すまでの期間が短くなっている。  
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SSAソフトウェア 

SSA センサー又はセンサーのネットワークの場合、SSA データの処理と管理に係る

補完的なシステムを獲得するため、総投資額の相当部分を割り当てる必要がある。

これには、取り込んだ生の観測データをデータプロダクトに処理するためのソフト

ウェアの短期又は長期のライセンスが含まれる。すでにセクション 1.3.2 及び

1.3.3 で説明したように、キュレーションと分析は、政府又は民間提供者の両方か

らの最終的な SSA データプロダクト及びサービスの有効性、正確性、及び精度を決

定する重要なステップである。 

3.4 主なビジネスモデル 

3.4.1 概要  

一般に、ビジネスモデルとは、企業が顧客から対価として支払われる金額の仮定

となるものである。これらの仮定は、ビジネス哲学者ピーター・ドラッカーがそれ

らを考えたように、潜在的な顧客基盤、競争、それとの区別、価値、技術、知的財

産など、より大きな市場内のビジネスのコンテキストに依存する 17。本質的に、ビ

ジネスモデルとは、プロダクトやサービスを顧客に提供することでビジネスが利益

を得ることができるかについての基本的なロジックである。 

  

3.4.2 顧客が現在及び将来重視するデータ及びサービスの種類 

衛星運用者にとって、政府の SSA システムとデータは、軌道上のアセットを保護

する上で大きな役割を果たす。しかし、より詳細で信頼性の高い SSA サービスを求

めるとの観点から、これらの事業者は民間 SSA 提供者にますます注目している。米

国などの主要な地域及びグローバル企業米空軍の第 18宇宙管制中隊（18SPCS）は、

一般的な公共サービスレベルの SSA プロダクトを運用者に提供し、潜在的な危険に

ついて警告するための接近データメッセージを発行するが、通常、関係者に対して

それ以上の追加的な情報や行動についての勧告は行なっていない。同様に、米国

SSNの SpaceTrackカタログ等宇宙物体のカタログの一部は米国政府によって管理さ

れ、公開されているが、商業 SSA データ提供者が現在顧客に提供できるレベルと比

較すると詳細さにおいて劣る。 

特に、商業用の SSA センサーと分析の技術的成熟度が向上するにつれて、米軍

は、国家安全保障に係る宇宙物体の公開カタログ上の開示について透明性を欠如し

ているとの批判を受けている 18。軍事及び商業宇宙産業の両方において、米軍は非

軍事関連 SSA の機能と作戦（非軍事 CDMや SpaceTrack 非分類カタログの管理など）

を外部に移すべきだというコンセンサスが高まっている。軍、SPD-3 によって後押

しされる形で、そのようなサービスを商務省に移すことになった。しかし、商業的

な SSA ベンダーは、更に高度な分析を行うために、より専門的なデータ製品を消費

者に提供するだけでなく、信頼性も高い安全航行性監視、高度なデータストレージ

と処理、さらには運用者の意思決定サポートなどの追加サービスも提供するような

システムの運用が必要であると考えている。現在、こういった民間の SSA ベンダー

が採用しているビジネスモデルは、主に政府のニーズに対応しているものである。
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政府は何十年にもわたって「主たる」顧客であった。政府の SSA プログラム・イン

フラの構築と保守に関する契約に加え、政府は、SSA システムの各要素（インプッ

ト、キュレーション、分析、プロダクト、サービス、並びにデータ管理及びデータ

処理）における能力の増強を商業と学術界から提供されるサービスに依存してい

る。この商業的に取得された能力は、商業及び学術的な生データセット、高度なデ

ータ分析とプロダクト、専門知識と人材、処理と管理サービス、物体とイベント特

性評価サービスの購入又は政府のセンサーネットワークでは十分にモニタリングさ

れていないような特定の分野についての分析の提供という形式を取っている。 

SSA のデータ、プロダクト又はサービスを政府以外の事業に提供しようとする民

間企業は困難な市場に直面している。何十年もの間、SSA データの提供は、主に政

府の民生部門及び軍事目的に対するものであったため、市場として新しい可能性に

適応している最中である。商業衛星数が増加するにつれて、衛星運用者の間で、

18SPCS によって発出される CDM 以外の SSA データについての市場の需要と関心が最

近になって生まれてきた。 

言い換えれば、商業衛星運用者はまだ初期段階の新興顧客であり、SSA データを

購入する市場というものが明確になってきている訳では無い。現時点では、これら

の新しい運用者は営利機関であるため、より効果的で、便利で、また、手頃な価格

で任務を遂行するのに役立つ民間 SSA プロダクト及びサービスのみを購入している
19。SSA を介して得られた情報によって軌道上の顧客資産についてのリスクを低減す

ることは、特に混雑する軌道において、商業衛星通信事業の重要な要素を形成して

いる。GEOでは、資本集約型のアセットのパフォーマンスが非常に重要であるた

め、リスク低減に加え、そのようなアセットの維持と継続的な管理が高く評価され

ている。 

SSA プロダクト及びサービスの民間提供者は、顧客のニーズを評価し、それらを

中心にビジネスモデルを開発する。GEO衛星の長年の運用者など、従来のほとんど

の顧客は、情報について比較的一貫したニーズを有している。しかし、LEO上の小

型衛星の大規模な「メガコンステレーション」等の新しい の構造の導入は、化学

推進で比較的稀にしかマヌーバしない従来の標準的な 3軸宇宙機設計から転換があ

ることを示している。他の軌道にまたがる衛星の数が増加し続けるにつれて、運用

者同士が干渉する方法の力学に変化が生じている。民間 SSA 提供者は、衛星運用者

と連携して提供内容とデータ管理戦略を微修正し、日々進化する顧客の検討事項に

適応していく必要がある。 

 

• 顧客はアセットについてどのような質問をするか？ 

• 顧客の質問に答えるプロダクトを作るのに十分な量のデータがあるか？ 

• 顧客の宇宙物体の全体的な挙動を記述し、それらを他のアセットの挙動と

比較するのに十分な量のデータがあるか？ 

• 顧客が尋ねる可能性のある将来の質問に答えるために十分なデータ量はあ

るか？ 

• 顧客の質問に答える過程で、会社は何を学んだか？  

 

今日、保険会社のリスク評価プロセスは、商業衛星運用者が商業 SSA データを購

入するよう促進する役割を果たしているものの、米国の衛星運用者のライセンス要

件では、所有者/運用者が商業 SSA サービスの購入を必要とするようなアセットに関
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する SSA 情報を取得する必要はない。将来的には、商業衛星運用者が商業 SSA サー

ビスを購入するモチベーションは、現在の単純なリスクを低減したいというニーズ

から、将来、運用者が持続的かつ責任を持ってミッション期間から廃棄までの間、

アセットを管理するという政府ライセンス要件の履行を含めるといった内容に変わ

りつつある。 

 

3.4.3 SSA ビジネスモデル：現在と将来の展望 

商業 SSA ベンダーは、政府の及び商業的な顧客のニーズに見合った様々なビジネ

スモデルを採用している。近年、SSA ベンダーは商業的な宇宙活動という大きい波

の間で頭角を現し、その能力を最大限に売り込み、独自の価値を提供する方法につ

いての今までにないアイデアを出してきている。 

この点を念頭に置いていたとしても、民間の SSA データプロダクト及びサービス

がビジネスとして成立するには、以下のような様々な理由で難しい場合がある。世

界中の多くの衛星運用者にとって、米国政府が世界中の運用者に無料で提供してい

る接近警告は、a）衛星運用者のシステムに対する多くのリスクを低減しており、

b）投資家のニーズに応え、c）保険会社のデューデリジェンスを法的に証明できる

ことから、それだけで「十分」であると考えているからである。宇宙交通につい

て、より包括的な管理が求められるにつれて、民間 SSA 提供者は、データ共有及び

サービス取得モデルの実験実験という政府と同様の方法をとるようになり、UDL、

SSA データ・マーケットプレイス等のプロトタイプ等を作成するに至っている。

CSpOCが公に提供するデータに関しては、運用者に対して発行される多数の「誤検

知」に基づく衝突警告等の課題が残る。民間の SSA は、これらの課題解決のニーズ

を満たし、基本的な安全航行から将来の軌道上サービスなどの新しい活動支援をす

ることが期待されている。 

 

全ての SSA システムには、次の 6つの要素全てが何らかの形で組み込まれてい

る。詳細の説明は「1.3 SSA プロセス」を参照。 
 

 
図表 3-2：SSA システムの 6 つの要素 
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SSA システムのこれらの 6つのコア要素から、民間 SSA企業は、顧客に提案する

分野に特化する戦略に加え、企業の労働、技術、金銭的及び知的投資の配分戦略を

策定している。これらの戦略的決定には、特定の活動、ハードウェア又は機能をア

ウトソースすることが可能か、他のプレーヤーとの間で協力したり共有できる活動

は何か、どういったニーズを満たすか、最先端のサービス、ハードウェア又は専門

知識を開発できるかどうかを決めることが含まれる。こういった企業は営利団体で

あり、政府規模の SSA ネットワークは民間事業者が保有するには非常に高価なの

で、競争的な観点からどの SSA 能力に特化するかと、そのような能力を最高の価値

を維持しつつ最低の価格で提供しようと努力している。SSA市場へのアプローチを

形成するために、商業 SSA企業は SSA システムの各要素を慎重に検討する。 

商業 SSA 事業が市場に参入する時は、顧客のニーズに応じて、6つの要素の組み

合わせのマーケティングと販売に関するビジネスモデルを策定する。一部の顧客

は、キュレーション又は処理されていない観測データのみを必要とする場合があ

る。その場合、データはプロダクト化され、独立して情報とインサイトを処理する

能力を持つ顧客に直接販売される。他の顧客は、ELSETs、接近データメッセージ

（CDM)、商業カタログへのアクセスなど、より洗練されたプロダクトを望んでいる

場合がある。販売されるこれらのプロダクトは、顧客に直接実証された価値がなけ

ればならず、通常、顧客のニーズに合わせてケースバイケースで調整される。この

段階では、これらのプロダクトは、分析又は企業からの他のインサイトとともにパ

ッケージ化されていないためである。 

一部のより独立した顧客は、オンデマンドのタスク処理や物体の特性評価、マヌ

ーバ警告と意思決定のサポート、その他のサポートなどのみを商業 SSA サービスに

求めている。彼らは、SSA サービス提供者がどのように結論に到達したかを見るこ

とに興味がないため、「乱雑な」生の観測データや、解決された軌道などのプロダ

クトは必要としていない。このタイプの顧客に提供されるサービスは、顧客と共に

働く労働力と専門知識を提供でき、政府プログラム又は企業部門で SSAチームを配

置したり、ケースバイケースで個別に販売できる。同様に、一部の衛星通信運用者

は、データ管理、保管、キュレーション又は他の SSA データの統合を民間の SSA企

業にアウトソースする場合がある。これは、会社自体の SSA データプロダクト又は

他のソースから取り込まれたデータとともにパッケージ化できる。 

以下は、著書 Mark Johnson が著書「 Reinvent Your Business Model」20で説明

している、一般的な現代のビジネスモデルの例である。これらのモデルは現在、一

部の民間 SSA 提供者に使用されているが、この表では、民間の SSA市場の発展に伴

い将来の商業 SSA サービス提供者が使用できるモデルも検討している。 
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図表 3-3：民間 SSA サービス提供者 

ビジネスモデル  説明  例 

会員/アフィニ

ティクラブ 

会社は、プロダクト又はサー

ビスへのアクセスを、メンバ

ーシップの料金を支払う人の

みに提供する。 

AGI 社が運営する Space Data 

Association（SDA）は現在、衛星運用

者向けにこのモデル採用している。SDA

は営利組織ではあるが、衛星運用者

は、データを SDA に蓄積し、分析と引

き換えに AGI 社に運用コストを一括で

支払う。 

フリーミアム 企業は、基本サービスへのア

クセスを無料で顧客に提供

し、より包括的なサービスを

追加費用で利用できる。 

Bluestaq社によって構築され、DoDに

よって資金提供された UDLの現在のモ

デル。OADRでも同様なモデルになる可

能性がある。 

仲介者 企業は仲介者として機能し、

購入者と販売者を有料で結び

付ける。 

潜在的な将来のモデル。 SSA データマ

ーケットプレイスのような現在のオー

クションモデル組織の概念の民営化か

ら発展する可能性がある。 

リバースオーク

ション 

顧客は要件を設定し、企業は

それらの要件を満たすサービ

ス提供を入札する。 

Bluestaq社が構築し、DoDが資金提供

した SSA データマーケットプレイスの

プロトタイプの現在のモデル。これ

は、防衛関連の SSA サービス取得の従

来のモデルでもある。従来のプロセス

を高速化するためにテストされてい

る。 

バンドリング 企業は、価格帯の異なるプロ

ダクトやサービスのパッケー

ジを複数提案する。 

現在、ExoAnalytic社、AGI 社、

L3Harris社などのいくつかの民間 SSA

企業で使用されている。 

クラウドソーシ

ング 

データ提供者のグループが集

約され、他の人のプロダクト

と引き換えにプロダクトを提

供する。 

テキサス大学オースティン校の

Astriagraphの研究プロジェクトは、

現在このモデルを実験している。この

モデルは、国連などの政府間機関の後

援の下で、将来の国際的なデータ共有

プログラムの基礎を形成し得る。 

オートメーショ

ン（自動化） 

低価格のサービスを提供する

ために、人間の労働によって

実行される従来のプロセスを

自動化する。 

SSA システムの特定の要素では、

Numerica社が複雑なロジスティクスソ

フトウェアを使用してセンサー観察タ

スクを自動化するなどが実用化が進ん

でいる。将来の潜在的なモデル。特
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ビジネスモデル  説明  例 

に、AIとマシーンラーニングの進歩を

活用して、コンステレーションの接近

回避マヌーバを構築する場合など。 

デジタル・プラ

ットフォーム 

「ギグエコノミー」モデル。

企業はデータプラットフォー

ムを管理、提供し、絶えず更

新されるデータをデータプラ

ットフォームに入力する。デ

ータを使用するためのアプリ

ケーションは他の企業によっ

て構築され、プラットフォー

ム管理者のサービス売上はそ

の分削減される。 

LeoLabs社は、LEO環境においてこのモ

デルを実現するため、SSA サービスの

「Googleマップ」として機能すること

を目指している。 

細分化 会社は、プロダクト又はサー

ビスの部分的な使用を販売す

る。 

将来の潜在的なモデル。特に軌道寿命

が短い衛星、特定の軌道スロットの

SSA の「タイムシェア」。 

都度払い 企業は、プロダクト又はサー

ビスを使用した分のみ顧客に

課金する。 

潜在的な将来のモデル。 STMフレーム

ワークの下で民間の SSA サービスがよ

り洗練されるにつれて、SSA サービス

の単位を定量化する標準化された手段

が開発される可能性がある。 

プロダクトから

サービス 

プロダクトを販売するのでは

なく、プロダクトが提供する

サービスを販売する。 

顧客が生の観測のみを購入するという

珍しいケースを除き、このモデルは現

在、他のビジネスモデルのデザインと

一緒にほとんどの民間 SSA企業で使用

されている。 

標準化 過去にパーソナライズ又はカ

スタマイズされたサービスを

標準化して、コストを削減す

る。 

潜在的な将来のモデル。大規模なコン

ステレーションを運営する顧客を対象

とする企業が適用できる。 

定期購読（サブ

スクリプショ

ン） 

企業は、一定期間サービスに

アクセスするために定期購読

料を請求する。 

現在、ほとんどの商業宇宙企業で使用

されており、メンバーシップと組み合

わせることもある。 
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3.5 民間 SSA 企業のプロファイル 

このセクションでは、SSA に関連するプロダクトとサービスを提供する主要な民

間企業に関する公開情報に基づいた詳細なプロファイルを示す（網羅的なリストで

はない）。 ここでは、入力、キュレーション、分析、プロダクト、サービスにわた

る SSAバリューチェーンの各要素において商品を提供する、卓越した競争力のある

ビジネスであるかどうかを検証している 21。ここで取り上げた企業は L3Harris を除

き未上場企業である。地域域ごとに分類された民間 SSA プレーヤーの詳細について

は、セクション 2「主要プレーヤー」を参照のこと。 

 

3.5.1 L3Harris Technologies, Inc. 

米国フロリダ州メルボルンに本社を置く L3Harris

社は、 SSA 事業部門のデータ取り込み及び データ管

理の 要素に 重点を置き、軍事分野にわたって幅広いプロダクトを提供する大規模

な防衛請負業者 である。L3Harris社は、米国政府の SSA センサー及び処理システ

ムの主要な契約業者だが、他の民間企業や学術界とのデータ共有やコラボレーショ

ンも行っている。たとえば、L3 Harris社は地上ベースの電気光学深宇宙監視

（GEODSS：Ground-Based Electro-Optical Deep Space Surveillance）望遠鏡を開

発し、軌道上で約 10,000個の物体に対して米国 SSNの追跡に貢献している。 

L3Harris社は、様々な現象学における異なる種類のデータを SSNに統合すること

にも取り組んでいる。同社は、世界の 7つのサイトにまたがる電気光学センサーの

2層ネットワークで構成される望遠鏡のグローバル・オプティカル・ネットワーク

（GON： Global Optical Network）を所有及び運用している。第 1層には、GEOベ

ルトの常時観測を提供する２４時間稼働している非タスク星型ネットワークの固定

「ベースライン」が含まれ 、第 2層には、より信頼度の高い望遠鏡を備えたタスク

可能なネットワークで構成され、規則的に増強したデータの取込みに優れた光学系

が装備されている。  

商業的には、L3Harris社は GONから Space Sentryの処理及び配布システムのた

めにデータを送っている。政府の事業が主な顧客となっているが、商業衛星運用者

に提供するプロダクトには、ライトカーブベースの宇宙物体の不安定性アラート、

マヌーバ検出と特性評価、初期軌道決定、接近評価及び衝突回避サポートがある
23。  

L3Harris社のデータプロダクトは、独自のセンサー以外の SSA データのソースを

取り込まないため、他の商業 SSA サービス提供者とは異なる。L3Harris社は、デー

タ処理がどのような仮定の上に立っていたか、その起源を理解するために、多くの

ソースからのデータを融合する政府と顧客は、細心の注意を払う必要があると指摘

している 24。  

 
図表 3-4：L3Harris社の概要 

顧客  主に米国政府機関 
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提供するサービス  初期軌道決定、衝突確率、マヌーバ検出時間と推進、及び

生命のパターン 

ビジネスモデル バンドリング、プロダクトからサービス 

重点領域 ハードウェアセンサーネットワーク、データ管理及び処理 

本社 米国フロリダ州メルボルン 

従業員  >50,000（L3Harris社全体の従業員数であり、SSA関連事業

のみの数ではない） 

企業形態 防衛請負業者、ハードウェア 

社史  宇宙競争におけるいくつかの伝統的な航空宇宙請負業者の

ユニットから形成され、L3 Technologies社と Harris 

Corporation社は、2019年に合併して L3Harris 

Technologies、Inc.社となった。 

よく知られている分

野  

米国政府の SSA センサーの構築と保守 

カバレッジ/性能  GEO、高い MEO軌道 

グローバルへの販売 なし 

主要なパートナー 米国空軍 
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3.5.2 Analytical Graphics, Inc. 

米国ペンシルバニア州エクストンに本社を置く Analytical 

Graphics Inc.（AGI 社）社は、Webベースのソフトウェア会

社であり、SSA 事業のキュレーション、分析及びサービスの

要素に多大な努力を注いでいる。AGI 社は、LEOベースの物体に焦点を合わせた 2つ

のレーダーと、GEOの物体に主に焦点を合わせた世界中の約 70の望遠鏡で構成され

るネットワークからの観測を広く取り込んでいる。また、同社は、他の商業及び学

術機関と提携し、センサーデータサービス指向のアーキテクチャー（SOA：Service-

oriented Architecture）データ及び分析サブスクリプションサービスである

「Spacebook」を通じて配信される SSA プロダクトを処理する商業宇宙運用センター

（COMSpOC：Commercial Space Operation Center）を運営しているまた、COMSpOC

を通じて、同社は政府の SSA プロダクトと相互運用可能な顧客データとの観察結果

を、シミュレーション、モデリング及びサービスの生成のためのソフトウェアに連

結している。AGI 社は、商業衛星運用者や政府機関といった幅広い顧客を有し、そ

の大部分が COMSpOCにデータを供給している。さらに、AGI 社は、ソフトウェアを

利用して、衛星運用者の独立した非営利の共同データ共有連合である Space Data 

Association（SDA）の Space Data Center（SDC）を管理している。SDCは、SDC メ

ンバーが提供する軌道暦を利用して、スペース・トラックの公表されているカタロ

グの TLE及び SPデータと融合している。 

AGIは、他の多くの SSA ベンダーとは異なる。なぜなら、AGIは、様々なソースや

観測データの形式を 1つのシステムに比較及び融合することを非常に優先している

からである。たとえば、SDA の保守では、AGIは約 30の衛星運用者からデータを取

り込み、比較し、並べ替える。各運用者は独自のキュレーション、処理、及びデー

タ管理方法を使用する。他の洗練された SSA データ提供者と同様に、AGIは、物体

の場所と他の情報ソースが指し示す運用者の判断との間の不一致の状況を確認し、

関係者に警告するためにそれを使用している。AGIは、デブリ環境に関する業界の

理解に広く貢献しているアナリストの本拠地であり、主にコロラドスプリングスに

本拠を置く宇宙標準革新センター（Center for Space Standards and Innovation

の支援の下、技術論文、記事、論説、ホワイトペーパーを定期的に発行している。 
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図表 3-5：AGI社の概要  

顧客  民間及び政府の衛星運用者 

提供するサービス  全種類  

ビジネスモデル サブスクリプション、バンドルサブスクリプション 

重点領域 キュレーション、分析、及びサービス 

本社 米国ペンシルバニア州エクストン  

従業員  ~200 

企業形態 ソフトウェア、分析 

社史  1989年、地上、海、空及び宇宙のプラットフォームに適用

される物理学に基づいたシステムツールキット（STK：

Systems Tool Kit ）ソフトウェアと共に設立された。プロ

ダクト及びその他のソフトウェアベースのプラットフォー

ムは、元のソフトウェアスイートから進化した。 

よく知られている分

野   

COMSpOC運用者、SDC マネージャー、STKソフトウェア 

カバレッジ/性能  LEO、MEO、HEO、GEO 

グローバルへの販売  あり 

主要なパートナー SDA の SDCを管理し、UDLに貢献し、Space Safety 

Coalition Endorsee、CONFERS Observerメンバー 

 

 

3.5.3 Numerica Corporation 

米国コロラド州フォートコリンズに本社を置く Numerica

社は、コロラド州立大学のスピンオフ企業として誕生。同

社の SSA の事業ラインは、2008年に航空及びミサイル防衛

チームから発展した。Numerica社は、SSA システムのキュ

レーション及びデータ処理及び管理要素に多額の投資を行い、センサーの世界的な

ネットワーク、宇宙監視及び追跡システム、データ処理データ活用パイプラインを

運用している。Numerica社は、約 140のセンサー（望遠鏡と凝視アレイ）を世界中

の 17か所で運用しており、そのうち 12 か所は米国外にある。Numerica社は、完全

に統合されたデータ処理パイプラインも運用しており、SSA と Space Operations に

係る両方のビジネスラインをサポートしている。 
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図表 3-6：Numerica社の概要 

顧客  主に米国政府、一部の商業衛星運用者  

提供するサービス  このソフトウェアは、UCT解像度、破砕及び近接宇宙物体

処理並びにカタログメンテナンスをサポートする宇宙監視

用のリアルタイムマルチセンサー追跡ソリューションを提

供する。 

ビジネスモデル オートメーション 

重点領域 キュレーション、データ処理、管理 

本社 米国コロラド州フォートコリンズ 

従業員  ~50 

企業形態 ソフトウェア、データキュレーション  

社史  もともとコロラド州立大学のスピンオフ企業として設立さ

れ、2008年にミサイル防衛チームから SSA サービスビジネ

スが生まれた。 

よく知られている分

野 

自動化及びタスクアルゴリズム、データフュージョン、昼

間の追跡機能  

カバレッジ/性能  GEO、MEO、HEO及びエキゾチック軌道 

グローバルへの販売 はい、UDLを通じて米国の同盟国に 

主要なパートナー SDL Data Marketplace の参加者である UDLへの貢献者 
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3.5.4 Exoanalytic Solutions, Inc.  

米国カリフォルニア州フットヒルランチに本社を

置く ExoAnalytic社は、現在、ボリュームと地理的

分布という意味で、最大の商業センサーネットワー

クの 1つである ExoAnalytic Global Telescope Network（EGTN）を運営している。

EGTNは、5つの大陸とハワイにある 30の観測所にある 300を超える望遠鏡で構成さ

れている。2008年に設立された ExoAnalytic社は、SSA システムのデータ取込み及

びサービスの要素に多額の投資を行っている。ExoAnalytic社は、GEO内の 10セン

チメートルを超える全ての物体を追跡可能であり、宇宙での活動について非常に高

い割合の拡散測定値を形成するため、可能な限り大量の生の観測データを収集する

戦略を採用している。つまり、ExoAnalytic社は、GEOでの物体数レベルのデータを

集約できる。この大量のデータは、イベント、エリア又は物体に関する特定の情報

をデータリポジトリに「照会」する段階の前に、全体として収集されて保存され

る。 

ExoAnalytic社は、大量のデータ取込みにより GEO内の物体の「全て」の情報を

維持できるため、ExoAnalytic 宇宙運用センター（ESpOC：ExoAnalytic Space 

Operations Center）を運営し、生の観測データの販売から、軌道、接近警告、アラ

ート及び主要な軌道上のイベントに直面している衛星運用者の行動方針の決定支援

まで、幅広い顧客向けのプロダクトを提供している。また、ライトカーブの専門的

なフォレンジック分析のプロダクトラインで知られている。これは、物体活動の特性

評価や、破砕などの軌道上で発生する特定の注目すべきイベントの検査に使用でき

る。 

 
図表 3-7：ExoAnalytic社の概要 

顧客  広範囲：政府及び商業衛星運用者 

提供するサービス  広い範囲：生の観測データからプロダクト、 接近警告やア

ラートなどのサービス、意思決定支援まで  

ビジネスモデル プロダクトからサービス、バンドリング  

重点領域 データ取込み、サービス 

本社 米国カリフォルニア州フットヒルランチ 

従業員  ~100 

企業形態 ソフトウェア、分析  

社史  米国のギャップを埋めるために 2008年に設立された SSN機

能。ミサイル防衛の専門知識ベースのモデリング、シミュ

レーション、追跡に関する専門知識を適用することによ

り、IRADを通じて独立したオペレーションセンターを開発

しました。 
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よく知られている分

野   

地理的に分散した大規模なセンサーネットワーク、ライト

カーブを使用した軌道上イベントのフォレンジック分析 

カバレッジ/性能  主に GEO だが、その他の領域も含む 

グローバルへの販売 あり 

主要なパートナー  Space Data Association の参加メンバー、UDLへの貢献メ

ンバー、SSA データマーケットプレイスの参加メンバー 

 

3.5.5 Elecnor Deimos 

Elecnor Deimos （Deimos）社は、2001年に設立された宇宙

サービスに特化したスペインの企業である。ポルトガル、スペ

イン、英国、ルーマニア、イタリアの複数のオフィスを有し、

20名から 400人の従業員を有する企業にまで成長した。Deimos社は、ミッション分

析、地上セグメントシステム、オンボードソフトウェアシステム、運用ソフトウェ

ア開発、システム統合、検証、展開、試運転と運用のサポートなど、衛星システム

のバリューチェーン全体に幅広いサービスを提供している。特に SSA については、

Deimos社は、地球に接近する宇宙物体の検出と追跡を目的としたプロジェクトであ

る Deimos Sky Survey（DeSS）を運営し、スペインのオフィスから遠隔操作される 3

つの光学望遠鏡を所有する。英国のハーウェル、ルーマニアのブカレスト、イタリ

アのサンピエトロモゼッツォにオフィスがある。 

 
図表 3-8：Deimos社の概要 

顧客  ESA、スペイン、民間衛星運用者 

提供するサービス  必要に応じたエンドツーエンドのサービス： 

ミッション分析、地上セグメントシステム及びオンボード

ソフトウェアシステム、運用ソフトウェア開発、システム

統合、検証、展開、及び試運転と運用のサポート。 

ビジネスモデル プロダクトからサービス 

重点領域 幅広いサービスの提供（ある分野だけに特化しているわけ

ではない）。 

本社 マドリッド、スペイン  

従業員  400 

企業形態 ソフトウェア、ミッション管理 

社史  Elecnor Deimos社は 2001年に設立され、ハイテクシステ

ムとエンジニアリングソリューションの開発と提供を目指

している。エンジニアリング、インフラ開発、建設プロジ
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ェクトでスペインを代表する企業の 1つである Elecnor社

の技術部門に当たる。宇宙は Elecnor Deimos社の活動の 1

つのセグメントであり、同社の宇宙セグメントは現在、ス

ペイン、英国、ルーマニア、イタリアの複数のオフィスに

またがっている。 

評判  ヨーロッパの市場リーダー 

カバレッジ/性能  主に GEO、ただしソフトウェアは他の軌道にも適用可能 

グローバルでの販売 あり 

主要なパートナー 主にヨーロッパで運営。EUSSTにデータフィード 

 

 

3.5.5 LeoLabs Inc. 

米国カリフォルニア州メンロパークに本社を置

く LeoLabs社は、ベンチャーキャピタルから支援

を受けた SSA の新興企業であり、主に低軌道

（LEO）にある物体の高解像度データをキャプチャ

するように設計された、低コストの地上ベースのフェーズドアレイレーダーのグロ

ーバルネットワークを開発している。導入に費用と時間がかかる従来のレーダーシ

ステムとは異なり、LeoLabs社は 6か月でレーダーを構築し、15百万から 20百万米

ドルのベンチャーキャピタル資金を調達した。2019年末の時点で、計画された 6つ

のレーダーネットワークのうち 3 つが建設された。最初の 2つは UHFレーダーで、2

つ目は Sバンドレーダーである。 

LeoLabs社の地上レーダーのネットワークは、従来のセンサーで測定するには小

さすぎる低軌道上の 2〜20cmの 250,000個物体を測定及び追跡できるように設計さ

れている。これらの 250,000個の物体は、LeoLabs社が LEO内の物体に対する接近

リスクの約 95％を構成すると推定している。450〜1200kmの軌道において将来運営

が予定されるメガコンステレーションは、LeoLabs社が注力している 300〜2000km

の範囲に収まると予想される。LeoLabs社は、デジタルプラットフォームのビジネ

スモデルを LEOの SSA市場に適用することを目標に組み込んだ 。宇宙環境の

「Googleマップ」としてマーケティングを展開しており、同社は LEOデータプロダ

クト用のクラウドベースの APIを構築し、レーダーネットワークを使用してその 

API を絶えず更新している。次に、標準インターフェイスとして、他のユーザーと

組織がそれを利用してデータ分析用のサービスとアプリケーションを構築し、

LeoLabs社がプラットフォームホストとして機能し、ユーザー及び組織が提供した

サービスの売上の一部を得ようとしている。  

最近では、LeoLabs社は、新興宇宙国でビジネスを行うことを検討している商業

宇宙企業に資するような宇宙政策と規制を形成するため積極的に取り組んでいる。

ニュージーランド政府へのサービスとして、規制ガイダンスを提供し、2019年に最

新のレーダーである Sバンド Kiwi Space Radar のホストにもなっている。 
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他のニッチな民間 SSA 提供者と同様に、Leolabs社は自社のセンサーネットワー

クからのデータのみをプラットフォームに組み込んでいる。 

 
図表 3-9：LeoLabs社の概要 

顧客  LEO衛星運用者 

提供するサービス  デジタル LEOプラットフォーム、警告 

ビジネスモデル デジタルプラットフォーム、メンバーシップ  

重点領域 キュレーション、分析、データ管理、処理 

本社 米国カリフォルニア州メンロパーク  

従業員  <50  

企業形態 ソフトウェア、 

社史  2015年に米国カリフォルニア州メンロパークを発端とする

最近設立されたベンチャーキャピタルから支援を受けた新

興企業 

よく知られている分

野  

低コストのレーダーネットワーク、LEOにおける 2〜10 cm

の物体追跡 

カバレッジ/性能  主に LEO 

グローバルへの販売 あり 

主要なパートナー ニュージーランド政府との間の MBIEとの覚書締結、UDLへ

の貢献メンバー、SSA データマーケットプレイス参加者、

CONFERSオブザーバーメンバー 

 

3.6 SSA に関連する米国政府の契約 

オープンソースの情報によれば、SSA に関連する米国政府との契約は 2015年から

2019年の間に約 435,589,250 米ドルに及ぶことが判明した。この数値は、

usaspending.gov、sbir.gov、defense.govを含む（ただし、これらに限定されな

い。）政府が運営する公式の公開ウェブサイトから編集した。データベース検索に

は、「宇宙監視」、「宇宙交通管理」及び「宇宙状況認識」のキーワードが使用さ

れた。したがって、以下に示す数値は、SSA に関連する政府契約の網羅的リストで

はない。2015年から 2019年の期間中の多くの運用中のものに関する契約は、公表

されていないか、SSA として明確に識別されていない場合がある。限定された情報

ではあるものの、以下の数字は、2015年から 2019年の間に米国政府が業界と協力
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して米国政府の SSA システムをサポートした契約関係の「最小」の公的に知りうる

契約関係を表している。 

米国 SSA というトピックに基づく現在の運用に関する政府と業界との契約関係

は、入力（データ又はセンサーハードウェア）、センサーとシステムの維持、分

析、SSA に関連するサービス、ソフトウェアライセンスのいくつかのカテゴリに分

類される。データはまた、米国がデータはまた、米国政府は、センサーとデータ、

キュレーションと分析、プロダクトとサービス、データ管理のカテゴリの研究に投資

している。最後に、データは、SSA に関する政府と業界との契約の内、圧倒的な数

の契約（93％）が米国国防総省（DoD)との間で締結されていることを示している。 
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図表 3-10：契約から収集されたデータ（米ドル） 

インプット（データ又はハードウェア） $21,066,773 

センサー及びシステムメンテナンスの契約 $145,003,370 

分析 $15,402,000 

サービス $75,210,648 

ソフトウェアライセンス $19,094,285 

小計 $275,777,076 

 
図表 3-11：SSA に関連する研究契約について収集されたデータ（米ドル） 

（インプット）センサーとデータ $64,585,352 

キュレーションと分析 $35,647,462 

プロダクトとサービス $7,599,722 

データ管理 $51,979,638 

小計 $159,812,174 

 

 

3.7 将来の見通し  

今後も、主たる顧客としての政府のニーズによって市場は引き続き形成されると

思われる。しかし、米国政府が、SSA に係る協力体制とデータ共有について、自国

が主導する形での世界的に認知された相互運用可能なフレームワークの構築に優先

順位と動機を変化させたことにより、民間の SSA サービス提供者が顧客のニーズに

応える市場の状態にも影響が生じる。このセクションで紹介する SSA関連 企業は

著名な企業で、SSA におけるビジネスを確立している。しかし、SSA関連のスタート

アップ企業は引き続き新たに登場してきており、世界の SSA市場で地位を確立する

ようなユニークな提案を行なっている。 

 

グローバルな民間の SSA の出現により、SSA データがコモディティ化（公共財

化）される。そのことで、SSA企業が行う価値提案は、品質と精度を特徴とし、プ

ロセスに強みを持った独自のプロダクトとサービスに移行していく可能性がある。

共同及び競争力のあるデータリポジトリ、ハブ、コンソーシアム並びに UDL、SSA デ

ータマーケットプレイス、Astriagraph及び SDA 等デジタルマーケットプレイスの

現在のプロトタイプのコンセプトは全て、SSA市場の将来について独自の仮定を提

示し、成功と失敗から貴重な洞察を提供することができる。個々の企業は、政府が
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グローバル STMに向けた政策の方向性を取り入れることに大きく貢献すると考えて

いる。さらに、衛星運用者のリスク管理を取り締まるようなより堅牢な規制の導入

によって、顧客ベースは拡大し続け、その顧客ベースに対応できるように商業 SSA

ビジネスモデルが継続的に拡大する可能性がある。商業的な宇宙経済の他の分野で

明らかなように、従来の想定を革新し、刷新するような新しい SSA ビジネスモデル

は、今後数年で間違いなく発生する。そして、ビジネスの持続可能性は、顧客の将

来のニーズの状態を把握し、新しい技術市場のトレンドへの適用如何によるだろ

う。  
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4. 国内 SSA データプラットフォーム 

4.1 SSA についての国際的なガイドラインとその効果 

• 国際機関間デブリ調整委員会（IADC）及び国連宇宙空間平和利用委員会（UN 

COPUOS：United Nations Committee on the Peaceful Uses of Outer Space）

の 21 の宇宙活動の長期的持続可能性（LTS：Long-term Sustainable）ガイドラ

インは、その実施が義務付けられているものではないが、SSA のデータ、プロダ

クト及びサービスが宇宙の長期的な持続可能性を確保するために必要となる基

本的な能力であることを示唆している。SSA システムは、LTSガイドライン及び

ベストプラクティスの実施の多くを直接サポートする。 

• CONFERS や SSC等、既存の国際的なデブリ低減ガイドラインを超えた、産業界主

導の取組が出現している。SSA はこれらの取組もサポートできる。 

• 国際的なガイドラインが SSA のプロダクトとサービスに係る需要に直接的な影

響を与えるかどうかを判断するのは時期尚早であるが、軌道上で何が起きてい

るのかを知ることについての一般的な関心が高まっている。 

 

4.1.1 IADC（国際機関間スペースデブリ調整委員会） 

国際機関間スペースデブリ調整委員会（IADC：Inter-agency Space Debris 

Coordination Committee）は、国内の機関が人為的及び自然発生的に生じたデブリ

に関連する活動を調整する国際的なフォーラムとして、1993年に設立された。IADC

は、宇宙デブリについての研究を実施し、及び促進し、参加する（宇宙）機関の間

で、関連する事項について情報を交換し、進行中の協力についての進捗状況をレビ

ューし、また、デブリ低減策の選択肢を定めたりしている。2003年、IADCはスペー

スデブリを制限又は低減するためのガイドラインを採択した。これらのガイドライ

ンは世界中の多くの国で採用されているが、公式な（国家間の）合意や国の実施が

要件となっている訳ではなく、あくまでも指針である。 

 

IADCデブリ低減ガイドラインは、主に 4つの分野に焦点を当てている。 

（1）正常な運用で放出される物体の制限 

（2）軌道上破砕事故の防止 

（3）運用終了後の廃棄 （保護軌道域からの除去）  

（4）軌道上の衝突の防止 

 

詳細については、それぞれガイドライン内で説明されている。軌道上のデブリの

発生を最小限に抑えるため、ガイドラインでは、バッテリーや推進システム等のデ

ブリの発生源についても取り上げられている。ガイドラインは、物体の意図的な破

壊を避ける必要があることをメンバーに指示し、廃棄オプションを提供する。興味
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深いことに、IADC ガイドラインは「25年ルール」で最も有名である。しかしなが

ら、実際には、低地球軌道にある物体のミッション終了から２５年後の再突入につ

いての言及はごくわずかである。この測定基準は、国内での協議や、多くの場合国

内規制の形で広く公表されている。ただし、（IADC上の）正確な文言は次のとおり

となっている。「この IADCその他の研究並びに既存の国内の指針は、25年という

期間が妥当、かつ、適切な寿命上限であると判断した。」1 

 

重要なのは、IADC ガイドラインが軌道上の保護されるゾーン（保護領域）の定義

を行っていることである。具体的には、GEOの上下 200 km（及び 15°以内）と、

LEOは 2000 kmまでと定義されている。SSAコミュニティは、上記のゾーン（加えて

MEOと HEOも）に現在注目している。 

 

IADCの一部でもある参加（宇宙）機関は、これらのガイドラインに実施にコミッ

トしているものの、実施は任意のものとされ、また実施の態様も多岐にわたる。例

えば、米国は IADC ガイドラインのいくつかの要素を国内の規制に取り込んでいる。

連邦通信委員会（FCC：Federal Communications Commission）は、自国のものか又

は市場アクセスを求めているかを問わず、宇宙ステーションの用途ごとに軌道デブ

リを最小限に抑える計画を証明するよう求めている。同様に、NOAA は、軌道上のデ

ブリの最小化を検証するために認可申請を必要としている。ただし、米国での商業

打ち上げ活動を承認する機関である FAA は、IADCの 25年提案の遵守を要求してい

ない。 

 

IADC ガイドラインの最終的な効果は広範囲にわたっている。まず、同ガイドライ

ンは、2007 年 12月の国連総会決議（67/217)として採択されることで体系化され

た。次に、同ガイドラインは、保護ゾーン内の観測に焦点を絞った観測を行うため

の初期的な枠組みを提供している。宇宙空間における物体の軌道決定及び宇宙にお

ける物体の行動又は SSA の識別レベルと特性レベルのいずれの観測データも同ガイ

ドラインに資するものである。軌道、方位、推定マヌーバ行動及び履歴等、IADC ガ

イドラインの実施を評価するためのいくつかのツールを利用することができる 2。 

 

IADCが SSA にもたらす鍵となる効果は次のとおりである。 

• 保護された軌道領域と GEO 廃棄軌道の定義 

• デブリの発生の制限に関する軌道上の指針となる行動を定義  

• 廃棄するタイムライン目標を定義 
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4.1.2 国連宇宙空間平和利用委員会（UNCOPUOS)長期持続可能性

（LTS）ガイドライン  

国連宇宙空間平和利用委員会（UNCOPUOS）は、2010 年に、自主的な長期的持続可

能性（LTS)ガイドラインについて加盟国が検討し、勧告するためにワーキンググル

ープを設立した。当初は、同ワーキンググループの下には、4つの専門家会合があ

った。 

• 専門家会合 A：地上の持続可能な開発を支援する持続可能な宇宙利用  

• 専門家会合 B：宇宙デブリ、宇宙運用及び協調的な SSA をサポートするツール  

• 専門家会合 C：宇宙天気 

• 専門家会合 D：宇宙分野における新しいプレーヤーのための規制体制とガイダン

ス 

 

これらの専門家会合は、IADCやジュネーブ軍縮会議（CD: Conference on 

Disarmament）等の機関からも意見を受領している。専門家会合は、2014年に

COPUOS加盟国に対して意見を提出し、LTSワーキンググループがガイドラインの交

渉を開始した。2018年、COPUOS の 87の加盟国は、21 の LTSガイドラインとその前

文の採択に同意した。LTSガイドラインは、宇宙活動における国内及び国際的な慣

行を支援し、宇宙での活動の信頼及び透明性の向上を目的としている。 

 

ガイドラインは 4つのカテゴリに分類される。  

A：宇宙活動に関する方針及び規制体系   

B：宇宙運用の安全性   

C：国際協力，能力育成及び認知  

D：科学的・技術的な研究開発 

 

以下では、同ガイドラインのうち SSA に関連する物が、SSA の必要性にどのよう

に影響するかを評価している。ガイドラインの多くは、SSA システムの所有を必要

としない情報の共有を奨励しているが、中には国内規制の整備と SSA 能力の国内開

発を奨励しているものもある。 
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図表 4-1：SSA に係るガイドラインと要件 

ガイド 

ライン 

タイトル SSA への影響  

A.1 宇宙活動に関する国内規制体系

の必要に応じた採択、見直し及

び修正 

 

国内規制体系を導入したり、更新する場合、

デブリ低減に係る評価も含まれ得るが、遵守

を確保するためには SSA データとサービスが

必要となる。 

A.2 宇宙活動に関する国内規制体系

に関し、必要に応じた策定、見

直し又は修正する際の複数の要

素の考慮 

このガイドラインでは、SPU データメッセージ

ングに使用される COPUOS デブリ低減ガイドラ

イン及び ISO・CCSDS 標準が具体的に言及され

ている。 

A.3 国内宇宙活動の監督 

 

 

宇宙活動を監督し、国内規制の遵守を確保す

るために、国は SSA を利用する必要がある。 

A.4 無線周波数スペクトルの衡平，

合理的かつ効率的な使用及び衛

星によって利用される様々な軌

道領域の確保  

このガイドラインは、SSA 対応を通じて実行さ

れる無線周波数監視によってサポートされ

る。SSA サービスがサポートする軌道離脱につ

いても奨励している。 

B.1 更新された連絡先の提供及び宇

宙物体と軌道上事象に関する情

報の共有 

このガイドラインは、SSA 関連データの共有を

奨励している。軌道上の物体の運用、接近解

析、物体・イベントの監視である。 

B.2 宇宙物体の軌道データの精度向

上並びに軌道情報の共有の実行

及び実用性の強化 

 

 

 

このガイドラインは、宇宙飛行の安全性のた

めの軌道データの精度を向上させるべく SSA

データ、サービス、システム及びプロセスの

さらなる開発並びに国際標準での宇宙物体の

軌道情報の共有を支援する。 

B.3 スペース・デブリ監視情報の収

集，共有及び普及の促進 

このガイドラインは、スペースデブリの軌道

及び物理的特性を測定及び監視し、評価する

ための SSA システムの開発に直接関連してい

る。 

B.4 制御飛行中の全軌道フェーズに

おける接近解析の実行 

 

 

このガイドラインを実施するためには、SSA デ

ータとシステムが必要である。このガイドラ

インは、十分な SSA 情報を持っていない主体

が、接近評価機関から２４時間のサポート得

ることを奨励している。 

B.5 打ち上げ前接近解析に向けた実

用的な取組みの確立 

このガイドラインは、打ち上げ前の接近評価

について特定の SSA サービスを必要とする。

また、計画された挿入軌道の近くで運用する

他の宇宙物体と、打ち上げられる宇宙物体の

衝突のリスクの変化の傾向の分析評価の交換

を奨励する。 
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ガイド 

ライン 

タイトル SSA への影響  

B.6 有効な宇宙天気に関するデータ

及び予報の共有 

このガイドラインは、SSA の要素としての宇宙

天気に直接関係する。 

B.7 宇宙天気モデル及びツールの開

発並びに宇宙天気による影響の

低減のための確立した実行の収

集 

モデルは SSA プロセスの重要な要素である 

B.8 物理的及び運用面の特徴に関わ

らない宇宙物体の設計及び運用 

運用上の特性 

デブリ低減要件を国が監視するためには、SSA

情報が必要となる。 

B.9 宇宙物体の非制御再突入に伴う

リスクを取り扱う対策 

再突入予測情報が推奨される。このためには

SSA データとサービスが必要である。 

B.10 宇宙空間を通過するレーザービ

ーム源を使用する際の予防策の

遵守 

このガイドラインを実施するためには、SSA を

利用し、宇宙物体が傍受た場所についての知

識が必要である。 

C.2 宇宙活動の長期持続可能性に関

する経験の共有及び情報交換の

ための適切な新たな手続の作成 

効果的な LTS として共有されるいかなる経験

も SSA データに基づく。 

C.3 能力構築の促進及び支援 このガイドラインは、飛行力学と軌道の能力

構築、共同での軌道計算と接近評価の実行及

び適切な正確な軌道データと宇宙物体の監視

用の適切なツールへのアクセスの提供を奨励

する。  

C.4 宇宙活動の認知向上 SSA 及び活動の透明性が宇宙活動の認知を支え

る。 

 

21 の LTSガイドラインの与える影響は、主要国の実施次第である。任意的なもの

であるが、自国内でのガイドラインの実施を披露することを考えている国もある。

2020 年 1月の（COPUOS)科学技術小委員会では、LTSガイドラインの実施に係る報

告、いかなる国内措置が取られたか、COPUOS としてガイドラインの更なる実施を進

めるために何ができるかについて提案がなされた。ガイドラインの実施に関する 5

年間の作業計画は、同ガイドラインを徐々に浸透させるための取組を継続する。ま

た、更なるガイドラインの策定に使われる可能性もある。  

 

英国は、ガイドライン B.2「宇宙物体の軌道データの精度向上並びに軌道情報の

共有の実行及び実用性の強化」の実施のために、SST（宇宙監視と追跡）のギャップ

と改善点を特定していると報告した。このステートメントからは、英国が SSA デー

タを分析するためのツールに焦点を合わせていると考えられる 3。 
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4.1.3 CONFERS 

Consortium for Execution of Rendezvous and Servicing Operations (CONFERS)

は、米国防高等研究計画局（DARPA）の初期シード資金をベースとした業界主導のイ

ニシアチブであり、軌道上サービス（OOS：On-Orbit Servicing）及びランデブー及

び近接運用（RPO：Rendezvous and Proximity Operations）について、拘束力を有

さず、コンセンサスに基づく技術及び運用標準として、政府と業界のベストプラク

ティスを研究、開発及び公開することを目的としている 4。 CONFERS のメンバーは

米国、欧州及び日本の民間主体である。政府機関はオブザーバーとして会議に参加

できる。 

 

CONFERSメンバーは 3つの文書を公開している。 

1. 商業的な RPO及び OOS の基本原則 

この基本原則は、メンバーにとっての指針となる定義を確立し、RPO及び

OOS の安全かつ透明性の高い形での実施に際しての、CONFES としての主要な

関心を特定する。その中で、合意に基づいた運用、法令の遵守、デブリ低減

と衝突回避を含む責任のある運用並びに鍵となる透明性の原則を含む。 

   

2. CONFERS が推奨する設計と運用上の慣行 

この文書におけるミッションの運用に関する部分では、リスク及び事故の

結果を最小限に抑えるためのプラクティスが確立されている。また、物体の

識別、安全域外への接近、接近の通知及び安全情報の交換が奨励されてい

る。こういった全ての事項には正確でタイムリーな SSA データとサービスが

必要である。 

- 識別：宇宙物体の特性評価が必要 

- 安全域：軌道の決定と予測の精度及び不確実性に係る情報が必要 

- 接近アプローチの通知：サービスを提供する者と軌道を横断又は共有

する物体の追跡が必要 

- 安全情報の交換：接近警告及び衝突回避サービスの理解が必要 

 

3. CONFERS の OOSミッション・フェーズの提供 

ミッション・フェーズが特定されることは、安全で透明性の高い OOS 業務

を実施するために、如何なるタイプの SSA 能力が必要なのかを判断するのに

役立つ。  
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     図表 4-2：軌道上サービス（OOS）図 

SSA データを使用する運用者にとっての CONFERS の効果とその実施は、この活動

が民間事業者向けに始まったばかりであるため、まだ明らかではない。2020 年 2月

10 日、カナダの宇宙ベースのセンサーが一連の画像を収集した。NorthrupGrumman 

Information Systems社の MEV-1衛星は、対象顧客である Intelsat 901 とランデブ

ーをする模様である。 
 

 
図表 4-3：カナダ軍からの提供 5 
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4.1.4 Space Safety Coalition（SSC） 

Space Safety Coalition（SSC）とは、2019年に宇宙活動の持続可能性に関する

ベストプラクティスを開発するとの共通の目的を持って集まった民間事業者及び組

織から成る特別なグループである 6。このグループは、デブリ低減のための既存の国

際的なガイドラインやプラクティスを超えた安全のためのプラクティスの概略を明

らかにしている。また、宇宙における責任のある行動をどう確保するかについても

複数の勧告を出している。そこには、例えば、責任のある行動を審査したり、デブ

リ低減に係るプラクティスを実施することを求めるような打ち上げ契約を行う打ち

上げ者（提供者）を選ぶことも含まれている。 

 

プラクティスの主要な部分は次のとおりである。 

1. 宇宙機の所有者、運用者及び利害関係者は、飛行安全性と衝突回避に関連す

る情報を交換する必要がある。 

2. 打ち上げに係るサービス提供者を選択する際、宇宙事業者は宇宙環境の持続

可能性を考慮する必要がある。 

3. ミッション及びコンステレーションの設計者並びに宇宙機の運用者は、宇宙

機、コンステレーション及び／又は宇宙機団について構造及び活動の概要を

設計する段階において宇宙の安全を優先するべきである。 

4. 宇宙機の設計者と運用者は、成功裏に廃棄する確率を 95％とする等のベスト

プラクティスを満たすように宇宙機を設計すべきである。 

5. 宇宙機の運用者は、宇宙環境の持続可能性を向上するような宇宙活動のコン

セプトを採用する必要がある。 

 

これらのベストプラクティスの遵守に係る検証は行われない。また、規制措置に

ついて、強制的な履行や勧告実施や勧告ではないことを明確にするため「すべき

（should）」や「努力する(strive for)」等の文言が全般にわたって使用されてい

る。 

それにもかかわらず、本件文書は、特に軌道デブリを懸念している業界からの最

も強力な言葉である。SSA は、この文書の参加者自身が作成したベストプラクティ

スを遵守することについて、参加者の間での「ピアプレッシャー」与える役割を有

する可能性がある。 

 

4.1.5 全体的な教訓 

これらガイドライン、プラクティス又は基準は、いずれも現在は（法的拘束力を

有さない）任意によるものであり、これらの実施について、より優れた SSA アーキ

テクチャーを直接的に必要とするものではない。しかし、宇宙における責任ある行

動を監視することへの関心とその理解は高まっている。2020 年 1月、LeoLabs社

は、2つの機能していない衛星が相当程度近接することを公表した 7。この公表は、

マスコミや世界からの関心を集め、透明性の高い宇宙環境の整備と宇宙活動の効果

的な監視において、SSA の有する価値を証明した。 
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図表 4-4：LeoLabs 社は、SSA レーダー入手した接近を一般に公表し、デブリ低減に係るプラクテ

ィスについてのグローバルな対話を開始した 8。 

 

4.2 ビッグデータの利活用 

 

ボリューム、距離と速度、多様性がデータ

管理の特徴である 9。大量で膨大な量の情報

を収集するという SSA の性質上、 この３つの

点は広く浸透している。現時点では、民間事

業者、政府、学術機関等 SSA データのソース

には様々なものがある。データは様々な方法

で収集、処理、共有され、視覚化される。今

日の SSAコミュニティにとって大きな課題

は、これらのデータ・ソース間の接続に一貫性を欠いていることにある。SSA の課

題が「単なる」ビッグデータ上の課題であれば、Google 等のソフトウェア及びコン

ピューター企業は、機械学習の技術を融合した上で適用し、そこから貴重な情報を

収集することができる。今日、現実の SSA市場は、まだその段階からは程遠く、各

サービス・提供者（サービス提供者）内でそれぞれの理解を積み上げているもの

の、相互の比較は行われていない。 

 

“Big data is a lot of data that’s 
very different. That’s what we 
need.”  

-- Dr. Moriba Jah, UT Austin 

“So we need to create a big data problem, and then we should be able 
to look at information giants like Google, Amazon--and see how do they 
group together massive amounts of different types of information and link 
these, and go from data to discovery” -   

-- Dr. Moriba Jah, UT Austin 
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4.2.1 地球観測におけるビッグデータ利用からの教訓 

• 米海洋大気局（NOAA）が大量の気象データを処理する方法上の教訓は、SSA

アーキテクチャーにも適用できる。 

• エンドユーザーはクラウドを介してデータにアクセス可能。 

• ユーザーはデータを引き出してクラウド外で操作できるが、元のデータは変

更できない。 

宇宙データの問題の一部は、 共通点のないデータの管理及び処理並びに課題をク

ラウドベースで実行可能な「ビッグデータ」の問題に移行することで、ある程度改

善されてきてはいる。SSAコミュニティにとって参考となる重要な例は、地球観測

データの蓄積、特に NOAA によって行われた気象モデリングである。今日のほとんど

の天気予報は「アンサンブル学習」と呼ばれるアプローチで処理される。このアプ

ローチでは、多くの異なるモデルが評価を行う中央ハブに融合され、それぞれのモ

デルに関連する現象論とバイアスが考慮されている。例えば、あるモデルは、嵐を

その発生初期段階において観測し、追跡することを得意とするが、別のモデルは、

ハリケーンのような嵐が外洋上に存在する時点を得意とし、また別のモデルは海岸

に到達した時点での観測・追跡を得意とする。政府のクラウドは、これらのモデル

の間の調整役となり、こういった業界が有するそれぞれの強みをフォーラムとし

て、とりまとめている。 

 

この構造には、エンドユーザーも運用上の利点を見出している。NOAA では、クラ

ウドベースのアンサンブル・モデルに移行する以前は、地域の天気予報士は、持続

不可能で緩慢なモデルを使用していた。個々のユーザーは地域での天気予測を実行

するために、政府が運営するスーパーコンピューターからデスクトップに連邦気象

モデル全体をダウンロードする必要があった。NOAA が「公式」政府クラウドと民間

のクラウドを運用するクラウドベースというアプローチをとることにより、エンド

ユーザーは、より機敏なアーキテクチャにアクセスできるようになった 。厳格な

インターフェイスのルールを適用することで、ユーザーの経験値は向上する。つま

り、商業的なユーザーは、政府が保有するクラウドからデータを引出し、自身のク

ラウドに組み込むことができるが、商用ユーザーは、政府が提供するデータを政府

のクラウドから引き出して自分のクラウドと融合できるが、政府のクラウドに対し

て（商業的なユーザーの）データが戻ることはない。その代わりに、融合され、検

証された民間から提供されるデータは民間のクラウドから入手可能である。 

 

このようなアンサンブル学習アプローチが成功するかどうかは、データを様々な

角度から検討すること、取り込まれるデータの検証を行うといった文化を育むこと

ができるかに大きく依存する。政府のデータを民間のデータと比較したり、事実確

認を行うことで、全ての運用者とプログラム担当者は、データの齟齬がどこで生じ

たのか、また、それぞれの関係者がキュレーションと分析段階にどのような想定を

置いているのか等についてより明確な理解を有することができる。この方法では、

より幅広いアーキテクチャーの構築に向けて、新たな視点並びにデータ形式に対す

る応答性及び適応性を身に着けることが可能になる。現在のクラウドベースの気象

モデルは、この方法で運用されている。政府モデルが特定の気象現象を検出しない

場合、商業提供者はデータについての分析を行い、そのイベントが見逃された理由
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を理解し、様々なデータの考慮が確保されるような新しいアルゴリズムを構築す

る。一度実証実験と検証をしてしまえば、新しいアルゴリズムをモデルに組み込む

ことで、エラーの再発を防ぐことができる。ピアレビューは、このように政府の能

力を向上させると同時に、革新的な民間のプロダクトにも繋がっていく。 

 

他の商業 SSA データ提供者や他国が、新しい形式や新しい型のセンサーによって

SSA データを提供し始めると、（気象予報と）同様のアンサンブル学習アプローチ

を採用する SSA クラウド・アーキテクチャーが登場してくるだろうことは想像に難

くない。これは、現時点での米国商務省の OADR事業の枠組みが持つ最終的な目標で

ある。 

4.2.2 新しい SSA 技術のビッグデータへの取り込み 

• SSA には精査を要する多くの技術的な傾向がある 

• その傾向の多くは、分析ツールとデータ管理に関連しているが、SSA の全体

にまたがっている。 

 

運用中の衛星とデブリの数が増加し、同時に政府、学術界及び商業提供者の SSA

のナレッジベースが拡大するに伴い、議論に値するような技術的な傾向も出てきて

いる 10。 

 

日中に行われるイメージング 
 
日中に行われるイメージングは、これまでの夜間のみの光学センサーよりも多く

の物体追跡の機会を提供できるため、より容易に利用可能な SSA技術として浮上し

ている 11。レーダーシステムの構築は複雑で高額となる可能性があるが、日中のイ

メージング・システムは地上の光学カバレッジでは足りない部分を埋めることがで

き、これにより衛星の管理を維持できる。日中の衛星の画像化に使用される重要な

技術は、短波赤外線センサーと高度な画像処理アルゴリズムである。Numerica社は

最近、SSA サービスに日中の衛星追跡能力を提供し始めている。最近では、これを

更に発展させるために米国空軍の「スペースピッチデー（Space Pitch Day）」で

75万ドルを獲得した 12。 

 
補償光学 
 
地上の光学センサーは、大気の乱流に影響されるという性質があり、ぼやけた画

像が生成されることがある。補償光学系は波面センサーを使用してこの摂動を検出

し、クローズドループ制御がリアルタイムで誤差を補正する。補償光学の研究は長

年行われてきたが、センサーへの応用はあまり普及しなかった。補償光学は複数の

米国空軍の中小企業技術革新研究プログラム（SBIR）の対象となっている。補償光

学研究は小さな物体デブリ修復とも統合されている 13。 

 

スタートラッカー 
 



 

143 

 

市販のスタートラッカーは、偶発的な SSA（星を追跡する際に二次的に収集され

る SSA 観測）のソースとして考えられている。これらのセンサーは、ほぼ全ての衛

星に搭載されており、姿勢決定に使用され、地球から遠ざかっている 14。このよう

な概念を使用する場合、SSA システムに入力する SSA画像の多大な量のデータを提

供できる。 

 

 
図表 4-5：A simulated image showing the location and brightness of objects in the field 

of view of a startracker 15 

 

GNSS信号を使用したデブリ追跡  
 
GNSS信号はレーダー反射器として使用することが可能であり、低地球軌道上の小

さなデブリを検出できる。信号は豊富であるが、宇宙空間を走査するために必要と

なる処理能力は法外な金額となり得る 16。にもかかわらず、この方法は、宇宙空間

における物体を検知し、SSA システムへの独自のインプットを行うための信号情報

を活用する具体的な例であり、今後研究が進んでいく分野である 17。 

 

進化するモデリング 
 
SSA 情報は、物体が空間でどのように挙動し、物体が周囲の力によってどのよう

に摂動するか、実際にどの程度宇宙が混雑しているか等の複数のモデルに基づいて

いる。これらのモデルは、SSA プロダクトをより正確にするために、より正確で新

しい情報で常に更新されている。一部のモデルはプロダクト化に向け機が熟してい

る。例えば、空間内の物体は様々な複雑な形状であるにもかかわらず、球体として

モデル化されている 18。これによって、そのような物体について予測される挙動の

評価に影響することから、研究対象ともなっている。 

 

タスクの自動化 
 
SSA プロセスにおける自動化の最も一般的な使用例の 1つは、センサーのタスク

処理である。本調査の実施のために行われたインタビューでは、センサーネットワ

ークは、タスク化する機能が自動化されているという回答が複数あった。自動化に

よる利点としては、天候や事象がタスクに影響を与える可能性も含む形で、センサ

ーの時間割り当てについて最適化することが含まれることである。軌道上衝突回避

のための自動化も開発されている。ESA の CREAMプログラムは、宇宙機運用者をサ

ポートするため、衝突回避アクションの自動決定、計画及び実行を行うべく開発さ
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れている。このテクノロジーは回避プロセスを加速し、衛星に事前に保存されたア

ルゴリズムを使用して、決定からイベントまでの時間を最小化する。実証開始は

2025年を予定 19。SSAチェーンの自律性は、計算、メモリー及び通信量が軽量であ

れば、柔軟性と速度を実現することが可能 20。 

 

宇宙物体の特性評価 
 
宇宙物体特性評価（SOC：Space Object Characterization）は、以前は政府によ

る評価であったが、商業利用をサポートする上でも役に立つ。姿勢検出、影、形

状、アルベド、劣化及び宇宙物体の多くを決定するのに役立つ SSA に特化した測

光、干渉測定、分光法、ライトカーブ分析等といった科学技術に関心が多く集まっ

ている。 

 

人工知能、ニューラルネットワーク及び認知融合 
 
研究上及び新しい使用において最も一般的なトピックの 1つは、ITの進歩と SSA

が遭遇するハードデータの問題を組み合わせて、意思決定を行うための豊富な情報

プロダクトを引き出すことである。観測の関連付け、マヌーバ検出、物体の特性評

価は全て、これらの手法の恩恵を受ける 21。 

 

クラウドコンピューティング 
 
セクション 1で説明したように、クラウドを介してデータを保存し、データにア

クセスすることは、多くのユーザーの間でデータを迅速に格納し、共有する一般的

な方法になりつつある。SSA の専門家は重複性を理由としてデータをローカルにバ

ックアップすることを必要としているが、商業主体及び政府機関のいずれもクラウ

ド・コンピューティングを利用している。 

 

Comparative SSA 他との比較 
 
多くの SSA データセットで見られる問題の一つに、宇宙における物体の位置につ

いての異なる解をどのように比較するかがある。学術機関と民間 SSA 提供者の双方

が、データ同士を比較する手法を開発するための投資を行っている。そのような開

発の 1つに、テキサス大学オースティン校の Astriagraphという 3 つの層を持つナ

レッジ・グラフ・データベースがある。３の層とは、SSA 情報に関する様々なソー

スからのデータの層、データをモデル化するグラフィカル・データベースの層、そ

して情報を要求及び受信できるクエリー（注：データベースの検索で、指定された

条件を満たす情報を取り出すために行われる処理の要求）の層である 22。 

 

市民（アマチュアによる）科学とクラウドソーシング 
 
アマチュアである市民のコミュニティは、SSA において常に一定の役割を果たし

てきた。そのような人の多くは、政府のシステムと同程度に軌道上のイベントを認

識している。市民でも利用可能な精巧な望遠鏡装置と軌道上の物体を追跡する愛好
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家のネットワークにより、市民による観測も情報として取り込んでいく機会が存在

している。アマチュアによる科学的調査及び研究の実践は、何年か前から、宇宙ベ

ースの地球観測の要素となっており、現在ではそれらの研究を SSA の「クラウドソ

ース」に組み込む努力がなされている。そのうちの一つの取り組みとして、

Consensys社がイニシアチブをとる TruSat がある。「TruSat は、衛星の軌道位置に

関するデータをクラウドソーシングし、検証するように設計されており、振興の持

続可能性に関する基準に対する軌道行動の測定に使用できるローバルに信頼のある

情報に自由にアクセスすることを可能とする。TruSat のオープンセンサーアーキテ

クチャーは、双眼鏡やスマートフォンアプリを備えた市民衛星観測者から大学の観

測所まで、あらゆる個人又は組織からの衛星観測データを受け入れ、地球の複数の

地点からの衛星観測を軌道予測に自律的に組み立てる」23 

4.3 効果的な SSA システムの要件 

• 効果的な SSA システムは、意思決定に係る情報を提供し、関係性を強化し、経

済成長をサポートする。 

• SSA システムは、正確かつタイムリーであって、十分なカバレッジを持つプロダ

クトやサービスを継続的に提供する。また、多様なインプットを有し、拡張性

があり、また、強力な処理能力を有する。更に研究を通じて継続的にシステム

を改善していく必要がある。 

• SSA システムから生じるデータ、プロダクト、サービス及びプロセスは信頼性が

高い必要がある。 

• 効果的な SSA システムは、既存のシステムを作り替える必要はないが、利用で

きる商業的な能力を活用してその準備を加速し、エンドユーザーを念頭に置い

て構築されており、SSA人材の蓄積を促進する。 

 

この調査では、インタビューと文献調査を通じて、最適な SSA システムの持つ特

徴を特定した。最適なシステムとは、システムのエンドユーザーのニーズに依存す

ることから、現在及び近い将来（10 年後）のニーズとして特定された最も一般的な

特徴を以下に示す。これらは意思決定に係る情報、関係性の強化及び経済成長の支

援に焦点を当てている。 
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4.3.1 意思決定に係る情報の提供 

最適な SSA システムが持つ最も重要な特徴の 1つ

は、意思決定に使用できる重要な情報を提供すること

である。衛星を移動させる必要があるか？保険をかけ

た衛星に何が起きたか？その太陽イベントは運用にど

の程度影響するか？このような問に対して、質の高い

SSA 情報に基づいて意思決定を行うことが可能であ

る。したがって、理想的なシステムとは、意思決定を

支える必要な情報を提供するために、独立した、又は

信頼性が高いものである必要がある。 

 

 

 

 

 

意思決定を可能とするような SSA を提供するために、考慮すべき要素がいくつか

ある。 

 

正確かつタイムリー 
 
SSA データは、精度と共分散（不確実性の定量化）に重点を置いている。センサ

ーから最終プロダクトまでのプロセスのバイアスを減らすことにより、より正確な

データを生成できる。十分な観測を行って頻繁に見直しを行うことにより、軌道決

定プロセスの精度を確保することができる。共分散情報を含めると、衝突の可能性

を特定し、接近の信頼度を高めるのに役立つ。最後に、最も正確な天体力学モデル

を使用することは重要ではあるが、その場合データ処理の負荷が重くなる。 

 

正確でタイムリーな SSA データの主な特徴： 

• 多くの宇宙物体観測結果を収集している 

• 一つの宇宙物体の観測結果を頻繁に収集している 

• 軌道遷移するために特別な摂動天体力学ソフトウェアを使用する 

• 正確なタイミングソースを使用する 

• 共分散情報が生成されるようにする 

• SSA プロセス全体のバイアスを減らす 

 
 
軌道を適切にカバーする必要がある 
 
地理的に多様なセンサーネットワークは、好ましい幾何学を持ち、物体の全軌道

経路全体で収集できる観測値を生成する。一部の高度楕円軌道（モルニヤ軌道等）

には、南半球の近地点と北半球に高い範囲がある。海上に再突入するデブリ低減技

術により、衛星運用者がミッションの最後で大気圏再突入による燃え尽きさせるた

“The ideal system would 
be one that can 
independently or with a 
high degree of confidence 
generates the information 
needed to support your 
decision-making.” 
From Interview with 
Andrew D’Uva24 
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め、南近地点の楕円軌道を作成することがより一般的になる 25。顧客が 1つの軌道

域に固有である場合、軌道領域がセンサーネットワークから表示可能な適切なカバ

レッジであることに注意する。 

 

適切なカバレッジの主な機能： 

• LEO及び HEO物体の南半球カバレッジ  

• 静止弧の完全な可視性 

• 深宇宙（> 225分）及び LEOカバレッジ 

• 追跡の永続性（1日当たりの複数の通過/追跡機会） 

 

インプットの多様性を有している 
 
インプットの多様性は、貴重な情報を作成するための豊富なデータにつながる。

たとえば、光学センサーからの角度データとレーダーデータからの距離測定値を融

合することにより、より正確な解決策が決定され、回転率等の物体の他の特性が明

らかになる 26。最新の SSA システムは、単なる観測データ以上のものを処理できる

が、多くのソースからの融合と処理が可能である。 

 

インプットの多様性の主な特徴 

• 複数のタイプの SSA インプット（光学、レーダー、レーザー、SWIR、RF等） 

• 様々な形式の異種データを取り込むことができる 

 

相互運用性、モジュラー、保護及び拡張性 
 
優れた SSA システムは、他のシステムとインターフェースで接続することが可能

であり、不正アクセスやデータの破損を防ぐために適切なセキュリティ対策を使用

する。容易にアップグレードが可能。ソフトウェアのモジュールは更新を容易にす

るために交換可能であり、拡張性を可能とするためシステムにモジュール性が組み

込まれている。システムは新しいフライトプロファイルを処理でき、データ削減と

機械学習を活用する。 

 

相互運用性、モジュール性、保護の主な機能： 

• アップグレード可能で拡張性がある 

• 他のシステム、セキュリティを考慮した設計 

• 機械学習と自動化の進歩を活用 
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SSA システムは処理に重点を置いている（中間の層）  
 

優れた SSA システムは、キュレーションとデータ管理を

中核として構築されている。意思決定情報を推進するため

に、ソフトウェア分析に重点が置かれている。プロセスと

分析能力には多くの考慮事項がある。 

処理の主な機能： 

• データの処理と管理に関する設計 

• ソースに依存しない 

• 独自の分析能力を備えている 

• 各要素又はシステム全体が自動化されている 

 

 

意思決定を可能とするような情報を与える解を出すため

に、データをどの程度うまく使用しているか、データを処

理、関連付け、融合に長けているか。」SSA を改善するための中核となる研究の継
続  
 
最終的により良い SSA プロダクトに反映されるような応用研究、モデリング、ア

ルゴリズム等今後も引き続き開発が必要な分野がある。このような作業は、未だ競

争性を有するような研究であるため、政府による資金提供が必要になる場合があ

る。  

 

継続的な中核的な研究の主な特徴： 

• 学術研究及び政府による研究は、宇宙環境とその物体への影響に関する理解

を向上させることを目的としている。 

 

4.3.2 パートナーとの関係性の強化 

1 つの SSA システムが全ての情報を持っているわけではないこと、宇宙における

主体の数と種類が増え続けていることから、全ての関係者の利益に資するようにパ

ートナー間の協力関係を構築していくこともまた、現代の SSA システムの特徴であ

る。SSA における関係強化に際して考慮すべき事項として、 

 

SSA のデータ、プロダクト、サービス及びプロセスについての信頼性がある。 
 
SSA データ、プロダクト、サービス及びプロセスに対する信頼性は透明性の要件

にも繋がっていく。信頼性がなければ、SSA データが取り込まれて別のシステムに

受け入れられることはほとんどない。データ共有契約及びオープンかつ透明性の高

い関係性は、独立性を維持しつつも協力的な宇宙活動という目標において、パート

ナーのデータについて信頼及び透明性を構築することを支援する。 

 

信用と信頼に係る主な特徴： 

• データ共有のための協定／契約 

“Be processed focused. 
How well do you use the 
data, how good are you at 
processing, associating, 
fusing the data, into an 
answer that gives you 
decision-quality 
information”  

From Interview with AGI27 
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• 外交政策 

• データ、プロダクト、サービス及びプロセスについて、パートナーへの透明

性を確保する 

 

学術的な連携が活用されている 
 
理想的には、SSA は、SSA のデータ、プロダクト及びサービスについて、政府によ

る安全性の確保及び民間向け市場の双方を可能とする。学術界との関係は、利益を

目的とせず、SSA のデータ、プロダクト及びサービス、商業的には必ずしも成り立

たない研究、外交政策についてのピアレビュー及び政策を促す可能性がある。更

に、学術的な連携は才能を育成する（この点は後述する）。 

 

学術的な連携の主な特徴： 

• SSA研究のための資金 

• SSA データ、プロダクト及びサービスのピアレビューのための連携 

 

4.3.3  経済成長に貢献 

SSA データ、プロダクト及びサービスは、政府との契約関係に大きく依存する新

興市場である。そのような市場の目標の多くは、無償で提供されている安全性のた

めの SSA という基準を超えて、SSA プロダクトとサービスのための持続可能な市場

を確保することにある。経済的価値を生み出すような SSA システムは、次のことを

行う必要がある。 

 

その時点で利用可能な最新技術を活用し、そこから更に成長する。 
 
商業部門は、カタログ化並びに物体、パターン及び異

常の検出な定期的なアップデートの点で、政府の保有す

る SSA 能力を超えている。商業的な SSA システムは、政

府又は民間の顧客のニーズに応える独自の SSA 能力を開

発し続けると予想されている。新しい SSA システムは、

最先端の商業的な能力を活用し、利用可能な既存の能力

を超えたイノベーションへの投資に集中することで時間

を節約できる。 

 

 

 

 

顧客のニーズに応える 
 
改めて説明する必要まででもないが、顧客のニーズを

満たすデータ、プロダクト及びサービスの開発をサポー

トすることは不可欠である。新しい SSA システムを設計

する際には、エンドユーザーが何を必要としているかを知ることが重要。例えば、

“Make use of existing and 
operationally used, well-
tested commercial offerings, 
then they can get a really 
powerful capability quickly, 
which frees [Japan] up to 
focus on anything unique to 
them because they’re not 
focusing on the formats, 
which have been coded, 
developed, and tested years 
ago” 

From Interview with AGI28 
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SSA の商業エンドユーザーの大半は、自己が保有する衛星の軌道以外について何が

起こっているのかいついて、心配してする必要は必ずしもない。 

 

才能を開発し、育てる 
 
最適な SSA システムは、多様な学問分野における人材を必要とするが、これらの

多くが、技術的にも価値の高い仕事である。教育から雇用機会まで、理想的な SSA

プログラムは必要な人材の蓄積をサポートする。 

 

4.4 SSA データに対するニーズ 

4.4.1 一般的な衛星における SSA ニーズ 

１．精度 

CSpOCは民間事業者に対しては軌道情報を TLEでしか提供しておらず、一般的に

TLEには数キロメートル単位で誤差があると言われている。また、不確実性を定量

化した指標である共分散（コバリアンス）も提供されていない。つまり、公式には

精度情報がないため、誤差にもばらつきがあることを意味している。 

宇宙物体間の衝突回避のためには、SSA 情報に誤差があってもその誤差まで考慮

して保守的に衝突確率を算出することはできるが、CDMは多くなる。例えば JAXA の

運用するマヌーバ可能な 15 の衛星に対して、2018年度は 16万件もの CDMが通知さ

れた。 

 

２．更新頻度 

TLEの中に最後に観測した日時の記載はあるが、更新頻度は保証されておらず、

次にいつデータが更新されるかも知ることができない。そのため、軌道予測が難し

い軌道上にある物体や、マヌーバしている物体との衝突回避に懸念がある。 

 

３．回避マヌーバのための情報 

CSpOCから送信される CDMの中には、最接近時間、最接近距離、相対速度、衝突

確率等が記載されている。衝突回避のためのマヌーバを行うにあたっては、回避マ

ヌーバを行うべき時間（タイミング）やどの程度マヌーバすべきか（回避制御量）

を決める必要があるが、これらの情報は CDMには記載されておらず、また CSpOCか

ら別途提供もされていない。各運用者が分析することや、SSA サービスを購入する

ことも可能だが、そのような能力や予算がない運用者の場合、細かい検討なしにマ

ヌーバすることによって衛星に搭載している燃料を浪費していたり、逆に無事過ぎ

ることを期待して何もせず静観していたりしうる。 
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4.4.2 軌道上サービス運用者における SSA ニーズ 

１．精度 

軌道上サービスにおいては、最終的にはサービス提供側の衛星に搭載した光学カ

メラやレーダー測距計を使って、顧客側物体を探索して位置を特定する。SSA 情報

は、その前段階としてどの軌道を探索するかを決めるために顧客側物体のおおよそ

の位置を把握するために活用している。現在 CSpOCから民間事業者に無償で提供さ

れる情報では精度に不足がある。そのため、LeoLabs、AGI、ExoAnalytic Solutions

等民間向けに SSA 情報の提供をしているプレーヤーからの購入が必要となってい

る。具体的には、状態ベクトル （8要素 - 位置・速度・太陽輻射圧係数・弾道係

数）や共分散のデータや、状態ベクトルを時間軸で提供する軌道暦（例えば過去 1

日、将来 7 日分の予測を提供）などの情報にニーズがありうる。 

 

２．特性情報 

また今後のニーズが出てくる情報としては、故障や経年劣化によって外観が変化

していたり、資料の紛失等により外観情報が得られていない物体を捕獲する必要が

ある場合の形状情報や、制御不能になっている物体の回転速度や回転方向の情報が

上げられる。これらの情報があれば、サービス提供側衛星設計時にこの情報があれ

ば、より設計や運用計画立案が可能となるためである。 

 

 

4.4.3 打上げ事業者における SSA ニーズ 

現在国内の打上げにおいては、CSpOCのデータに基づいて、有人宇宙システムと

の衝突解析を行っているが、デブリとの衝突回避のための解析は行っていない。今

後、特に大規模なコンステレーションが複数の軌道高度で展開されてくると、ロケ

ット打上げ時の飛行安全確保が難しくなってくる。複数の軌道高度にコンステレー

ション衛星が多数展開されることになると、その高度にある衛星の間をタイミング

を見て通過することとなる。各打上げ事業者側で、複数のコンステレーションの最

新の位置情報を把握して打上げタイミングを図ることは現実的ではなく、そのよう

な情報を一元的した SSA プロダクトや、COLA 解析を行う SSA サービスへのニーズが

ありうる。 

 

4.5 SSA 能力上のギャップと課題 

現在の SSA 能力及び効果的な SSA の要件の考え方に基づくと、現在のグローバル

な SSA システムには、技術的な及びデータ処理上の観点、政策並び政治的な観点か

ら、以下のギャップがあると言える。 

 

カバレッジ 
 

SSA データの多くは米国から提供される。SSNは、LEO、MEO、GEO及び HEOの物体

を追跡するセンサーのグローバルネットワークである。欧州の SSA アセットも、全
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起動に対応している 51個のセンサーを用い、防衛及び安全保障の面での運用に焦点

を当てている。商業用及び学術用のセンサーは、世界中にあり、数百の望遠鏡と少

数のレーダーシステムから成る。 

 

カバレッジの範囲だけではなく、軌道全体を網羅し、継続的に維持されることが

不可欠である。つまり、軌道の全般にわたって物体を継続して追跡するためには、

データが、統合され、地球全体に分配されるようなセンサーを保有することが最終

的に望ましい状態と言える。現在の状況はそうはなっておらず、南半球には限られ

た数のセンサーしかなく、レーダーと光学センサーが最近になってオーストラリア

とニュージーランドに設置された。軌道全体にわたるカバレッジを拡大する方法

は、南半球を優先してセンサーの数と分布を増やすか、1日に複数の観察機会があ

る宇宙ベースの SSA システムを採用することである。 

 

感度 
 

感度（追跡する物体のサイズ）について、下の図[X]は、米国の視点に基づいた粒

子サイズ/高度についての入手可能なデータ・ソースを示す。LEOでは 1mm〜1cm、

GEOでは 10cm〜1mの範囲において感度にギャップがある。 環境の合理的なモデリ

ングを提供するために、NASA が管理している民生用の機器は、LEO(1000km 以下）上

の粒子サイズについては、合理的な感度を有している。これは、1993年から 2009

年までのハッブル宇宙望遠鏡に搭載されたレガシー広域惑星カメラ 2（WFPC2：Wide 

Field and Planetary Camera-2）に近い 29。その他の多数のレーダー（HAX 社、

HUSIR社、ゴールドストーン社のレーダー）も５ミリ程度の物体まで観測が可能 30。

たとえば、HUSIR社には、約 2000 km 以下の LEOであれば 1cm未満の物体、国際宇

宙ステーション（ISS：International Space Station）の高度（400km）においては

約 5mmまでの物体を観測する能力がある 31。 

 

米国の SNNは、MODEST望遠鏡と組み合わせ、GEO上の高度 36,000kmにおいて最大

10cmまでのサイズの物体を検知できる 32。商業 SSAコミュニティは、LEOレーダー

を活用し、数 mmのサイズ（レーザー測距）、1秒以下及び 20等級、2.5X10X10cmま

での物体を追跡している 33。その他機微な機器も出てきているが、それらは全ての

LNTを追跡せず、一部のセンサーは軌道上にある物体のボリュームを継続的に追跡

できない場合がある。この例外はスペースフェンスである。スペースフェンスは、

50万個もの物体を新たに米国のカタログに追加することが見込まれる。 
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図 X：現在の NASA の保有する軌道上デブリデータベース 

 
センサーの多様性 
 
小さいながらもセンサーの種類には多様性が増してきており、貴重な洞察を行う

ことができる。レーダー、レーザー及び RFセンサーは存在するが、SSA システムに

完全に統合されていない場合がある。これらのシステムをより多く使用し、それら

を SSA プロセスに統合すると、より高い精度と様々な新しいプロダクト及びサービ

スが実現する。 

 

精度と共分散 
 
CSpOCが公に提供するデータに関しては、運用者対して発行される多数の「誤検

知」に基づく衝突警告等の主要な課題がある。多くの課題は不十分な精度と誤差情

報に起因するため、一般の人々が CSpOCデータの潜在的なバイアスを理解すること

は難しく、そのためその限界を理解することは困難である。特に 10 年以内に打ち上

げられる数千の新しい衛星の中で、又は OOS 等の新しい活動のために、より良いモ

デリングとアルゴリズムが必要である。米国及び一部の同盟国の場合、米国 DoD

は、高精度のカタログにフィードする特別な摂動ソフトウェアを使用している。 

 

高度な伝播技術を使用した商業 SSA は、非常に正確な軌道ソリューションを実現

できる。GEOでは、0.1秒角の光センサー（GEOでは約 30mに相当 34） でこれが実証

されており 、LEOレーダーでは 50mの精度が実証されている。 
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図表 4-6：David Richmond, “Space Situational Awareness Architecture Vision”, presented 

at Advanced Maui Optical and Space Surveillance Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, 

September 201335 

 
 
研究とモデリング 
 
位置情報は大きな物体については十分な情報ではあるが、宇宙環境の全体的な理

解を深めるのに役立つ非位置情報が不足している。宇宙天気等の宇宙環境現象と軌

道上の物体の反応との間の因果関係を特徴付ける共通の基準が存在しないため、物

体の挙動の解釈が不明確になる可能性があり、戦略的な安全保障にリスクをもたら

す 36。コミュニティが単純化された仮定（たとえば、全ての空間物体が完全な球体

とする仮定等）に依存しているため、環境を実際に理解する能力が制限される。機

械学習、たとえば摂動力に合わせた自動処理アルゴリズムは、この理解を改善する

のに役立つ可能性があるが、まだ初期段階にある。 

 

更に、研究者達は、軌道上での活動又は物体の種類のいずれにも共通の経験的分

類法や命名法は存在せず、あいまいな解釈のために正確な規制ガイドラインを台無

しにしていることに留意している。 36昼光イメージングや高 Ghzレーダーなど、物

体の行動と軌道体制を特定する能力の向上は、位置情報以外の必要な情報の提供に

役立ち、共通の基準と用語の形成を支援する。 
 
新しい軌道環境向けのプロダクト及びサービス  
 
将来の SSA のニーズは、今日のニーズ（及び能力）とは大幅に異なる。LEOをめ

ぐる環境は、LEO上の通信コンステレーションが数千の新しい衛星を打ち上げ、LEO

で運用可能な衛星の数を 1桁増やそうとしているため、今後 10 年間で劇的に変化す

る。そのため、デブリの数は引き続き増加していくことに加えて、STMを求める声

も増加すると考えている。宇宙環境がますます混雑化している中で、解析が手動で
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なされるような衝突回避操作は実用的ではなく、新しい混雑のレベルに対象できる

自動化プロセスが必要になる。GEO環境も変化が予想される。小型衛星が打上げら

れているため、小型の物体についての SSA データの必要性はかつてないほど重要と

なってきている。従来の LEO及び GEOの「軌道ハイウェイ」を超えて、他の軌道

（高 LEO、MEO、地球月間軌道等）がより活発に利用されると、異なる SSA 要件と能

力を要求される可能性もある。（現在の）標準化された衝突回避サポート、打上げ

検出、打上げ前の COLA、再突入等のサービスには限界がある 37。その結果、軌道上

の活動に係る監視と執行は、自ずと制限される。 

 

RPO及び OOS といった新しい起動上の活動の登場により、新しい（そして潜在的

にはより特注品といった形の）SSAへのニーズが生まれる。通常の軌道を維持して

いる衛星の監視は、軌道面を横切って、他の宇宙物体の近くで移動するようなサー

ビス衛星の監視とは、おそらく相当異なるものになると考えられる。更に、これら

の活動を実行する運用者にとっての SSAニーズも異なる可能性がある。より正確な

SSA データを必要となる場合がある。また、規制当局と保険会社を満足させるため

に、活動に関して独立した検証を行うための第三者による監視も必要になる可能性

がある。こういった新しいサービスは、これまでとは異なる SSA 能力を必要とする

だろう。 

 

宇宙のプレーヤーの数と種類は、近年大幅に変化しており、今後もその変化が続

くと見られている。商業的なプレーヤーは、宇宙機の打上げと運用並びに SSA サー

ビス及びデータの提供において、より大きな役割を果たすことができる。これは、

異なる基準や期待に縛られている政府のような伝統的な宇宙ユーザーにとって重要

な意味を持つ可能性がある。新しい宇宙システムを打上げる政府の数も大幅に増加

しており、これらの新しいプレーヤーはこれまでには存在しなかった SSA のニーズ

を持っている。関係性の構築、ギャップの充足、負担分担のための新たな機会をも

たらす一方で、グローバル化から背を向けるようなナショナリスティックな外交政

策の傾向といった地政学的な要因は、宇宙領域への波及効果をもたらすこともある

だろうし、グローバルな規模でのデータ共有と透明性のあるアーキテクチャークチ

ャーに二の足を踏ませる可能性もある。 

  
透明性及び信頼 
 
SSAコミュニティが直面する重要な課題は、データ共有能力の限界に伴う信頼性

の欠如である。SSA のための多数国間の協力の可能性についての議論はあるもの

の、二国間のデータ共有協定の外部では、実際の実験は行われていない。さらに、

SSA は大抵の場合は機密情報に該当し、自由に各国と共有することを制限してい

る。このことは、欧州としての SSA のカタログの共有を目指す EUSST 支援枠組み

（the EUSST Support Framework）を実施する上での主要な課題の 1つになってい

る。現在、各国は、自国のカタログを保持しているが、他の EU加盟国との間で全て

のデータを共有することに躊躇している。例えば、Phantom Echoes計画を通じたフ

ァイブ・アイズ諸国の間の SSA 能力の統合や、緊密な同盟関係にあるフランスやド

イツ等の間でのデータ共有協定といった有望な例はあるものの、これらは極めて稀

な事例である 38。   
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また、データ管理とキュレーションの実践に関する透明性が欠如している。デー

タ処理・融合のベースとなる仮定や誤差に係る不確実性が理解されていなければ、

最終的なプロダクト・サービスへの信頼を得ることは困難である。 

 

共有と相互運用性 
 
現在、政府の SSA システムは依然として国によってその大部分が一元化されてお

り、又、そもそもデータを共有することを目的として設計されてはいなかった。特

定のモジュラーの更新、協力においての地政学的な要因及び商業的な SSA 能力の拡

大は改善がなされているものの、データの形式、プロダクトの種類及び現象学の共

有について国際的な基準というのは作成されていない。セクション 4.4.1 で説明さ

れている通り、SSA においてこれらの分野での進展は遅かった。ゆえに、「サイロ

化された」データリポジトリが生まれ、結果として宇宙空間の測定とモデリングの

ためのリソースを全体として管理できなくなった。過去 20 年間に構築された商用

SSA システムは、既存の SSA システムよりも高い相互運用性を備えている。しか

し、近年になってやっと、政府の政策により、二国間及び多国間でのデータ共有の

ための協定の実施が促されてきている。米国の例米戦略軍（Strategic Command）

は、2019年に 100番目となる二国間データ共有協定への署名を達成した。しかしな

がら、全般として、政府間のデータ共有が標準化され、堅牢なものとなり、自動化

されるためには、まだほとんど何も行われていない 39。 

 

衛星を打ち上げる際にロケットステージを軌道に配備する衛星運用者と打ち上げ

提供者は、多くの場合、説明的な情報（例えば、彼らが起動に放出した物体のモデ

ル、寸法及び RF特性）を、自己が所有するものとみなしておりため、SSA の提供者

に公には共有しないことを選択する。安全性の観点からは、このようなことは、活

動量の多い起動の「周辺」について、正確かつしっかりした特性を特定するという

プロセスの構築を複雑にする。物体の寿命期間の各段階でのデータ共有の増加は、

より本格的かつ詳細な活動についての共通認識を形成するのに資することとなり、

最終的に宇宙ベースのミッションの各参加者にも資するものとなる。 

 

専門知識 
 

SSA のエコシステムには人材という大きな問題もある。情報の大規模なデジタル

ライブラリー、特に様々な形式を統合し、異なる文化やニーズを持つ組織で利用さ

れるライブラリのキュレーションについては、現在の主要な SSA プレーヤーの間で

はほとんど存在していない学際的なアプローチが取られる必要がある。社会科学

者、人類学者、生態学者、持続可能性の研究者等 SSA以外のの専門家は、行動を分

類するための一般的な分類法と指標の作成を支援し、多国間の協調の取組のための

基礎を据える。 
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図表 4-7：主要な SSAギャップ 

主要な SSAギャップ 

1-カバレッジ 南半球のカバレッジは大幅に不足。 

 

持続性：秒（昼光-光学）、1日 10回（LEO専用）又は

毎日・数日ごと（公開カタログ） 

2-感度 6mm; LEOで 2.5X10X10cm +; GEOで 10cm-1m 

システムはより小さい物体の数を持続的に追跡できない

場合がある 

3-センサーの多様性 少数のレーダー、レーザー及びパッシブ RFシステムを

より大きな SSA データセットに統合する。 

4-精度   カバレッジの欠如、追跡の持続性、観測の数、モデリン

グ及び使用されるアルゴリズムのタイプに基づく。RPO

等の新しい軌道上活動に適した精度が必要である。 

 

最先端の精度：0.1秒（光学）、VM +20及び<100 m（レ

ーダー） 

5-研究とモデリング 宇宙環境の現象間の因果関係を特徴付ける共通の基準が

存在しない。 

6-起動上の新しい環

境向けのプロダクト

及びサービス  

新しい衛星の展開、特に継続的でゆっくりとしたマヌー

バを伴う展開を追跡し、それを理解する能力が低い。 

7-透明性及び信頼 地政学的レベルでは、多数の政府は、SSA データとプロ

ダクトを共有するための透明性の構築のための政治的な

サポートを欠いている。このことは、起動上の活動が増

加し、宇宙領域が一層混雑化するに従い、戦略的安定性

を不安定なものとする。 

8-共有と相互運用性 技術レベルでは、データ共有に積極的に取り組もうとし

ている組織には、正確、広範かつタイムリーなコラボレ

ーションを行うために必要な現象論、データ形式、行動

規範及びデータアーキテクチャーの調整と標準化を欠い

ている。 

9-専門知識 現在の SSA システムには、意思決定を可能とするような

情報をエンドユーザーに提供できる堅牢なデータリポジ

トリの設計とそのような実施を支える学際的な方法、研

究及び専門知識が組み込まれていない。 
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4.6 基礎となる国内 SSA データプラットフォーム 

4.6.1 日本の SSA システムの現状及び計画 

現状の日本の SSA システム 

セクション 2.1 で日本の現状の SSA 能力を概説したが、下記は図式化したもので

ある。JAXA が SSA システムを保有しており、JAXA 内に対して衝突回避や再突入のた

めのサービスを提供している。 

 

 

 
 

図表 4-8：日本の SSAシステムの現状 

 

2023年度までには、JAXA の協力を得て防衛省の SSA システムが構築される予定で

ある。それに伴い、日本政府としての CSpOCの窓口は防衛省に統一し、JAXA は防衛

省経由で米国と情報共有をすることが想定されている。下記はこの 2023年度時点で

想定されている能力及び体制を示した図である。 
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図表 4-9: 日本の SSA システムの現状に基づいた場合の将来の姿 

 

JAXA は JAXA衛星の防護、防衛省は JAXA衛星も含む日本の衛星の防護を目的とし

ている。JAXA から防衛省への KSGC及び BSGCの観測データ提供等はあるものの、

SSA システム自体はそれぞれで構築、運用される計画である。 

 

 

4.6.2 短期的に構築すべき、基礎的となる国内 SSA データプラッ

トフォーム 

日本の SSA システムの向上余地 

現状計画されている SSA 能力及び体制でも、宇宙基本計画工程表において成果目

標とされている SSA 体制の確立と能力の向上や、日米同盟の強化には一定の寄与が

ある。しかし、国内の宇宙産業の育成・推進、また SSA 及び STMひいては宇宙環境

保全分野における国際的な立ち位置の形成といったさらに幅広い視点からは、さら

なる向上余地がある。 

 

向上余地としては大きく以下の 4点が挙げられる。 

1. [インプット] 高精度情報、品質保証のある情報や現状不足している情報等多

様な情報の入手 

2.  [分析] 解析手法、アルゴリズムの継続的な改良 

3.  [プロダクト/サービス] 民間事業者へのプロダクト/サービスの提供 

4.  [データ管理] 外部からのデータ入手を想定したインターフェースや相互運

用性の確保 
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5.  [SSA 能力全体] 自立性のさらなる向上 

 

短期的に構築すべき基礎となる国内 SSA データプラットフォーム 

これらの向上余地を踏まえて、短期的に構築すべき基礎となる国内 SSA データプ

ラットフォームの案を下記に示した。 

 

 

 
図表 4-10：基礎となる国内 SSA データプラットフォーム 

 

現在の想定から大きく異なるのは、防衛省や JAXA とは別に、商業マルチプルデー

タベース/データセンターを設置している点である。このデータベース/データセン

ターが国内の民間事業者や商業 SSA 事業者からもデータを入手し、また民間事業者

向けにプロダクトやサービスを提供する。 

 

このようなプラットフォームを持つことにより、EUSSTのように、データの分

析、完全ではないものの自国版のカタログ、そしてそこから自国衛星等のためにサ

ービスまでを一気通貫で行うことができるようになる。民間事業者に対してプロダ

クト/サービスを提供することにより、国内の宇宙産業を支援することができる。そ

して、自立的な SSA 能力を持つことによって、宇宙環境保全分野における日本の国

際的な立場を強化することができる。 
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4.7 日本にとっての SSA アーキテクチャーの選択肢 

4.7.1 日本にとっての選択肢の検討方法 

国内 SSA プラットフォームの中長期的な在り方を検討するにあたっては、複雑か

つ相互に作用する複数の変数を考慮する必要がある。プラットフォームの在り方の

選択肢を上げるにあたっては、SSA システムの 6つのプロセス（インプット、キュ

レーション、分析、プロダクト、サービス及びデータ管理）のそれぞれについて慎

重な意思決定を要することから、選択肢の作成に先立って主に技術的な傾向を調査

してきた。そして、短期的に構築すべき基礎的な国内 SSA データプラットフォーム

の提案を行った。ここからは、国内 SSA データプラットフォームが長期的に取りう

る選択肢を、グローバルな技術的、商業的及び政策的な視点も含めて検討してい

く。 

 

検討の流れ  

1. 現状のSSA：グローバルで各国政府及び民間SSA提供者は、現在どのような能

力を保有しているのか。また、日本の現状（ここでは基礎的なプラットフォ

ームの構築は完了していると想定）はどのようになっているのか。 

SSA のデータ・プロダクト・サービスを提供する政府及び民間事業者の現在の能

力を把握するために、文献調査や主要なプレーヤー及び顧客に対するインタビュー

を実施した。 

その結果、米国が主導する大規模な政府保有の SSA システムが軍事目的及び安全

性確保のための SSA を維持しているのに対して、比較的規模の小さい国や民間事業

者は特定の軌道や宇宙物体に焦点を当てたよりニッチかつ顧客のニーズに特化した

データをプロダクトとして提供する傾向があることが判明した。一般的に、軍事・

インテリジェンス目的の政府の SSA データは機密情報である。一方で、現在は商業

及び政府レベルで、システム構造の近代化、データ収集に関するロジスティクスの

改善、更により強固なデータ共有を行うことによって、市場機会を広げるような投

資が検討されつつある。 

 

2. 将来のSSA：グローバルな技術動向やSSAに関係する国際的なガイドラインを

踏まえて将来の SSA はどのようになるか。 

国内 SSA データプラットフォームに影響を与える要素を、文献調査やインタビュ

ー及びそれらを踏まえた分析によって検討した。 

その結果、大きな流れとして各国政府により SSA についてより広範な情報共有と

協力のための初期的な政策目標が立てられ、実験やプロトタイプとなる枠組み構築

が行われつつあることが見えてきた。しかし、各国の間での信頼構築において課題

に直面していることも分かった。例えば米国では政府主導で UDLや OADR等の実験的

なデータ共有リポジトリが開発されているものの、それらは未だ設計段階に至って

いなかったり、広範囲での実施のために必要となる財政的な支援を得られていなか
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ったりする。また技術面においては、データの融合や処理において AIや機械学習を

活用する等、SSA システムの特定の要素を自動化するという検討もなされている。 

 

3. ギャップ：グローバルな SSA についての現在のギャップとは？  

現状の不足している具体的な要素を特定するために、ギャップ分析を行ない、9

つのギャップを洗い出した。 

 
4. 日本の機会：日本の強みと日本への期待とは何か？ 

日本が、国内 SSA データプラットフォームを構築するために活かせる地政学的及

び外交的な立ち位置についても考慮した。具体的には下記が挙げられる。 

a. 米国との密接な関係： 

日本は、物理的なハードウェア、データ管理、分析ソフトウェアの面

で現在最も強固な基盤を有する主要な SSA プレーヤーである米国との

間に緊密なパートナーシップを築いてきた。国内に SSA データプラッ

トフォームを構築するにあたって、米国との関係を活用できる可能性

がある。 

b. 戦略的な地理的位置： 

日本の地理的位置は、センサーのカバレッジを埋める観点から有利で

ある。さらに、日本には、アジア太平洋地域への影響力を有してお

り、コンソーシアム型のアプローチによって、SSA プレーヤー間の優

先順位付けや投資に影響を与えることができる。 

c. 多国間の枠組みにおける高い評価 

日本は長年、UNCOPUOS、IADC、国際標準化機構（ISO）、APRSAFなど

の多国間の枠組みでのガイドライン・覚書の合意や、共通の研究目

標、能力構築の形成に参加している。このような多国間協力への日本

の積極的な取組みは、好意的に評価されている。 

d. 持続可能性/環境政策への貢献 

日本は、さまざまな業界で持続可能性とグリーンな環境政策を普及す

るための法律と規制を優先するとの主導的役割を果たしてきた。宇宙

産業に適用した場合、この見通しは戦略的な優位性を形成する。 

 

 

5. 日本にとっての選択肢：SSA/STM において、日本がリーダーシップを確立す

るにはどのようなプラットフォームである必要があるか？  

中長期的な国内 SSA データプラットフォームが満たすべき要件を、以下のように

定義した。最初の 2項目は、前述の短期的に構築すべき基礎的なプラットフォーム

においても触れた内容であるが、中長期的にも維持し続けることが望ましいため、

再度あげている。 

 

中長期的な国内 SSA データプラットフォームが満たすべき要件 
a. 解析手法、アルゴリズムの継続的な改良 

b. 外部からのデータ入手を想定したインターフェースや相互運用性の確保 

c. アジア太平洋地域でのリーダーシップ発揮：宇宙飛行の安全性と戦略的安全
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性に関する日本の優先事項と目標と歩調を合わせつつ、アジア太平洋地域に

おける SSA をめぐる協力について、日本が地域的な影響力を行使してリーダ

ーシップを取る。 

d. 国際的ガイドラインとの整合：国連の LTSガイドラインの実施や業界全体に

おける持続可能性の確保に整合し、さらにリードする。 

e. グローバルな SSA 能力への貢献：市場におけるギャップを埋め、日本を宇宙

安全の革新的な最先端のポジションに置くことにより、グローバルな SSA 能

力に貢献する。 

 

これらの 5つの要件を考慮しつつ、日本が取りうる戦略的な選択肢として 

後述する 4つを見出した。いずれも、日本が目指す SSA の方向性に沿うものであ

る。 

 

考慮すべきレバー 

 

国内 SSA データプラットフォームの在り方を左右する、戦略的な変数である「レ

バー」として 5つの項目を定義した。これらの「レバー」は、各選択肢の目指す方

向性や焦点をどこに置いているかを反映しており、選択肢の比較や判断の助けとな

る。 

 

1. 対応する顧客のニーズの広さ：幅広い顧客ニーズに対応するのか（例えば全

ての軌道を対象とする）、限られた顧客ニーズに対応するのか（例えば個々

の衛星に照準を合わせる）を示す。このレバーは、日本として日本の SSA シ

ステムをグローバルな市場に資するものとすることをどの程度望んでいるの

か、グローバルな SSA市場への日本の関与をどのように考えているのか、ギ

ャップを埋める技術にどのように焦点を当てることができるか、によって異

なってくる。 

  

2. 民営化のレベル：民間と政府の間、具体的には民間 SSA 提供者と政府の SSA

機関との間の役割分担を示す。このレバーは、SSA サービス・データを民営

化することに政府としてどの程度コミットするか、に左右される。 

 

3. 取得する専門知識の範囲の広さ：国内で保つ必要がある能力がハードウェア

のみか、ソフトウェアのみか、又はハードウェア・ソフトウェアいずれも

か、を示す。このレバーは、日本が SSA プロセスのうちどこに焦点を当てる

か、他国とどのように協力するかによって異なってくる。 

 

4. 透明性のレベル：データプラットフォームのデータを、オープンに共有する

のか、データの保護を重視するのか、を示す。このレバーは、SSA を政府内
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の機能とするのか、特に安全保障のためのものと捉えるか、民間と提供して

いくのか、どの程度データ共有するのかによって決まる。 

  

5. 予算上のコミットメント：SSA システムへの短期的及び長期的な予算投入へ

の意向を示す。このレバーは、国内の政策的な必要性やグローバルな SSAへ

の貢献を踏まえつつ、日本政府からの全般的な投資のレベルを決定するもの

であるからであり、どの選択肢を選ぶかの判断に最も影響力がある。 

•  

6.  

 
図表 4-11：考慮すべきレバーの概念 

 

次項より、４つの選択肢を提案する。 
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4.7.2 日本にとっての SSA アーキテクチャーの選択肢 

選択肢 A アジア太平洋地域におけるリーダーシップの確立 

これは、日本が中心となって、SSA についてアジア太平洋地域の連携形成を目指

す選択肢である。グローバル SSA市場が拡大し続けることが予想される中でこの選

択肢を取ることによって、EUSSTプログラムを例とした他の地域的なモデルのよう

に、日本が外交的にも経済的にもアジア太平洋地域内の能力構築を進める役割を担

うこととなる。 
 
図表 4-12：選択肢 Aの概要  

どのような既存技術や協力関係に

依拠するか 

● 域内のパートナー国との間で、データ共有に係る協

定・契約を要する 

● 米国のデータ・リポジトリとの相互運用性が必要 

● 他の地域のコンソーシアム及び政府保有の SSA組織

と民間 SSA 事業者との間の対話が必要 

どのような先端 SSA技術が使用さ

れているか 

● 複数の SSA組織・事業者と連携するため、データ管

理と相互運用性に関する先端技術を活用しうる 

○ 進化するモデリング（域内プレーヤー向けの

「アンサンブル学習アプローチ」） 

○ （サービス提供の）自動化 

○ AI、機械学習（タスク処理の改善、データ融

合） 

○ クラウドコンピューティング（最新のリポジ

トリ・アーキテクチャー、データ共有、処

理） 

○ SSA データの比較手法（様々な結果の検証と

クロスチェック） 

国際的なベストプラクティスの実

施をどのように支えるか。 

● LTS ガイドラインをサポートしている 

○ B1: 連絡先の提供宇宙物体と軌道上に関する

情報の共有 

○ B2: 宇宙物体の軌道の精度向上軌道情報の共

有 

○ B3: スペース・デブリ監視情報の収集、共有

及び普及の促進 

○ B4: 制御飛行中の全軌道フェーズにおける接

近解析の実行 

○ C2: 宇宙活動の長期持続可能性に関する経験

の共有及び情報交換のための適切な新たな手

続の作成 

○ C3: 能力構築の促進及び支援 

○ C4: 宇宙活動の認知向上 

● 日本が主導する SSAコンソーシアムへの信頼を構築

するためには、いくつかの国に対しては（二国間及

び多国間枠組みを通じた）外交的努力を必要とする 

効果的な SSA システムと見なされ

る理由とは 

● 域内の SSA データ・プロダクトを一元化されたハブ

に取り込むことで、共通の運用状況についての認識
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が可能となり、より質の良い分析が容易になる。結

果として、得られるサービスの信頼性が高まり、意

思決定を可能とするような質の情報がエンドユーザ

ーに提供される 

● 日本は域内における主要な顧客となり、国内及び域

内の商業 SSA の成長とイノベーションを促進  

日本の強みをどう活かすか ● 戦略的な地理的位置：アジア太平洋地域のパートナ

ーが保有する物体の観測と追跡に注力することによ

り、地域内の宇宙安全保障のための努力と整合性を

とる 

● 米国との密接な関係：米国及びその他の SSA 事業者

集団との連携と関与を強化する 

日本のリーダーシップ発揮にどう

繋がるか 

● 日本の SSA の専門家が能力構築に関与することで、

域内のプレーヤーとの協力関係を強化することにな

り、SSA研究とイノベーションにおける日本の役割

を更に強固にする 

弱点は何か ● 大規模な予算的なコミットメントが必要 

● 域内の SSA プレーヤーとの間で政治的な交渉及び能

力構築のための取り組みが必要 

どのようなギャップを埋めるか ● 透明性及び信頼  

● 共有と相互運用性  

● 専門知識 

 

 

選択肢 B 宇宙物体特性評価（SOC：Space Object Characterization）のエキスパ

ート 

これは日本が最先端の革新的な SSA技術に投資し、独自のセンサーでグローバル

な SSA 能力のギャップを充足するという選択肢である。日本は、ニッチながらも専

門性の高い SSA サービス、宇宙における事象や物体の特性といった専門知識の面で

高い評価を得ることができる。豊富な位置的な情報を利用することにより、宇宙機

が運用される場所のみならず、なぜ、何を、誰が宇宙機を運用しているのかを把握

することができる。このような情報は、現在グローバルに見ても不足している。SOC

能力を開発することは、基本的な飛行安全性確保に留まらず、同盟国と関係者に価

値をもたらすニッチで魅力的なサービスになり得る。このセンサーからのデータプ

ロダクトとサービスは、既存のデータリポジトリと公開 SpaceTrackカタログ等のカ

タログに直接提供したり、将来的に構築が見込まれる OADR等のオープン・アーキテ

クチャに通知したりすることができる。 
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図表 4-13：選択肢 Bの概要 

どのような既存技術や協力関係に依拠

するか 

● 技術面では、特性評価という既存のギャップ

を埋める新たな分野を開拓することになる 

● OADR 等の米国システムとの相互運用性 

● パートナーと共有が可能（データ共有協定は

必要） 

どのような先端 SSA技術が使用されて

いるか 

● 宇宙物体の特性評価 

● 日中の撮像 

● 補償光学 

● 進化し続けるモデリング 

● タスクの自動化 

● AI、機械学習 

● クラウドコンピューティング 

国際的なベストプラクティスの実施を

どのように支えるか 

● LTS ガイドラインのサポート 

○ B1: 更新された連絡先の提供及び宇

宙物体と軌道上事象に関する情報の

共有 

○ B2: 宇宙物体の軌道データの精度向

上並びに軌道情報の共有の実行及び

実用性の強化 

○ B3: スペース・デブリ監視情報の収

集、共有及び普及の促進 

○ C2: 宇宙活動の長期持続可能性に関

する経験の共有及び情報交換のため

の適切な新たな手続の作成 

○ C4: 宇宙活動の認知向上 

● CONFERS の原則とプラクティスをサポート 

効果的な SSA とみなされる理由とは何

か 

● 独自のセンサーの統合は、物体の行動につい

ての特性評価に関するギャップを埋めるため

のものであり、エンドユーザーに対してより

精度の高い意思決定を行うための情報を提供

する既存の SSA 分析を補完することができる 

● このデータのギャップを埋めることにより、

日本が新しいパートナーシップやデータ共有

協定に関与して米国の SSN にデータを送付す

ることとなり、米国との関係を強化できる 

日本の強みをどう活かすか ● 多国間の枠組みにおける高い評価：新しい特

性評価の仕組みに向けて取り組むことで、日

本が地域のリーダーとなる 

日本のリーダーシップ発揮にどう繋が

るか 

● センサーが保有するギャップを埋めるような

特性評価のデータにより、日本は、軌道上サ

ービス、ADR、宇宙空間での製造等に寄与す

る新しい SSA の提供を主導することができる 

弱点 ● CDMなどの日々の基本的な SSA サービスにつ

いては、既存の SSA パートナーシップに引き

続き依存することになる 
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どのようなギャップを埋めるか ● カバレッジ 

● センサーの多様性 

● 新しい軌道環境に対応するプロダクト及びサ

ービス 

● 専門知識  

 

 

選択肢 C民間型の中核的研究拠点（CoE) 

これは日本が支援する形で SSA の中核的研究拠点（Center of Excellence：CoE）

を設立する選択肢である。CoEの中心的な機能は、世界から専門家が集まり、革新

的な研究に取り組み、共通のストラクチャーの下で協力し、ベストプラクティスを

構想するための場として機能である。専門家はそこで得た洞察を自国に持ち帰り、

世界中の政府の SSA 事業の政策決定者に情報を共有する。日本が主導して、多数国

間の、かつ、排他的でない CoEを、短期的にも長期的にも、学術研究者と民間 SSA

事業者が最先端の研究を行う場を提供する。これによって、研究者が能力のギャッ

プを埋めるための提案をし、データ分析と処理方法を検討し、センサー技術を改善

していくオープンな環境を作る。 
 

図表 4-14選択肢 Cの概要 

どのような既存技術や協力関係に依拠

するか 

● Astriagraphや OADRなどの新しいデータリポジト

リアーキテクチャーの実験モデルから得られた情

報と教訓 

● 研究及び商業的イノベーターへの依存 

どのような最先端の SSA技術が使用さ

れているか 

● SSA データの比較手法  

● クラウドコンピューティング  

● 人工知能、ニューラルネットワーク及び認知融合 

● 市民の科学とのクラウドソーシングの可能性（実

験的） 

国際的なベストプラクティスの実施を

どうサポートするか 

● LTS ガイドラインのサポート 

○ B1: 更新された連絡先の提供及び宇宙物

体と軌道上事象に関する情報の共有 

○ B2: 宇宙物体の軌道データの精度向上並

びに軌道情報の共有の実行及び実用性の

強化 

○ B3: スペース・デブリ監視情報の収集，

共有及び普及の促進 

○ B5: 打ち上げ前の接近評価に向けた実用

的な取組みの確立 

○ B9: 宇宙物体の非制御再突入に伴うリス

クを取り扱う対策 

○ C2: 宇宙活動の長期持続可能性に関する

経験の共有及び情報交換のための適切な

新たな手続の作成 

○ C3: 能力構築の促進及び支援 
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○ C4: 宇宙活動の認知向上 

効果的な SSA とみなされる理由とは何

か 

● 学術界及び研究との連携を活用して、インプット

の多様性を重視し、信頼を構築する  

● 日本が革新的な事業を実施する。それによって、

民間事業者を活性化し、意思決定を行えるような

プロダクト・サービスを提供するための優れた設

計に結びつく。 

日本の強みをどう活かすか ● 多国間の枠組みにおける高い評価：日本は、多国

間組織が抱える問題を解決するためベストプラク

ティスを集約する上で経験及び高い評判を有して

いる 

日本のリーダーシップ発揮にどう繋が

るか 

● 日本が、SSA センサー、データ管理と処理方法、

政策及び規範の作成のための学術的及び一般的な

研究開発やイノベーションのための世界的なセン

ターとなる 

弱点 ● 基本的な飛行安全のための SSA サービスの米国へ

の依存が継続する 

● 複数の国の CoEへの参加が必要 

どのギャップを埋めるのか ● 精度と共分散 

● 研究とモデリング  

● 透明性及び信頼 

● 共有と相互運用性 

● 専門知識 

 

 

選択肢 Dグローバル SSA リポジトリ（2040 年に向けて） 

これは、グローバルな SSA 能力、協力、透明性の向上を促進する上で、アジア太

平洋地域をとりまとめて主導的な役割を果たすという選択肢である。将来的に、現

在の Space Data Association（SDA。静止衛星運用者からが提供する軌道情報を集

めて共有している）のようなグローバル SSA リポジトリにおいて、アジア太平洋地

域のまとめ役となることを狙う。選択肢 A「アジア太平洋地域におけるリーダーシ

ップの確立」で提案した物理的なインフラの構築の多くに関与し、その能力を活用

して、アジア太平洋地域が EUSST、米国、ロシア及び新興の SSA プレーヤー等とデ

ータを共有する際に地域を主導する役割を果たす。 
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図表 4-15：グローバルな SSA リポジトリの枠組みのイメージ 

 

この選択肢は、SDA 等のオープン・アーキテクチャにおけるデータ共有の形式を

参考にする。また、Astriagraph等の学術研究のプロトタイプが持つデータ融合の

イノベーションも参考となる。 

 

この選択肢の実現には、多大な外交的努力を必要とし、完全に実施されるまで 10

〜20 年程度の長い期間を要する。しかし、現在の SSA 能力のギャップを埋めるため

には理想的な型の一つではある。地政学的な課題はあるものの、全ての主要な SSA

プレーヤーに対し最大限の恩恵をもたらし、宇宙空間の安定的な利用にも大きく貢

献する。UNCOPUOS の下で作成したされた LTSガイドラインのように、多国間枠組み

における長期間に及ぶ取り組みは、この選択肢に参加する者に対して最大の利益を

もたらす。最終的には強固で、正確でタイムリーな SSA/STMの促進のための非常に

重要な基盤となる。 
 

図表 4-16：選択肢 Dの概要 

どのような既存技術や協力関係に依拠

するか 

● データ共有に係る協定、域内のパートナー及

びグローバルなコンソーシアムの枠組みとの

間の相互運用性 

● 標準化された方法で全てのデータを結合する

ために、透明性及び信頼の程度並びにデータ

の統合の方法の開発に大きく依存する。 

どのような先端 SSA技術が使用されて

いるか 

● 理想的な最終状態であるため、データ共有と

情報の標準化に多額の投資が必要となる 

● 進化するモデリング（域内プレーヤー向けの

「アンサンブル学習アプローチ」） 

● 自動化（サービス） 

● AI、機械学習（タスク処理の改善、データ融

合） 

● クラウドコンピューティング（最新のリポジ

トリ・アーキテクチャー、データ共有、処

理） 
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● SSA同士の比較（異なる結果の検証とクロス

チェック） 

国際的なベストプラクティスの実施を

どう支えるか 

● LTS ガイドラインもサポート 

○ B1: 更新された連絡先の提供及び宇

宙物体と軌道上事象に関する情報の

共有 

○ B2: 宇宙物体の軌道データの精度向

上並びに軌道情報の共有の実行及び

実用性の強化 

○ B3: スペース・デブリ監視情報の収

集，共有及び普及の促進 

○ B4: 制御飛行中の全軌道フェーズに

おける接近解析の実行 

○ B5: 打ち上げ前の接近評価に向けた

実用的な取組みの確立 

○ B6: 有効な宇宙天気に関するデータ

及び予報の共有 

○ B7: 宇宙天気モデル及びツールの開

発並びに宇宙天気による影響の低減

のための確立した実行の収集 

○ B9: 宇宙物体の非制御再突入に伴う

リスクを取り扱う対策 

○ C2: 宇宙活動の長期持続可能性に関

する経験の共有及び情報交換のため

の適切な新たな手続の作成 

○ C3: 能力構築の促進及び支援 

○ C4: 宇宙活動の認知向上 

● IADC、UNCOPUOS等を通じた外交的努力がグロ

ーバルに必要となる  

効果的な SSA とみなされる理由とは何

か 

● グローバルなデータ・プロダクトが蓄積さ

れ、一般的な分析や集約されたサービスが広

がることにより、SSA の信頼、システムへの

信頼が増す。また、インプットの多様性の確

保及び協力のための意思疎通の大幅な増加に

貢献する 

● 完全な実施に至った場合、宇宙空間における

運用の安全性と安心に大きく貢献し、空や海

上等の他の領域での活動と同様に宇宙での経

済活動を増加させることにつながる 

日本の強みをどう活かすか ● 地理的位置：日本はアジア太平洋地域におい

て主導的な役割を果たすことが可能 

● 持続可能性/環境政策への貢献：宇宙領域に

おいても、責任ある持続可能な活動を行うた

めに主導的な役割を果たすことが可能 

日本のリーダーシップ発揮にどう繋が

るか 

● 日本がアジア太平洋地域のコンソーシアムを

主導することで、能力構築、自国の専門知識

の開発、SSA の研究とイノベーションの推進

など、日本の指導力を育てるための選択肢 A

と同様のメリットも得ることができる 
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弱点 ● 多大な政治交渉が必要となる 

● 実施のために最も長い時間を要する 

どのギャップを埋めるのか ● センサーの多様性とカバレッジ 

● 新しい軌道環境に対応するのプロダクト及び

サービス 

● 透明性及び信頼  

● 共有と相互運用性  

● 専門知識 

表 X：選択肢 D の内訳 

 

 

4.7.3 提示された選択肢の概要比較 

 
図表 4-17：選択肢の概要比較 

# 選択肢 説明 対応する顧

客のニーズ

の広さ 

民営化

レベル 

取得する

専門知識

の範囲 

透明性の

レベル 

予算上の

コミット

メント 

A アジア太平

洋地域にお

けるリーダ

ーシップの

確立  

日本が中心となっ

て、SSA におけるアジ

ア太平洋地域の連携

形成を目指す 

中 柔軟 広 中 高 

B 宇宙物体特

性評価のエ

キスパート 

最先端の革新的な SSA

技術に投資し、独自

のセンサーでグロー

バルな SSA能力のギ

ャップを充足する 

狭 中 中 低〜中 中 

C 民間型の中

核的研究拠

点（CoE） 

SSA の中核的研究拠点

を設立する  

狭 低〜中 広 高 低〜中 

D グローバル

な SSA のフ

ァシリテー

ター 

グローバルな SSA能

力、協力、透明性の

向上を促進する上

で、アジア太平洋地

域をとりまとめて主

導的な役割を果たす 

中 柔軟 中 高 高 

 

 

  



 

173 

 

参考文献・脚注 セクション 4 

1. Inter-Agency Space Debris Coordination Committee, “IADC Space Debris Mitigation 
Guidelines,” Inter-Agency Space Debris Coordination Committee, last modified in 

September 2007, https://www.unoosa.org/documents/pdf/spacelaw/sd/IADC-2002-01-IADC-

Space_Debris-Guidelines-Revision1.pdf. 

2. Ramona L. Walls, et al., “Assessing the IADC Space Debris Mitigation Guidelines: A 

case for ontology-based data management,” presented at Advanced Maui Optical and 

Space Surveillance Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, September 2016, 

https://amostech.com/TechnicalPapers/2016/SSA/Walls.pdf. 

3. UN Committee on the Peaceful Uses of Outer Space, “Voluntary Implementation of the 

Guidelines for the Long-term Sustainability of Outer Space Activities and Proposed 

Reporting Approach by the United Kingdom,” UN Office for Outer Space Affairs, last 

modified February 7, 2020, 

https://www.unoosa.org/res/oosadoc/data/documents/2020/aac_105c_12020crp/aac_105c_1202

0crp_15_0_html/AC105_C1_2020_CRP15E.pdf.  

4. The Consortium for Execution of Rendezvous and Servicing Operations, “About Us,” 

CONFERS, https://www.satelliteconfers.org/about-us/. 

5. Canadian Forces, “Check out these captures using Canada’s NEOSSat and Sapphire 

satellites, as we assist in tracking the in-orbit  docking experiment of the Northrop 

Grumman MEV-1 with Intelsat 901 in support of our Five-Eyes partner nations and the 

Phantom Echoes team,” Twitter, February 10, 2020, 

https://twitter.com/CanadianForces/status/1226986044068900864?s=20. 

6. Space Safety Coalition, “Best Practices for the Sustainability of Space Operations,” 

SSC, https://spacesafety.org/. 

7. LeoLabs Inc., “Our latest update this morning for IRAS / GGSE 4 shows a 12m miss 

distance, with a Probability of Collision (Pc) back to 1 in 100. Here is a plot of our 

last five days worth of miss distance updates on this event,” Twitter, January 29, 

2020, https://twitter.com/LeoLabs_Space/status/1222547865567887361?s=20. 

8. LeoLabs Inc., “The 12m total miss distance has components of: 11m radially; 0m in-

track; 5m cross-track. We can visualize this conjunction geometry from the top-down 

and side-on views of the event at TCA,” Twitter, January 29, 2020, 

https://twitter.com/LeoLabs_Space/status/1222547873583312896?s=20. 

9. David Richmond, “Space Situational Awareness Architecture Vision,” presented at 

Advanced Maui Optical and Space Surveillance Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, 

September 2013, https://amostech.com/TechnicalPapers/2013/POSTER/RICHMOND.pdf. 

10.A survey of AMOS Conference technical papers from 2017, 2018, and 2019 was performed 

along with a survey of technical papers from the 1st International Orbital Debris 

Conference (IOC). Interview discussions also revealed technology trends. 

11. Nathan Estell, Dylan Ma and Patrick Seitzer, “Daylight imaging of LEO satellites 

using COTS hardware,” presented at Advanced Maui Optical and Space Surveillance 

Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, September 2019, 

https://amostech.com/TechnicalPapers/2019/Optical-Systems-&-

Instrumentation/Estell.pdf. 

12.Miriam Kramer, “This company wants to track satellites during the daytime,” Axios, 

last modified November 12, 2019, https://www.axios.com/numerica-track-satellites-

daytime-9f155555-e203-4917-ad87-4fab82bb3fe0.html. 

13.David Grosse, et al., “Adaptive Optics for Satellite Imaging and Earth Based Space 

Debris Manoeuvres,” presented at 7th European Conference on Space Debris, Darmstadt, 

Germany, April 2017, https://www.first-light-imaging.com/wp-

content/uploads/2019/10/SDC7-paper536.pdf. 

14. Samuel Clemens, et al., “Feasibility of Using Commercial Star Trackers for On-Orbit 
Resident Space Object Detection,” presented at Advanced Maui Optical and Space 



 

174 

 

Surveillance Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, September 2018, 

https://amostech.com/TechnicalPapers/2018/Space-Based_Assets/Clemens.pdf. 

15.同上 

16. Sohrab Mahmud, Sana Ullah Qaisar and Craig Benson, “Tracking Low Earth Orbit Small 
Debris with GPS Satellites as Bistatic Radar,” presented at Advanced Maui Optical and 

Space Surveillance Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, September 2016, 

https://www.amostech.com/TechnicalPapers/2016/Orbital-Debris/Benson.pdf. 

17. David Richmond and Tatum Poole, “Satellite Tracking and Characterization Using Signal 

Data,” presented at Advanced Maui Optical and Space Surveillance Technologies 

Conference (AMOS), Maui, HI, September 2019, 

https://amostech.com/TechnicalPapers/2019/Space-Situational-Awareness/Richmond.pdf. 

18. Moriba Jah on “Space Missions of Global Importance: Planetary Defense, Space Weather 

Protection, and Space Situational Awareness,” Aired on U.S. Senate Committee on 

Commerce, Science and Transportation, February 12, 2020, 

https://www.commerce.senate.gov/2020/2/space-missions-of-global-importance-planetary-

defense-space-weather-protection-and-space-situational-awareness. 

19.Tim Flohrer, et al., “CREAM - ESA's Proposal for Collision Risk Estimation and 

Automated Mitigation,” presented at Advanced Maui Optical and Space Surveillance 

Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, September 2019, 

https://amostech.com/TechnicalPapers/2019/Space-Situational-Awareness/Flohrer.pdf. 

20.Hussein L. Weis, “Orbit Design of an Autonomous Space-based SSA Swarm: Distributed 

Machine Learning at the Edge,” presented at 2019 Advanced Maui Optical and Space 

Surveillance Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, September 2019, 

https://www.semanticscholar.org/paper/Orbit-Design-of-an-Autonomous-Space-based-SSA-

at-Weis-Hussein/d328692dbf7d961e35b31167b4596c7ce9d277b4. 

21. Hao Peng and Xiaoli Bai, “Limits of Machine Learning Approach on Improving Orbit 

Prediction Accuracy using Support Vector Machine,” presented at 2019 Advanced Maui 

Optical and Space Surveillance Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, September 

2017, https://amostech.com/TechnicalPapers/2017/Astrodynamics/Bai.pdf. 

22. Cockrell School of Engineering, “ASTRIAGraph,” UT Austin, 

https://sites.utexas.edu/moriba/astriagraph/. 

23. ConsenSys “ConsenSys Space Launches TruSat System,” ConsenSys, last modified October 

21, 2019, https://consensys.net/blog/press-release/consensys-space-trusat-_-10-22-

2019/. 

24. Andrew D’Uva, Interview by the Astroscale Team, Personal Interview, Washington D.C., 

December 9, 2019. 

25.For example, OneWeb intends to lower the perigee to lower than 200 km and keep apogee 

at 1,100 km at end of mission. 

26. Alexander F. Herz, et al., “SSA Sensor Tasking Approach for Improved Orbit 

Determination Accuracies and More Efficient Use of Ground Assets,” presented at 

Presented at Advanced Maui Optical and Space Surveillance Technologies Conference 

(AMOS), Maui, HI, September 2013, 

https://amostech.com/TechnicalPapers/2013/POSTER/HERZ.pdf. 

27.AGI, Interview by the Astroscale Team, Personal Interview, Washington D.C., December 

13, 2019.  

28.Ibid.  

29.Space Telescope Science Institute, “WFPC2,” STScI, http://www.stsci.edu/hst/wfpc2. 

30.Mark Matney, “Measuring small debris – what you can’t see can hurt you,” Orbital 

Debris Program Office NASA, last modified September 12, 2016, 

https://ntrs.nasa.gov/archive/nasa/casi.ntrs.nasa.gov/20160011226.pdf. 

31.  Ibid.  

32. Advanced Technology International ATI, “CONFERS GSSF 2018,” Youtube, 6:06:34, aired 

on November 8, 2018, https://www.youtube.com/watch?v=MEYzbY1D9KM. 



 

175 

 

33. LeoLabs, “LeoTrack FAQ,” LeoLabs, https://www.leolabs.space/leotrack_faq. 

34. Advanced Technology International ATI, “CONFERS GSSF 2018,” Youtube, 6:06:34, aired 

on November 8, 2018, https://www.youtube.com/watch?v=MEYzbY1D9KM. 

35. David Richmond, “Space Situational Awareness Architecture Vision,” presented at 

Advanced Maui Optical and Space Surveillance Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, 

September 2013, https://amostech.com/TechnicalPapers/2013/POSTER/RICHMOND.pdf. 

36. Moriba Jah, Interview by the Astroscale Team, Personal Interview, Washington D.C., 

November 20, 2019.  

37. Simon George and Andrew Ash, “Future On-Orbit Spacecraft Technologies and Associated 

Challenges for Space Situational Awareness,”  presented at Presented at Advanced Maui 

Optical and Space Surveillance Technologies Conference (AMOS), Maui, HI, September 

2019, https://amostech.com/TechnicalPapers/2019/Space-Based-Assets/George.pdf. 

38. Defence Science and Technology Laboratory, “Dstl in Unique Five-Eyes Space 

Situational Awareness Experiment,” DSTL, last modified February 4, 2020, 

https://www.gov.uk/government/news/dstl-in-unique-five-eyes-space-situational-

awareness-experiment. 

39. Karen Singer, “100th space sharing agreement signed, Romania Space Agency joins,” 

U.S. Strategic Command, last modified April 16, 2019, 

https://www.stratcom.mil/Media/News/News-Article-View/Article/1825882/100th-space-

sharing-agreement-signed-romania-space-agency-joins/. 

 

 

 

 



 

176 

 

5. 結論 

宇宙活動は現代生活に不可欠である。特にこの過去 20 年以内に、世界の宇宙産業

は広く多様化し、宇宙経済を前進させる多くの先進的な商業宇宙業界のプレーヤー

が台頭してきた。宇宙空間領域の利用が拡大するにつれて、次世代のプレーヤーと

新たに台頭するミッションをサポートするために、最先端の SSA 能力、分析、及び

協力についても進化しなければならない。打上げの選択肢の増加、衛星コンポーネ

ントの低コスト化及びより大きな投資活動により、活気に満ちたグローバルな宇宙

エコシステムが実現してきている一方、通信、混雑した軌道及びデブリ除去の明確

な手段の欠如によってもたらされる宇宙機へのリスクは今後数年間で増してくる。

民間及び政府機関の運用者にとって、宇宙領域の包括的、正確、タイムリーな認識

は、設計から宇宙機の使用停止までの安全で責任ある持続可能な運用を可能にする

ために、これまで以上に重要になってきている。 

 

現代の宇宙経済に効果的な SSA システムは、意思決定品質の情報を提供するため

に、エンドユーザーを念頭に置いてゼロから設計する必要がある。そのためには、

適切なカバレッジと継続性を提供し、多様なインプットを組み込み、相互運用性、

拡張性があり、強力な処理コンポーネントを持ち、継続的に改善及び進化させるた

めの関係を作り上げる必要がある。 

 

米国政府は現在、SSA のプロダクト、サービス、運用、及びインフラの世界最大

の消費者であり、商業 SSA サービス及びデータ提供者の「主たる」顧客としての役

割を果たしている。商業 SSA サービスの商業顧客ベースと市場はまだ初期段階だ

が、今後数十年で劇的に成長する態勢を整えており、革新的なソリューションの開

発を促す技術的、意思決定的、手順的要件に動的な変化をもたらし得る。 

 

今日、現在の SSA市場の製品と顧客のニーズにはまだギャップが存在する。これ

らには、信頼性の欠如に加えて、限られたデータ共有機能、カバレッジ、精度と共

分散、インプットの多様性、センサーの感度といった技術的なギャップも含まれ

る。新しいミッションの種類が今後数年間で増加するにつれて、この新しい軌道環

境に対応する SSA サービスとプロダクトを提供するために行われるべき基本的な事

項がまだまだ存在する。 

 

日本政府は、これらの主要な課題とグローバルな SSA 能力のギャップを埋めるた

めに強力なリーダーシップを担うことができる。多国間の枠組みでの日本の高い評

価、アジア太平洋地域における日本の戦略的な地理的位置、持続可能性への日本の

貢献など、宇宙産業にもたらす強みを考えると、日本には国内、地域及びグローバ

ルな SSA イニシアチブでパラダイムシフトを促進するために必要なすべてのツール

があると考えられる。 

 

この報告書では、SSA のプロセス、主要な政府プレーヤーの SSA 能力やプログラ

ム、商業 SSA市場の戦略的アプローチとビジネスモデル、市場ギャップの調査を行



 

177 

 

った。この分析から、戦略的な 5つのレバーを定義した。これは、国内データプラ

ットフォームの在り方やそのアプローチについて、各選択肢の目指す方向性や焦点

を評価できる戦略的な変数である。これにより、意思決定者は、レバーと組み合わ

せて、適切と思われる各選択肢を判断することができる。特定した戦略的選択肢は

以下の次の 4つである。 

 

選択肢 A：アジア太平洋地域におけるリーダーシップの確立 

これは、日本が中心となって、SSA におけるアジア太平洋地域の連携形成を目指

す選択肢である。グローバル SSA市場が拡大し続けることが予想される中でこの選

択肢を取ることによって、EUSSTプログラムを例とした他の地域的なモデルのよう

に、日本が外交的にも経済的にも地域の能力構築を進める役割を担うこととなる。 

選択肢 B：宇宙物体特性のエキスパート 

日本が最先端の革新的な SSA技術に投資し、独自のセンサーでグローバルな SSA

能力のギャップを充足するという選択肢である。日本は、ニッチながらも専門性の

高い SSA サービス、宇宙における事象や物体の特性といった専門知識の面で高い評

価を得ることができる。豊富な位置的な情報を利用することにより、宇宙機が運用

される場所のみならず、なぜ、何を、誰が宇宙機を運用しているのかを把握するこ

とができる。このような情報は、現在グローバルに見ても不足している。 

選択肢 C：民間型の中核的研究拠点（CoE） 

日本が支援する形で SSA の中核的研究拠点（Center of Excellence：CoE）を設立

する選択肢である。CoEの中心的な機能は、世界から専門家が集まり、革新的な研

究に取り組み、共通のストラクチャーの下で協力し、ベストプラクティスを構想す

るための場として機能である。専門家はそこで得た洞察を自国に持ち帰り、世界中

の政府の SSA 事業の政策決定者に情報を共有する。日本が主導して、多数国間の、

かつ、排他的でない CoEを、短期的にも長期的にも、学術研究者と民間 SSA 事業者

が最先端の研究を行う場を提供する。これによって、研究者が能力のギャップを埋

めるための提案をし、データ分析と処理方法を検討し、センサー技術を改善してい

くオープンな環境を作る。 

 

選択肢 D：グローバル SSA リポジトリ 

グローバルな SSA 能力、協力、透明性の向上を促進する上で、アジア太平洋地域

をとりまとめて主導的な役割を果たすという選択肢である。将来的に、現在の

Space Data Association のようなグローバル SSA リポジトリにおいて、アジア太平

洋地域のまとめ役となることを狙う。選択肢 A「アジア太平洋地域におけるリーダ

ーシップの確立」で提案した物理的なインフラの構築の多くに関与し、その能力を

活用して、アジア太平洋地域が EUSST、米国、ロシア及び新興の SSA プレーヤー等

とデータを共有する際に地域を主導する役割を果たす。 
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これらの各選択肢は、SSA データプラットフォームの在り方を左右する、戦略的

な変数である「レバー」を用いて比較したり優先順位を判断したりすることができ

る。さらに技術面や連携先の意向等について調査をしていき、一つの選択肢又は選

択肢の組み合わせを検討していくことが望まれる。SSA のグローバルな能力と顧客

のニーズの進化に伴い、この調査で提示された情報は、SSA技術、政策、協力や能

力構築において日本がリーダーシップをより発揮するための助けとなる。 
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6.2 インタビュー調査質問事項 

調査質問事項 

（注：商業・学術主体に対してのみの質問事項には「*」を付与） 

 

セクション 1：SSA システムの基本 

1. SSA システムについて説明するとどのようなものになるか。 

2. どのような種類の SSA データを収集しているか？* 

3. データはどのように統合または融合されているか？* 

4. データを使用してどのような分析が行われているか？* 

5. データ統合と分析を実行可能なものにするために必要とするものは何か？

* 

6. どのような種類の SSA 情報を公開/運用者に提供しているか？ 

7. 商業的な主体による SSA データの利用率の増加があるか？ 

8. どのタイプのソフトウェアシステムを使用しているか？* 

○ SSA の収集と分析* 

○ ユーザー向け* 

9. どのモデリング・ツールを使用しているか？* 

○ 宇宙の環境向け* 

○ 大気情報について* 

10. データ/プロダクト/サービスのユーザーは誰で、どのように使用している

か？*  

11. 組織の拠点はどこか。センサーはどの程度の範囲にあるのか？* 

12. SSA の上位 5 つのアプリケーション又はプロダクトは何か？ 

○ 政府の利用のため 

○ 商業利用のため 

○ 科学的な目的のため 
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セクション２：主要なプレイヤー  

1. 自己の組織とグローバルな SSA エコシステム（官民いずれも含む）との関

係を説明してください 

2. 自己の組織は、SSA データの収集/分析/統合に関して他のパートナーと協

力しているか？どのような能力について協力しているのか？ 

3. SSA システムに統合する商用データ、プロダクト、サービスを購入してい

るか？ （主要なプログラム名を開示できる場合はその名称） 

○ これは過去 5 年間でどのように変化したか？また、今後 5 年間でどの

ように変化していくか？ 

○ 機密データを処理しているか？その場合、どのように統合/処理してい

るか？* 

4. SSA データ収集/統合/分析に関係する技術はどれくらい早く進歩するか？ 

5. 具体的に進歩とは何か？ 

6. 今後 10 年間で SSA 運用者/労働力の需要が増加すると予測するか？*  

7. SSA インフラストラクチャと分析の産業基盤とサプライチェーンは、今後 5

年間でどのように進化するか？* 

 

セクション 3：主要な商業 SSA プレーヤーのビジネスモデル 

1. 組織の主な収益源/主なプロダクト・ラインは何か。*  

2. 他の商用 SSA データ/プロダクト／サービスと比較した場合の価値提案は何

か？* 

3. 顧客は主に政府か商業主体か？なぜその市場をターゲットにしたのか？*  

4. データ/サービスの料金を公開しているか？*  

5. 業務に関連する最大の課題は何か？*  

○ テクニカル* 

○ ビジネス* 

○ 政策 

○ 規制* 
○ これらのうち、民間 SSA 提供者の成功に対する最大の障壁は何か？* 

6. 過去 5 年間で、SSA 市場（政府と商業事業者によるデータとサービスの両

方の購入）はどのように進化したか？将来の動向は？ 

7. 商業 SSA（プロバイダー、インテグレーター、アナリスト/プロセッサー、

製品開発者）の「ハブ」になる国又は地域について予想していることはあ

るか？その場合、その国は民間事業者にとって魅力的か？ 

8. 利用可能な新しいタイプのデータ、プロダクト、サービスは何か？ 

9. 次の技術トレンドの SSA市場への適用についてどのように考えているか？

○ 人工知能（AI）* 

○ 機械学習 

○ オートメーション 

○ ニューラルネットワーク* 

○ ブロックチェーン* 

○ フォレンジック* 

○ 分析されていない物体特性化* 

○ 挙動分析* 

○ 非光学センシング* 

○ 宇宙ベースのセンシング

* 

○ シミュレーション/ AR *



 

185 

 

 

セクション 4：4 ビッグデータの利活用検討事項及び選択肢  

1. SSA サービス/データを使用するように事業者に最も影響を与える可能性の

ある説得力のあるガイドライン、プラクティス、または標準はどれか？* 

○ LTS* 
○ IADC* 
○ ISO* 
○ その他* 

2. SSA システムの設計方法の長所と短所は何か？ 

3. 自己の見解では、現在の SSA における最大のギャップは何か？ 

○ インフラストラクチャ/ハードウェア 

○ ソフトウェア/処理 

○ 政策 

○ 基準/規範など 

4. 追加したいこと、その他回答が必要な重要な事項はあるか？ 
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6.3 用語一覧 

 

略語 日本語 名称 

ACI 天体力学のコミュニティ利益社

会 

Astrodynamics Community of Interest  

AEOS   高度な電気光学システム Advanced Electro Optical System  

AFSPC        

  

 米国空軍宇宙軍団 U.S. Air Force Space Command  

AFSSS  空軍宇宙監視システム Air Force Space Surveillance System  

AIUB ベルン大学天文学研究所 Astronomical Institute of the 

University of Bern  

AMOS 光学スーパーコンピューティン

グサイト 

Air Force Maui Optical Supercomputing 

Site  

ANU オーストラリア国立大学 Australian National University 

APOSOS アジア太平洋地域地上ベース光

学宇宙物体観測システム 

Asia-Pacific Optical Space Objects 

Observation System  

APRSAF アジア太平洋地域宇宙機関フォ

ーラム 

Asia-Pacific Regional Space Agency 

Forum 

APSCO アジア太平洋宇宙協力機構 Asia Pacific Space Cooperation 

Organization 

ASAT 対衛星 Anti-Satellite 

ATTR 先端技術リスク低減 Advanced Technology Risk Reduction 

BMEWS 弾道ミサイル早期警戒システム Ballistic Missile Early Warning 

System 

CA 接近評価 Conjunction Assessment 

CAS 中国科学アカデミー Chinese Academy of Sciences 

CAESAR 接近解析とアラートと回避有無

の推奨といった評価サービス 

Conjunction Analysis & Evaluation 

Service Alerts & Recommendations 

CARA 接近評価リスク分析 Conjunction Assessment Risk Analysis 

CDM 接近データメッセージ Conjunction Data Messages  
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略語 日本語 名称 

CDTI スペイン政府・産業技術開発セ

ンター 

Centro para el Desarrollo Tecnológico 

Industrial 

CIE フランス司令部間陸軍司令部 Commandement Interarmées de l’Espace 

CNES フランス国立宇宙研究センター Centre National d'Études Spatiales 

COLA 衝突回避 Collision Avoidance 

COMSpOC 商業宇宙運用センター Commercial Space Operations Center  

CORDS (Aerospace の)航空宇宙再突入

デブリ研究センター 

Center for Orbital and Reentry Debris 

Studies 

COSMOS 軍事監視宇宙物体運用センター Centre Opérationnel de Surveillance 

Militaire des Objets Spatiaux 

CREAM 衝突リスク推定・自動緩和 Collision Risk Estimation and 

Automated Mitigation 

CSpOC 連合宇宙運用センター Combined Space Operations Center 

CSSS カナダ宇宙監視システム Canadian Space Surveillance System 

DARPA 米国防総省高等研究計画局 Defense Advanced Research Project 

Agency 

DASA 防衛・セキュリティアクセラレ

ータ 

Defence and Security Accelerator 

DOD  米国国防総省 Department of Defense  

DRDC カナダ国防研究開発局 Defense Research and Development 

Canada 

DSTL 英国防衛科学技術研究所 Defence Science and Technology 

Laboratory 

DTIC 物体の検出、追跡、識別、特性

評価 

Detection, Tracking, Identification, 

and Characterization 

ECI 地球中心慣性座標系 Earth Centered Inertial 

ELSET  要素セット Element Set 

ESA 欧州宇宙機関 European Space Agency 

ESAC 欧州宇宙天文学センター European Space Astronomy Centre 

EU SATCEN 欧州連合衛星センター European Union Satellite Centre 
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略語 日本語 名称 

ESOC 欧州宇宙運用センター European Space Operations Centre  

ESPI 欧州宇宙政策研究所 European Space Policy Institute  

EUSST 欧州宇宙監視・追跡 European Union Space Surveillance & 

Tracking  

FADR 固定防空レーダー Fixed Air Defence Radar 

FCC 連邦通信委員会 Federal Communications Commission 

FFRDC 連邦研究開発センター Federally Funded Research and 

Development Centers 

FG フラグメンテーション分析 Fragmentation Analysis 

FHR フラウンホーファー高周波物理

及びレーダー技術研究所 

Fraunhofer Institute for High 

Frequency Physics & Radar Techniques 

GEO 静止軌道 Geosynchronous Orbit 

GEODSS 電気光学深宇宙監視 Ground-Based Electro-Optical Deep 

Space System 

GESTRA ドイツ実験宇宙監視及び追跡レ

ーダー 

German Experimental Space 

Surveillance and Tracking Radar 

GIAS ドイツ航空宇宙工学グループ German Aerospace Engineering Group  

GNOSIS 宇宙の持続可能性のためのグロ

ーバルネットワーク 

Global Network for Sustainability in 

Space 

GON グローバル・オプティカル・ネ

ットワーク 

Global Optical Network  

GRAVES 監視システム Grand Réseau Adapté à la Veille 

Spatiale 

GSOC ドイツ宇宙作戦センター German Space Operations Center 

GSSAC ドイツ宇宙状況認識センター German Space Situational Awareness 

Centre 

GSSAP   Geosynchronous SSA Program 

HEO ROBOTICS   High Earth Orbit Robotics  

HUSIR ヘイスタック超広帯域衛星画像

レーダー 

Haystack Ultra-wideband Satellite 

Imaging Radar 
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略語 日本語 名称 

IAA 国際宇宙航行アカデミー International Academy of Astronautics 

IARPA 米国インテリジェンス高等研究

計画活動 

Intelligence Advanced Research 

Projects Activity  

INAF イタリア国立天体物理学研究所 National Institute for Astrophysics  

IOC 初期運用機能 Initial Operating Capability 

IOD 初期軌道決定 Initial Orbit Determination 

IR 赤外線 Infrared 

ISOC イタリア宇宙監視・追跡運用セ

ンター 

Italian Space Surveillance and 

Tracking Operational Center 

ISON 国際科学光学観測ネットワーク International Scientific Optical 

Observation Network 

ItAF イタリア空軍 Italian Air Force 

JFSCC 合同宇宙部隊司令部 Joint Force Space Component Command 

JICSPOC 統合・機関間・連合宇宙作戦セ

ンター 

Joint Interagency Combined Space 

Operations Center 

JP 3-14 宇宙作戦に関する共同刊行物

3-14 

Joint Publication 3-14 on Space 

Operations 

KIAM ケルディシュ応用数学研究所 Keldysh Institute of Applied 

Mathematics  

LEO  低軌道 Low Earth Orbit 

LIDAR レーザー画像検出と測距 Laser Imaging, Detection and Ranging 

LNT 致命的だが追跡不可能 Lethal But Non-Trackable 

LSO 月間太陽観測所 Learmonth Solar Observatory 

LSSC リンカーン宇宙監視システム Lincoln Space Surveillance System 

MBIE  ニュージーランドビジネス・

イノベーション・雇用省 

New Zealand’s Ministry of Business, 

Innovation, and Employment  

MEO 中軌道 Medium-Earth Orbit 

MIT マサチューセッツ工科大学 Massachusetts Institute of Technology 

MMW ミリ波 Millimeter Wave 
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略語 日本語 名称 

MOD 国防省 Ministry of Defence  

MSSS マウイ宇宙監視システム Maui Space Surveillance System 

MWA マーチソンワイドフィールドア

レイ 

Murchison Widefield Array  

NASA 米国航空宇宙局 National Aeronautics and Space 

Administration 

NEO 近地球物体 Near-Earth Objects 

NESDIS 米国環境衛星データ情報局 National Environmental Satellite, 

Data, and Information Service  

NOAA 米国海洋大気協会 National Oceanic and Atmospheric 

Administration 

NORAD 北米航空宇宙防衛司令部 North American Aerospace Defense 

Command  

NSDC 国家宇宙防衛センター National Space Defense Center  

NSSS 米国家安全保障宇宙戦略 National Security Space Strategy  

NTM 自国の検証技術手段 National Technical Means of 

Verification 

OADR オープン・アーキテクチャー・

データリポジトリ 

Open- Architecture Data Repository  

OC 運用センター Operational Center 

ODMSP 軌道上デブリ低減標準プラクテ

ィス 

Orbital Debris Mitigation Standard 

Practices 

ODPO 軌道上デブリプログラムオフィ

ス 

Orbital Debris Program Office  

O/O 所有者/運用者 Owner/Operator 

PC 衝突確率評価 Probability of Collision 

PMO パープルマウンテン天文台 Purple Mountain Observatory  

PNT 位置、ナビゲーション、タイミ

ング 

Position, Navigation, and Timing 

systems 

RAAF オーストラリア空軍 Royal Australian Air Force  
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略語 日本語 名称 

RAS ロシア科学アカデミー Russian Academy of Sciences 

RCS レーダー断面積 Radar Cross-Section 

RE 再突入分析 Re-entry Analysis  

RF 無線周波数 Radio Frequency 

RFI 無線周波数干渉 Radio Frequency Interference 

RMIT 王立メルボルン工科大学 The Royal Melbourne Institute of 

Technology  

ROSA ルーマニア宇宙機関 Romanian Space Agency  

RPO ランデブー及び近接操作 Rendez-Vous and Proximity Operations 

RSSS ロシア宇宙監視システム Russian Space Surveillance System  

RTI 距離時間強度 Range-Time-Intensity 

RTS ロナルドレーガン弾道ミサイル

防衛テストサイト 

Ronald Reagan Ballistic Missile 

Defense Test Site  

SAST 国家防衛科学技術産業局 State Administration of Science, 

Technology & Industry  

SBIRS 宇宙ベースの赤外線システム Space-Based InfraRed System 

SBSS 宇宙ベースの監視衛星 Space-Based Surveillance Satellite 

SERC 宇宙環境研究センター Space Environment Research Centre  

SBIR 中小企業技術革新研究プログラ

ム 

Small Business Innovation Research  

SDSR 戦略的防衛・セキュリティレビ

ュー 

Strategic Defence and Security Review 

SMARTnet 小口径ロボット望遠鏡ネットワ

ーク 

Small Aperture Robotic Telescope 

Network  

SMC 空軍宇宙軍・ミサイルシステム

センター 

Space and Missile Systems Center  

SOA 宇宙運用保証 Space Operations Assurance 

SOC 宇宙物体特性評価 Space Object Characterization  

SCC 宇宙機管制センター Spacecraft Control Center  
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略語 日本語 名称 

SOI 空間物体識別 Space Object Identification 

SP 特別摂動 Special Perturbation 

SPADOC 宇宙防衛作戦センター Space Defense Operations Center  

SPD-3 宇宙政策大統領令第３号 U.S. Space Policy Directive 3 

SSA  宇宙状況把握 Space Situational Awareness 

SSN 米国宇宙監視ネットワーク Space Surveillance Network  

SST 宇宙監視・追跡 Space Surveillance and Tracking  

STFC 科学技術施設評議会 Space Technologies and Facilities 

Council  

STK  システム・ツールキット Systems Tool Kit  

STM 宇宙交通管理 Space Traffic Management 

STPI 科学技術政策研究所 Science and Technology Policy 

Institute  

SWE 宇宙天気 Space Weather 

S3T スペイン宇宙監視・追跡 Spanish Space Surveillance and 

Tracking  

S3TOC スペイン国立 SST オペレーショ

ンセンター 

Spanish Space SST Operations Centre  

TCA 2つの物体間の最接近時 Time of Closest Approach 

TIRA 追跡・画像レーダー Tracking and Imaging Radar  

TLE 2 行軌道要素セット Two Line Element 

TRADEX ターゲット解像度及び識別実験 Target Resolution and Discrimination 

Experiment  

UAV 無人航空機 Unmanned Aerial Vehicle 

UCT 未知物体 Uncorrelated Track 

UDL 統合データライブラリ Unified Data Library  

UI ユーザーインターフェース User interface  

UKSA 英国宇宙機関 UK Space Agency 
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略語 日本語 名称 

UK SpOC 英国宇宙運用センター UK Space Operations Centre  

USSF 米国宇宙軍 U.S. Space Force  

USSPACECOM 米国宇宙統合軍 U.S. Space Command  

UT Austin テキサス大学オースティン校 University of Texas at Austin  

VLEO 超低軌道 Very Low-Earth Orbit 

1RSU 第 1 リモートセンシングユニッ

ト 

RAAF No. 1 Remote Sensing Unit 

 

 

 

 


